
 
改 正規則等一覧 (案 ) 

（エクイティ市場委員会関係） 

 

平成１９年８月１７日 
日 本 証 券 業 協 会 

 

 

（公正慣習規則）  

１．「店頭有価証券に関する規則」（公正慣習規則第 1号）･･･････････････････････････ （別紙１） 

２．「グリーンシート銘柄に関する規則」（公正慣習規則第２号）関係･････････････････ （別紙２） 

３．「上場株券等の取引所有価証券市場外での売買等に関する規則」（公正慣習規則第５）

関係 ･････････････････････････････････････････････････････････････････ 

 

（別紙３） 

４．「有価証券の引受け等に関する規則」（公正慣習規則第 14 号）関係････････････････ （別紙４） 

  

  

（理事会決議）  

１．株式累積投資及び株式ミニ投資の取扱いについて･･･････････････････････････････ （別紙５） 

２．株券等の募集等の引受等に係る顧客への配分について･･･････････････････････････ （別紙６） 

３．株券等の貸借取引の取扱いについて･･･････････････････････････････････････････ （別紙７） 

４．会員における顧客による不公正取引の防止のための売買管理体制の整備について･･･ （別紙８） 

５．信用取引に係る委託保証金代用有価証券の掛目の変更等の取扱いについて･････････ （別紙９） 

６．協会員における注文管理体制の整備について･･･････････････････････････････････ （別紙 10） 

７．協会員におけるプレ・ヒアリングの適正な取扱いについて･･･････････････････････ （別紙 11） 

８．会員におけるＭＳＣＢ等の取扱いについて･････････････････････････････････････ （別紙 12） 

  

  

（統一慣習規則）  

１．「店頭売買自己証券の処理に関する規則」（統一慣習規則第１号）･････････････････ （別紙 13） 

２．「株券の名義書換失念の場合における権利の処理に関する規則」（統一慣習規則第２

号）･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

 

（別紙 14） 

 

 

以  上 

 

 

 

 

 

 

 

別表１



 

 －1－

「店頭有価証券に関する規則」（公正慣習規則第１号）の一部改正について（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

店頭有価証券に関する規則 

 

 

「店頭有価証券に関する規則」（公正慣習規則

第１号） 

 

（定義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ 店頭有価証券 

我が国の法人が国内において発行する取

引所金融商品市場に上場されていない株券

（特別の法律により設立された法人の発行

する出資証券を含む。以下同じ。）、新株

予約権証券及び新株予約権付社債券をい

う。 

（定義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ 店頭有価証券 

本邦法人が本邦内において発行する証券

取引所に上場されていない株券（特別の法

律により設立された法人の発行する出資証

券を含む。以下同じ。）、新株予約権証券

及び新株予約権付社債券をいう。 

 

２    （ 現行どおり ） ２    （ 省   略 ） 

３ 会社内容説明書 

第５条の要件を満たした、会員並びに当

該会員が金融商品仲介業務の委託を行う特

別会員及び金融商品仲介業者が投資勧誘を

行う際の説明用資料をいう。 

４ 店頭取扱有価証券 

店頭有価証券のうち、次のいずれかに該

当する発行会社が発行する株券、新株予約

権証券及び新株予約権付社債券（以下「株

券等」という。）をいう。 

イ 金融商品取引法（以下「金商法」とい

う。）第 24 条第１項の規定に基づき有

価証券報告書を提出しなければならない

発行会社（当該発行会社が内閣総理大臣

に提出した直近の有価証券報告書又は有

価証券届出書に、総合意見が適正である

旨の監査報告書が添付されているものに

限る。以下同じ。） 

３ 会社内容説明書 

第５条の要件を満たした、会員並びに当

該会員が証券仲介業務の委託を行う特別会

員及び証券仲介業者が投資勧誘を行う際の

説明用資料をいう。 

４ 店頭取扱有価証券 

店頭有価証券のうち、次のいずれかに該

当する発行会社が発行する株券、新株予約

権証券及び新株予約権付社債券（以下「株

券等」という。）をいう。 

イ 証券取引法（以下「証取法」とい

う。）第 24 条第１項の規定に基づき有

価証券報告書を提出しなければならない

発行会社（当該発行会社が内閣総理大臣

に提出した直近の有価証券報告書又は有

価証券届出書に、総合意見が適正である

旨の監査報告書が添付されているものに

限る。以下同じ。） 

ロ   （ 現行どおり ） ロ   （ 省   略 ） 

５ グリーンシート銘柄 

店頭取扱有価証券のうち、「グリーンシ

ート銘柄に関する規則」（以下「グリーン

シート規則」という。）第２条第５号に規

定するグリーンシート銘柄をいう。 

 

５ グリーンシート銘柄 

店頭取扱有価証券のうち、「グリーンシ

ート銘柄に関する規則」（公正慣習規則第

２号。以下「グリーンシート規則」とい

う。）第２条第５号に規定するグリーンシ

ート銘柄をいう。 

  

（店頭有価証券の適格機関投資家に対する投

資勧誘） 

第 ４ 条 協会員が適格機関投資家（金商法第

２条第３項第１号に規定する適格機関投資家

をいう。以下同じ。）に対して投資勧誘を行

うことができる店頭有価証券は、取得した店

（店頭有価証券の適格機関投資家に対する投

資勧誘） 

第 ４ 条 協会員が適格機関投資家（証取法第

２条第３項第１号に規定する適格機関投資家

をいう。以下同じ。）に対して投資勧誘を行

うことができる店頭有価証券は、取得した店

別紙１



 

 －2－

改  正  案 現     行 

頭有価証券に譲渡制限を付すことを条件とし

て適格機関投資家のみに対して投資勧誘を行

うものでなければならない。 

頭有価証券に譲渡制限を付すことを条件とし

て適格機関投資家のみに対して投資勧誘を行

うものでなければならない。 

２ 前項の譲渡制限は、次に掲げる者について

は、それぞれ次のとおりとする。 

２ 前項の譲渡制限は、次に掲げる者について

は、それぞれ次のとおりとする。 

１ 投資勧誘が金商法第２条第３項第２号イ

に掲げる場合に該当するものである場合

（発行の際の投資勧誘がこれに該当するも

のであった店頭有価証券の投資勧誘を行う

場合を含む。）の当該投資勧誘の相手方で

ある適格機関投資家 

 金融商品取引法施行令（以下「金商法施

行令」という。）第１条の４に定める要件

に合致すること。 

１ 投資勧誘が証取法第２条第３項第２号イ

に掲げる場合に該当するものである場合

（発行の際の投資勧誘がこれに該当するも

のであった店頭有価証券の投資勧誘を行う

場合を含む。）の当該投資勧誘の相手方で

ある適格機関投資家 

 証券取引法施行令第１条の５に定める要

件に合致すること。 

２ 取得勧誘の相手方である適格機関投資家

が金商法施行令第１条の４に定める条件に

合致することにより、金商法施行令第１条

の５の人数の計算から当該適格機関投資家

を除いた結果、当該取得勧誘が金商法第２

条第３項第２号ロに掲げる場合に該当する

ものである場合の当該適格機関投資家及び

発行の際の投資勧誘がこれに該当するもの

であった店頭有価証券の投資勧誘の相手方

である適格機関投資家 

 金商法施行令第１条の４に定める要件に

合致すること。 

２ 証券取引法施行令第１条の４第２項の規

定により同条第１項の人数の計算から投資

勧誘の相手方である適格機関投資家を除く

ことにより当該投資勧誘が証取法第２条第

３項第２号ロに掲げる場合に該当するもの

である場合の当該適格機関投資家及び発行

の際の投資勧誘がこれに該当するものであ

った店頭有価証券の投資勧誘の相手方であ

る適格機関投資家 

 

 証券取引法施行令第１条の４第２項に定

める要件に合致すること。 

３ 前２号に掲げる者以外の適格機関投資家

 当該店頭有価証券の取引所金融商品市場

への上場又はその取得の日以後２年間を経

過する日のいずれか早い日の前日まで、適

格機関投資家以外に譲渡してはならない。

ただし、次のいずれかに該当する場合であ

って、かつ、譲渡することが適当であると

当該譲渡の前に協会員が認めるときはこの

限りでない。 

３ 前２号に掲げる者以外の者 

 当該店頭有価証券の証券取引所への上場

又はその取得の日以後２年間を経過する日

のいずれか早い日の前日まで、適格機関投

資家以外に譲渡してはならない。ただし、

次のいずれかに該当する場合であって、か

つ、譲渡することが適当であると当該譲渡

の前に協会員が認めるときはこの限りでな

い。 

イ   （ 現行どおり ） 

ロ   （ 現行どおり ） 

イ   （ 省   略 ） 

ロ   （ 省   略 ） 

３     （ 現行どおり ） ３     （ 省   略 ） 

 

（会社内容説明書の要件） 

第 ５ 条 会社内容説明書は、発行会社におい

て作成するものとし、次に掲げる要件を満た

したものとする。 

１ 店頭有価証券が株券等（上場有価証券の

発行会社が発行する取引所金融商品市場に

上場されていないものを除く。）である場

合は、企業内容等の開示に関する内閣府令

に定める有価証券報告書のうち「企業情

報」の記載事項に準拠して記載されている

こと。ただし、財務諸表及び連結財務諸表

については、当該店頭有価証券の発行会社

（会社内容説明書の要件） 

第 ５ 条 会社内容説明書は、発行会社におい

て作成するものとし、次に掲げる要件を満た

したものとする。 

１ 店頭有価証券が株券等（上場有価証券の

発行会社が発行する証券取引所に上場され

ていないものを除く。）である場合は、

「企業内容等の開示に関する内閣府令」に

定める有価証券報告書のうち「企業情報」

の記載事項に準拠して記載されているこ

と。ただし、財務諸表及び連結財務諸表に

ついては、当該店頭有価証券の発行会社が



 

 －3－

改  正  案 現     行 

が第２条第４号イの規定に該当せず、か

つ、次に掲げる場合は、それぞれ次のとお

りとする。 

第２条第４号イの規定に該当せず、かつ、

次に掲げる場合は、それぞれ次のとおりと

する。 

イ   （ 現行どおり ） イ   （ 省   略 ） 

ロ 発行会社が設立後２事業年度以上であ

る場合 次の(1)又は(2)のいずれかが記

載されていること 

(1)  （ 現行どおり ） 

(2)  （ 現行どおり ） 

ロ 発行会社が設立後２事業年度以上であ

る場合 次の(ィ)又は(ロ)のいずれかが

記載されていること 

(ィ)  （ 省   略 ） 

(ロ)  （ 省   略 ） 

２ 店頭有価証券が上場有価証券の発行会社

が発行する取引所金融商品市場に上場され

ていない株券等である場合は、次に掲げる

事項が記載されていること。なお、ニに掲

げる事項に代えて、当該発行会社が内閣総

理大臣に提出した直近の有価証券報告書を

記載することを妨げない。 

２ 店頭有価証券が上場有価証券の発行会社

が発行する証券取引所に上場されていない

株券等である場合は、次に掲げる事項が記

載されていること。なお、ニに掲げる事項

に代えて、当該発行会社が内閣総理大臣に

提出した直近の有価証券報告書を記載する

ことを妨げない。 

イ 

～   （ 現行どおり ） 

ハ 

イ 

～   （ 省   略 ） 

ハ 

ニ 当該発行会社に関する情報はＥＤＩＮ

ＥＴ（金商法に基づく有価証券報告書等

の開示書類に関する電子開示システムを

いう。）を参照すべき旨 

ニ 当該発行会社に関する情報はＥＤＩＮ

ＥＴ（証券取引法に基づく有価証券報告

書等の開示書類に関する電子開示システ

ムをいう。）を参照すべき旨 

ホ   （ 現行どおり ） ホ   （ 省   略 ） 

３ 財務諸表又は連結財務諸表が金商法第

193 条に規定する内閣総理大臣が一般に公

正妥当であると認められるところに従って

内閣府令で定める用語、様式及び作成方法

又は「会社計算規則」に準拠して記載され

ていること。 

３ 財務諸表又は連結財務諸表が証取法第

193 条に規定する内閣総理大臣が一般に公

正妥当であると認められるところに従って

内閣府令で定める用語、様式及び作成方法

又は「会社計算規則」に準拠して記載され

ていること。 

４ 財務諸表又は連結財務諸表について公認

会計士又は監査法人により金商法に準ずる

監査が行われ、又は計算書類等について会

社法に基づく会計監査人による監査若しく

はこれに準じる監査が行われ、かつ、その

総合意見が適正又は適法である旨の監査報

告書が、記載されている財務諸表又は連結

財務諸表に添付されていること。 

 

４ 公認会計士又は監査法人により、証取法

に準ずる監査が行われ、又は会社法に基づ

く会計監査人による監査若しくはこれに準

じる監査が行われ、かつ、その総合意見が

適正又は適法である旨の監査報告書が、記

載されている財務諸表又は連結財務諸表に

添付されていること。 

 

（店頭取扱有価証券の投資勧誘） 

第 ６ 条  （ 現行どおり ） 

（店頭取扱有価証券の投資勧誘） 

第 ６ 条  （ 省   略 ） 

２ 前項の譲渡制限は、当該店頭取扱有価証券

の取引所金融商品市場への上場又はその取得

の日以後２年間を経過する日のいずれか早い

日の前日まで譲渡してはならないものとす

る。ただし、次のいずれかに該当する場合で

あって、かつ、譲渡することが適当であると

当該譲渡の前に協会員が認めるときはこの限

りでない。 

２ 前項の譲渡制限は、当該店頭取扱有価証券

の証券取引所への上場又はその取得の日以後

２年間を経過する日のいずれか早い日の前日

まで譲渡してはならないものとする。ただ

し、次のいずれかに該当する場合であって、

かつ、譲渡することが適当であると当該譲渡

の前に協会員が認めるときはこの限りでな

い。 

１    （ 現行どおり ） 

２    （ 現行どおり ） 

１    （ 省   略 ） 

２    （ 省   略 ） 



 

 －4－

改  正  案 現     行 

３     （ 現行どおり ） ３     （ 省   略 ） 

４ 第１項の届出は、当該募集等の取扱い等を

開始する日の５営業日前までに、所定の様式

により、本協会に対し行わなければならな

い。なお、金融商品仲介業務として募集等の

取扱い等を行う場合の特別会員による届出

は、当該特別会員に当該金融商品仲介業務の

委託を行う会員が当該特別会員について併せ

て届出を行うことで足りる。 

 

４ 第１項の届出は、当該募集等の取扱い等を

開始する日の５営業日前までに、所定の様式

により、本協会に対し行わなければならな

い。なお、証券仲介業務として募集等の取扱

い等を行う場合の特別会員による届出は、当

該特別会員に当該証券仲介業務の委託を行う

会員が当該特別会員について併せて届出を行

うことで足りる。 

 

（譲渡制限付き店頭取扱有価証券の投資勧

誘） 

第 ７ 条 協会員は、金商法第 13 条及び第 15

条第２項の規定により目論見書を作成及び交

付をしなければならない店頭取扱有価証券の

募集若しくは売出しの取扱い又は売出しを第

６条の規定により行うに際しては、顧客に対

し、法令の定めに従って当該目論見書を交付

した上で、当該店頭取扱有価証券及びその発

行会社の内容を十分説明しなければならな

い。 

（譲渡制限付き店頭取扱有価証券の投資勧

誘） 

第 ７ 条 協会員は、証取法第 13 条及び第 15

条第２項の規定により目論見書を作成及び交

付をしなければならない店頭取扱有価証券の

募集若しくは売出しの取扱い又は売出しを第

６条の規定により行うに際しては、顧客に対

し、法令の定めに従って当該目論見書を交付

した上で、当該店頭取扱有価証券及びその発

行会社の内容を十分説明しなければならな

い。 

２ 協会員は、金商法第 13 条及び第 15 条第２

項の規定による目論見書の作成及び交付を要

しない店頭取扱有価証券（上場有価証券の発

行会社が発行する取引所金融商品市場に上場

されていないものを除く。以下この項におい

て同じ。）の募集等の取扱い等を第６条の規

定により行うに際しては、顧客に対し、有価

証券報告書又は第５条に規定する記載内容に

加え、当該募集等を行う当該店頭取扱有価証

券の証券情報を「企業内容等の開示に関する

内閣府令」に定める有価証券届出書の「証券

情報」の記載事項に準拠して追記した会社内

容説明書を用いて、当該店頭取扱有価証券及

びその発行会社の内容を十分説明しなければ

ならない。 

２ 協会員は、証取法第 13 条及び第 15 条第２

項の規定による目論見書の作成及び交付を要

しない店頭取扱有価証券（上場有価証券の発

行会社が発行する証券取引所に上場されてい

ないものを除く。以下この項において同

じ。）の募集等の取扱い等を第６条の規定に

より行うに際しては、顧客に対し、有価証券

報告書又は第５条に規定する記載内容に加

え、当該募集等を行う当該店頭取扱有価証券

の証券情報を「企業内容等の開示に関する内

閣府令」に定める有価証券届出書の「証券情

報」の記載事項に準拠して追記した会社内容

説明書を用いて、当該店頭取扱有価証券及び

その発行会社の内容を十分説明しなければな

らない。 

３ 協会員は、金商法第 13 条及び第 15 条第２

項の規定による目論見書の作成及び交付を要

しない店頭取扱有価証券（上場有価証券の発

行会社が発行する取引所金融商品市場に上場

されていないものに限る。以下この項におい

て同じ。）の募集等の取扱い等を第６条の規

定により行うに際しては、顧客に対し、第５

条に規定する記載内容の会社内容説明書を用

いて、当該店頭取扱有価証券の内容を十分説

明しなければならない。ただし、顧客から当

該発行会社に関する情報についての説明を求

められた場合は、併せて、当該発行会社が内

閣総理大臣に提出した直近の有価証券報告書

を用いて、当該発行会社の内容を十分説明し

なければならない。 

３ 協会員は、証取法第 13 条及び第 15 条第２

項の規定による目論見書の作成及び交付を要

しない店頭取扱有価証券（上場有価証券の発

行会社が発行する証券取引所に上場されてい

ないものに限る。以下この項において同

じ。）の募集等の取扱い等を第６条の規定に

より行うに際しては、顧客に対し、第５条に

規定する記載内容の会社内容説明書を用い

て、当該店頭取扱有価証券の内容を十分説明

しなければならない。ただし、顧客から当該

発行会社に関する情報についての説明を求め

られた場合は、併せて、当該発行会社が内閣

総理大臣に提出した直近の有価証券報告書を

用いて、当該発行会社の内容を十分説明しな

ければならない。 
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４ 協会員は、第６条の規定により投資勧誘を

行った結果、店頭取扱有価証券の取引を初め

て行う顧客（特定投資家（金商法第２条第

31 項に規定する特定投資家（同法第 34 条の

２第５項の規定により特定投資家以外の顧客

とみなされる者を除き、同法第 34 条の３第

４項（同法第 34 条の４第４項において準用

する場合を含む。）の規定により特定投資家

とみなされる者を含む。）をいう。以下同

じ。）を除く。以下この項及び次項において

同じ。）に対し、店頭取扱有価証券の性格、

取引の仕組み等について十分説明するととも

に、顧客の判断と責任において当該取引を行

う旨の確認を得るため、当該顧客から、店頭

取扱有価証券の取引に関する確認書を徴求

し、その写しを当該顧客に交付しなければな

らない。 

４ 協会員は、第６条の規定により投資勧誘を

行った結果、店頭取扱有価証券の取引を初め

て行う顧客（「証券会社に関する内閣府令」

第 28 条第１項各号及び「金融機関の証券業

務に関する内閣府令」第 15 条第１項各号に

掲げる者を除く。以下この項及び次項におい

て同じ。）に対し、店頭取扱有価証券の性

格、取引の仕組み等について十分説明すると

ともに、顧客の判断と責任において当該取引

を行う旨の確認を得るため、当該顧客から、

店頭取扱有価証券の取引に関する確認書を徴

求し、その写しを当該顧客に交付しなければ

ならない。 

５     （ 現行どおり ） ５     （ 省   略 ） 

６ 協会員は、第１項及び第２項に規定する店

頭取扱有価証券の募集等の取扱い等を行う場

合には、当該募集等に係る有価証券届出書、

目論見書又は会社内容説明書を取扱部店（当

該会員が金融商品仲介業務の委託を行う特別

会員及び金融商品仲介業者の部店を含む。）

に備え置き、顧客の縦覧に供しなければなら

ない。 

 

６ 協会員は、第１項及び第２項に規定する店

頭取扱有価証券の募集等の取扱い等を行う場

合には、当該募集等に係る有価証券届出書、

目論見書又は会社内容説明書を取扱部店（当

該会員が証券仲介業務の委託を行う特別会員

及び証券仲介業者の部店を含む。）に備え置

き、顧客の縦覧に供しなければならない。 

 

（上場有価証券の発行会社が発行した店頭取

扱有価証券の投資勧誘） 

第 ８ 条 協会員は、上場有価証券の発行会社

が発行した店頭取扱有価証券の投資勧誘（売

出しに該当するものを除く。以下この条にお

いて同じ。）を行おうとする場合には、第５

条第１項第２号イからホに掲げる事項を記載

した説明書（以下「証券情報等説明書」とい

う。）を作成し、当該店頭取扱有価証券の投

資勧誘を行おうとする顧客（特定投資家及び

これに相当する外国の法人その他の団体を除

く。以下この条において同じ。）に対し、交

付するとともに、その内容について十分説明

しなければならない。 

（上場有価証券の発行会社が発行した店頭取

扱有価証券の投資勧誘） 

第 ８ 条 協会員は、上場有価証券の発行会社

が発行した店頭取扱有価証券の投資勧誘（売

出しに該当するものを除く。以下この条にお

いて同じ。）を行おうとする場合には、第５

条第１項第２号イからホに掲げる事項を記載

した説明書（以下「証券情報等説明書」とい

う。）を作成し、当該店頭取扱有価証券の投

資勧誘を行おうとする顧客（適格機関投資家

及びこれに相当する外国の法人その他の団体

を除く。以下この条において同じ。）に対

し、交付するとともに、その内容について十

分説明しなければならない。 

２ 協会員は、第１項の規定により投資勧誘を

行った結果、上場有価証券の発行会社が発行

した店頭取扱有価証券の取引を初めて行う顧

客に対し、当該店頭取扱有価証券の性格、取

引の仕組み等について十分説明するととも

に、顧客の判断と責任において、当該取引を

行う旨の確認を得るため、当該顧客から、上

場有価証券の発行会社が発行した店頭取扱有

価証券の取引に関する確認書を徴求し、その

写しを当該顧客に交付しなければならない。

２ 協会員は、第１項の規定により投資勧誘を

行った結果、上場有価証券の発行会社が発行

した店頭取扱有価証券の取引を初めて行う顧

客に対し、当該店頭取扱有価証券の性格、取

引の仕組み等について十分説明するととも

に、顧客の判断と責任において、当該取引を

行う旨の確認を得るため、当該顧客から、上

場有価証券の発行会社が発行した店頭取扱有

価証券の取引に関する確認書を徴求し、その

写しを当該顧客に交付するものとする。 
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３ 協会員は、第１項の規定により投資勧誘を

行った結果、顧客が買付けた上場有価証券の

発行会社が発行した店頭取扱有価証券につい

て保管の委託を受けるものとする。ただし、

当該店頭取扱有価証券の発行会社が内閣総理

大臣に当該店頭取扱有価証券に係る有価証券

届出書を提出している場合はこの限りでな

い。 

４     （ 現行どおり ） 

 

３ 協会員は、第１項の規定により投資勧誘を

行った結果、顧客が買付けた上場有価証券の

発行会社が発行した店頭取扱有価証券につい

て保管の委託を受けるものとする。ただし、

当該店頭取扱有価証券の発行会社が内閣総理

大臣に当該店頭取扱有価証券に係る有価証券

届出書を提出している場合はこの限りではな

い。 

４     （ 省   略 ） 

 

（不正な手段を用いた店頭取引の禁止） 

第 11 条 会員は、仮装売買、馴れ合い売買等

の不正な手段を用いて店頭取引を行ってはな

らない。 

 

（相場操縦等の禁止） 

第 11 条 会員は、仮装売買、相場操縦等の不

正な手段を用いて店頭取引を行ってはならな

い。 

 

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭

有価証券の店頭取引の禁止） 

第 14 条 協会員は、店頭有価証券については

成行注文を受けてはならない。 

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭

有価証券の店頭取引の禁止） 

第 14 条 協会員は、店頭有価証券については

成行注文を受けないものとする。 

２     （ 現行どおり ） 

３     （ 現行どおり ） 

 

２     （ 省   略 ） 

３     （ 省   略 ） 

 

（会員間の売買の制限） 

第 15 条 会員は、第４条、第６条及び第８条

の規定により投資勧誘を行うものを除き、店

頭有価証券については、会員間の流通を目的

とする店頭取引を行ってはならない。 

 

（会員間の売買の制限） 

第 15 条 会員は、店頭有価証券については、

会員間の流通を目的とする店頭取引を行って

はならない。 

 

（上場有価証券の発行会社が発行した店頭取

扱有価証券の売買報告等） 

第 16 条 会員は、上場有価証券の発行会社が

発行した店頭取扱有価証券について店頭取引

を行ったときは、その旨を当該店頭取引を行

った日の属する月の翌月の 15 日（当日が休

業日の場合は、翌営業日）までに、所定の様

式により本協会に報告しなければならない。

（店頭有価証券の売買報告） 

 

第 16 条 会員は、店頭有価証券について店頭

取引を行ったときは、その旨を当該店頭取引

を行った日の属する月の翌月の 15 日（当日

が休業日の場合は、翌営業日）までに、所定

の様式により本協会に報告しなければならな

い。 

２ 本協会は、前項の規定により会員から報告

を受けた内容について定期的に公表する。 

（ 新   設 ） 

３     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

（ 削   除 ） ３ 本協会は、第１項の規定により会員から報

告を受けた内容のうち、協会員が投資勧誘を

行った上場有価証券の発行会社が発行した店

頭取扱有価証券の取引の状況について定期的

に公表する。 

 

（店頭有価証券の価格情報の責任の所在等の

明示） 

第 17 条 会員は、店頭有価証券の売買価格等

の情報（以下「価格等情報」という。）を提

示する場合は、いかなる媒体の利用を問わ

ず、当該価格等情報と併せて会員名、取扱部

（店頭有価証券の価格情報の責任の所在等の

明示） 

第 17 条 会員は、店頭有価証券の売買価格等

の情報（以下「価格等情報」という。）を提

示する場合は、いかなる媒体の利用を問わ

ず、当該価格等情報と併せて会員名、取扱部
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店名（当該会員が金融商品仲介業務の委託を

行う特別会員及び金融商品仲介業者の部店を

含む。）及び当該価格等情報の提示日並びに

当該価格等情報は売り気配又は買い気配では

ない旨を明示しなければならない。 

 

店名（当該会員が証券仲介業務の委託を行う

特別会員及び証券仲介業者の部店を含む。）

及び当該価格等情報の提示日並びに当該価格

等情報は売り気配又は買い気配ではない旨を

明示しなければならない。 

 

（電磁的方法による交付等） 

第 18 条 協会員は、第７条第４項に規定する

店頭取扱有価証券の取引に関する確認書の写

し、第８条第１項に規定する証券情報等説明

書及び同条第２項に規定する上場有価証券の

発行会社が発行した店頭取扱有価証券の取引

に関する確認書の写しの交付に代えて、「書

面の電磁的方法による提供等の取扱いに関す

る規則」(以下「書面電磁的提供等規則」と

いう。)に定めるところにより、当該書面に

記載すべき事項について電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法により提供することができる。この

場合において、当該協会員は、当該書面を交

付したものとみなす。 

（電磁的方法による交付等） 

第 18 条 協会員は、第７条第４項に規定する

店頭取扱有価証券の取引に関する確認書の写

し、第８条第１項に規定する証券情報等説明

書及び同条第２項に規定する上場有価証券の

発行会社が発行した店頭取扱有価証券の取引

に関する確認書の写しの交付に代えて、「書

面の電磁的方法による提供等の取扱いについ

て」（理事会決議）に定めるところにより、

当該書面に記載すべき事項について電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の

技術を利用する方法により提供することがで

きる。この場合において、当該協会員は、当

該書面を交付したものとみなす。 

２ 協会員は、第７条第４項に規定する店頭取

扱有価証券の取引に関する確認書及び第８条

第２項に規定する上場有価証券の発行会社が

発行した店頭取扱有価証券の取引に関する確

認書の徴求に代えて、書面電磁的提供等規則

に定めるところにより、当該書面に記載すべ

き事項について電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方法

により提供を受けることができる。この場合

において、当該協会員は、当該書面を徴求し

たものとみなす。 

 

２ 協会員は、第７条第４項に規定する店頭取

扱有価証券の取引に関する確認書及び第８条

第２項に規定する上場有価証券の発行会社が

発行した店頭取扱有価証券の取引に関する確

認書の徴求に代えて、「書面の電磁的方法に

よる提供等の取扱いについて」（理事会決

議）に定めるところにより、当該書面に記載

すべき事項について電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する

方法により提供を受けることができる。この

場合において、当該協会員は、当該書面を徴

求したものとみなす。 

 

（金融商品仲介業者に対する指導及び監督）

第 19 条 会員は、委託先の金融商品仲介業者

に対し、第３条、第４条第１項及び第２項、

第６条第１項及び第２項、第７条第１項から

第３項及び第５項、第６項並びに第８条第１

項及び第４項の規定を遵守するよう指導及び

監督を行わなければならない。 

 

（証券仲介業者に対する指導及び監督） 

第 19 条 会員は、委託先の証券仲介業者に対

し、第３条、第４条第１項及び第２項、第６

条第１項及び第２項、第７条第１項から第３

項及び第５項、第６項並びに第８条第１項及

び第４項の規定を遵守するよう指導及び監督

を行わなければならない。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「グリーンシート銘柄に関する規則」（公正慣習規則第２号）の一部改正について（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

グリーンシート銘柄に関する規則 

 

 

「グリーンシート銘柄に関する規則」（公正慣

習規則第２号） 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、金融商品取引法（以下

「金商法」という。）第 67 条の 18 第４号に

規定する取扱有価証券に関して規定し、これ

を「グリーンシート銘柄」と呼称することと

するとともに、グリーンシート銘柄の店頭取

引を公正かつ円滑ならしめ、もって投資者の

保護に資することを目的とする。 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、証券取引法（以下「証

取法」という。）第 40 条第１項第１号に規定

する取扱有価証券に関して規定し、これを

「グリーンシート銘柄」と呼称することとす

るとともに、グリーンシート銘柄の店頭取引

を公正かつ円滑ならしめ、もって投資者の保

護に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ 店頭有価証券 

 「店頭有価証券に関する規則」（以下

「店頭有価証券規則」という。）第２条第

１号に規定する店頭有価証券をいう。 

（定義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ 店頭有価証券 

 「店頭有価証券に関する規則」（公正慣

習規則第１号。以下「店頭有価証券規則」

という。）第２条第１号に規定する店頭有

価証券をいう。 

２    （ 現行どおり ） ２    （ 省   略 ） 

３    （ 現行どおり ） ３    （ 省   略 ） 

４ 会社内容説明書 

 店頭取扱有価証券に係るものについては

店頭有価証券規則第５条の要件を、金商法

第２条第１項第８号に規定する優先出資証

券及び同項第 11 号に規定する投資証券に

係るものについては第６条第５項の要件を

それぞれ満たした、本条第６号に規定する

取扱会員及び第７号に規定する準取扱会員

（以下「取扱会員等」という。）並びに当

該取扱会員等が金融商品仲介業務の委託を

行う特別会員及び金融商品仲介業者が投資

勧誘を行う際の説明資料をいう。 

４ 会社内容説明書 

 店頭取扱有価証券に係るものについては

店頭有価証券規則第５条の要件を、証取法

第２条第１項第５号の３に規定する優先出

資証券及び同項第７号の２に規定する投資

証券に係るものについてはこの規則第６条

第５項の要件をそれぞれ満たした、この条

第６号に規定する取扱会員及び第７号に規

定する準取扱会員（以下「取扱会員等」と

いう。）並びに当該取扱会員等が証券仲介

業務の委託を行う特別会員及び証券仲介業

者が投資勧誘を行う際の説明資料をいう。

５ グリーンシート銘柄 

 店頭取扱有価証券、優先出資証券及び投

資証券のうち、取扱会員等並びに当該取扱

会員等が金融商品仲介業務の委託を行う特

別会員及び金融商品仲介業者が投資勧誘を

行うものとして本協会が指定したものをい

う。 

５ グリーンシート銘柄 

 店頭取扱有価証券、優先出資証券及び投

資証券のうち、取扱会員等並びに当該取扱

会員等が証券仲介業務の委託を行う特別会

員及び証券仲介業者が投資勧誘を行うもの

として本協会が指定したものをいう。 

６ 取扱会員 

 店頭取扱有価証券、優先出資証券又は投

資証券（以下「店頭取扱有価証券等」とい

う。）をグリーンシート銘柄として本協会

に届け出、かつ、本協会が当該店頭取扱有

６ 取扱会員 

 店頭取扱有価証券、優先出資証券又は投

資証券（以下「店頭取扱有価証券等」とい

う。）をグリーンシート銘柄として本協会

に届け出、かつ、本協会が当該店頭取扱有

別紙２
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価証券等をグリーンシート銘柄として指定

した後において、当該会員が金融商品仲介

業務の委託を行う特別会員及び金融商品仲

介業者とともに当該グリーンシート銘柄の

投資勧誘を行うことができると同時に本協

会の規則の定めるところにより義務を負う

ものとして本協会が指定した会員をいう。

価証券等をグリーンシート銘柄として指定

した後において、当該会員が証券仲介業務

の委託を行う特別会員及び証券仲介業者と

ともに当該グリーンシート銘柄の投資勧誘

を行うことができると同時に本協会の規則

の定めるところにより義務を負うものとし

て本協会が指定した会員をいう。 

７ 準取扱会員 

 当該会員が金融商品仲介業務の委託を行

う特別会員及び金融商品仲介業者とともに

グリーンシート銘柄の投資勧誘を行うこと

ができると同時に本協会の規則の定めると

ころにより義務を負うものとして本協会が

指定した会員をいう。 

 

７ 準取扱会員 

 当該会員が証券仲介業務の委託を行う特

別会員及び証券仲介業者とともにグリーン

シート銘柄の投資勧誘を行うことができる

と同時に本協会の規則の定めるところによ

り義務を負うものとして本協会が指定した

会員をいう。 

 

（グリーンシート銘柄の区分） 

第 ４ 条 グリーンシート銘柄は、当該銘柄及

びその発行会社の特徴を勘案の上、取扱会員

となろうとする会員の届出に基づき、次の各

号のとおり区分することとする。 

（グリーンシート銘柄の区分） 

第 ４ 条 グリーンシート銘柄は、当該銘柄及

びその発行会社の特徴を勘案の上、取扱会員

となろうとする会員の届出に基づき、次の各

号のとおり区分することとする。 

１ エマージング 

取扱会員となろうとする会員において第

７条に規定する審査を行った結果、成長性

を有する等により適当であると判断された

企業が発行する株券等を指定する銘柄区分

 

１ エマージング（取扱会員となろうとする

会員において第７条に規定する審査を行っ

た結果、成長性を有する等により適当であ

ると判断された企業が発行する株券等を指

定する銘柄区分） 

２ オーディナリー 

取扱会員となろうとする会員において第

７条に規定する審査を行った結果、適当で

あると判断された企業が発行する株券等を

指定する銘柄区分 

 

２ オーディナリー（取扱会員となろうとす

る会員において第７条に規定する審査を行

った結果、適当であると判断された企業が

発行する株券等を指定する銘柄区分） 

３ 投信・ＳＰＣ 

投資証券及び優先出資証券のうち、取扱

会員となろうとする会員において第７条に

規定する審査を行った結果、適当であると

判断されたものを指定する銘柄区分 

 

３ 投信・ＳＰＣ（投資証券及び優先出資証

券のうち、取扱会員となろうとする会員に

おいて第７条に規定する審査を行った結

果、適当であると判断されたものを指定す

る銘柄区分） 

４ フェニックス 

金融商品取引所により上場廃止とされた

株券等のうち、取扱会員となろうとする会

員において流通性を確保する必要があると

判断された株券等を指定する銘柄区分 

 

 

４ フェニックス（上場廃止となった銘柄の

うち、取扱会員となろうとする会員におい

て流通性を確保する必要があると判断され

た株券等を指定する銘柄区分） 

 

（代表取扱会員） 

第 ５ 条 一のグリーンシート銘柄の取扱会員

（第９条の届出を行って取扱会員となろうと

する会員を含む。）は、その総意によって、

取扱会員を代表する会員（以下「代表取扱会

員」という。）を定めることができる。 

（代表取扱会員） 

第 ５ 条 一のグリーンシート銘柄の取扱会員

（第９条の届出を行って取扱会員となろうと

する会員を含む。）は、その総意によって、

取扱会員を代表する会員（以下「代表取扱会

員」という。）を定めることができることと

する。 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 
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３     （ 現行どおり ） 

 

３     （ 省   略 ） 

（指定条件） 

第 ６ 条 取扱会員となろうとする会員（取扱

会員となろうとする会員が代表取扱会員とな

る予定の会員を定めた場合は、当該代表取扱

会員となる予定の会員。以下この項において

同じ。）がグリーンシート銘柄として第９条

の届出を行おうとする有価証券は、次に掲げ

るすべての基準を満たしていなければならな

い。 

１ 株主名簿管理人（当該有価証券が投資証

券である場合は投資信託及び投資法人に関

する法律（以下「投信法」という。）第

166 条第２項第８号に規定する投資主名簿

等管理人。以下この号及び第 35 条第５項

第８号において同じ。）に事務を委託して

いること（当該株主名簿管理人から受託す

る旨の内諾を得ている場合を含む。）。 

２ 本協会が第９条の指定を行う日までに、

当該有価証券が本協会の定める様式に適合

するものとなっていること。 

（指摘条件） 

第 ６ 条 取扱会員となろうとする会員（取扱

会員となろうとする会員が代表取扱会員とな

る予定の会員を定めた場合は、当該代表取扱

会員となる予定の会員。以下この項において

同じ。）がグリーンシート銘柄として第９条

の届出を行おうとする有価証券は、次に掲げ

るすべての基準を満たしていなければならな

い。 

１ 株主名簿管理人（当該有価証券が投資証

券である場合は「投資信託及び投資法人に

関する法律」第 166 条第２項第８号に規定

する投資主名簿等管理人。以下この号及び

第 35 条第５項第８号において同じ。）に事

務を委託していること（当該株主名簿管理

人から受託する旨の内諾を得ている場合を

含む。） 

２ 本協会が第９条の指定を行う日までに、

当該有価証券が本協会の定める様式に適合

するものとなっていること 

 

３    （ 現行どおり ） ３    （ 省   略 ） 

２     （ 現行どおり ） ２     （ 省   略 ） 

３ フェニックスに区分するグリーンシート銘

柄として届出を行おうとする株券等の発行会

社については、以下の条件を満たしていなけ

ればならない。 

１ 当該銘柄の発行会社に開示体制の不備及

び公益又は投資者保護のため金融商品取引

所が上場廃止を適当と認めたこと（以下

「開示体制の不備等」とする。）により上

場廃止となった場合において、開示体制の

不備等が改善、整備及び解消されているこ

と。 

３ フェニックスに区分するグリーンシート銘

柄として届出を行おうとする株券等の発行会

社については、以下の条件を満たしていなけ

ればならない。 

１ 当該銘柄の発行会社に開示体制の不備及

び公益又は投資者保護のため取引所が上場

廃止を適当と認めたこと（以下「開示体制

の不備等」とする。）により上場廃止とな

った場合において、開示体制の不備等が改

善、整備及び解消されていること。 

２ 当該銘柄の発行会社が法律の規定に基づ

く会社の破産手続、民事再生手続、会社更

生手続又は会社整理を必要とするに至った

ことにより金融商品取引所により上場廃止

とされた場合において、当該手続き等が完

了していること。 

２ 当該銘柄の発行会社が法律の規定に基づ

く会社の破産手続、民事再生手続、会社更

生手続又は会社整理を必要とするに至った

ことにより上場廃止となった場合におい

て、当該手続き等が完了していること。 

４ 投信・ＳＰＣに区分するグリーンシート銘

柄として届出を行おうとする優先出資証券及

び投資証券は、発行者が次のいずれかに該当

するものでなければならない。 

１ 金商法第 24 条第１項の規定に基づき有

価証券報告書を提出しなければならない発

行者（当該発行者が内閣総理大臣に提出し

た直近の有価証券報告書又は有価証券届出

書に、総合意見が適正である旨の監査報告

４ 投信・ＳＰＣに区分するグリーンシート銘

柄として届出を行おうとする優先出資証券及

び投資証券は、発行者が次のいずれかに該当

するものでなければならない。 

１ 証取法第 24 条第１項の規定に基づき有

価証券報告書を提出しなければならない発

行者（当該発行者が内閣総理大臣に提出し

た直近の有価証券報告書又は有価証券届出

書に、総合意見が適正である旨の監査報告
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書が添付されているものに限る。以下同

じ。） 

書が添付されているものに限る。以下同

じ。） 

２    （ 現行どおり ） ２    （ 省   略 ） 

５ 前項第２号に規定する会社内容説明書は、

発行者において作成するものとし、次に掲げ

る要件を満たしたものとする。 

５ 前項第２号に規定する会社内容説明書は、

発行者において作成するものとし、次に掲げ

る要件を満たしたものとする。 

１ 特定有価証券の内容等の開示に関する内

閣府令に定める有価証券報告書の記載事項

に準拠して記載されていること。ただし、

財務諸表については、当該有価証券の発行

者が前項第１号の規定に該当せず、かつ、

次に掲げる場合は、それぞれ次のとおりと

する。 

イ 当該発行者の第１期の事業年度中であ

る場合 

 財務諸表の記載を要しない。 

ロ 当該発行者の第２期の事業年度中であ

る場合 

 第１期の事業年度の財務諸表が記載さ

れていること。 

ハ 当該発行者の第３期以降の事業年度中

である場合 

 直前２事業年度の財務諸表が記載され

ていること。ただし、当該発行者が初め

て会社内容説明書を作成するときは、直

前事業年度の財務諸表のみで足りる。 

１ 「特定有価証券の内容等の開示に関する

内閣府令」に定める有価証券報告書の記載

事項に準拠して記載されていること。ただ

し、財務諸表については、当該有価証券の

発行者が前項第１号の規定に該当せず、か

つ、次に掲げる場合は、それぞれ次のとお

りとする。 

イ 当該発行者の第１期の事業年度中であ

る場合 財務諸表の記載を要しない 

 

ロ 当該発行者の第２期の事業年度中であ

る場合 第１期の事業年度の財務諸表が

記載されていること 

 

ハ 当該発行者の第３期以降の事業年度中

である場合 直前２事業年度の財務諸表

が記載されていること。ただし、当該発

行者が初めて会社内容説明書を作成する

ときは、直前事業年度の財務諸表のみで

足りる。 

２ 財務諸表又は連結財務諸表が金商法第

193 条に規定する内閣総理大臣が一般に公

正妥当であると認められるところに従って

内閣府令で定める用語、様式及び作成方

法、特定目的会社の計算に関する規則（当

該有価証券が優先出資証券である場合に限

る。）又は投資法人の計算に関する規則

（当該有価証券が投資証券である場合に限

る。）に準拠して記載されていること。 

２ 財務諸表又は連結財務諸表が証取法第

193 条に規定する内閣総理大臣が一般に公

正妥当であると認められるところに従って

内閣府令で定める用語、様式及び作成方

法、「特定目的会社の計算に関する規則」

（当該有価証券が優先出資証券である場合

に限る。）又は「投資法人の計算に関する

規則」（当該有価証券が投資証券である場

合に限る。）に準拠して記載されているこ

と。 

３ 公認会計士又は監査法人により、金商法

に準ずる監査が行われ、又は資産の流動化

に関する法律若しくは投信法に基づく監査

若しくはこれらの法律に準ずる監査が行わ

れ、かつ、その総合意見が適正又は適法で

ある旨の監査報告書が、記載されている財

務諸表に添付されていること。 

 

３ 公認会計士又は監査法人により、証取法

に準ずる監査が行われ、又は「資産の流動

化に関する法律」若しくは「投資信託及び

投資法人に関する法律」に基づく監査若し

くはこれらの法律に準ずる監査が行われ、

かつ、その総合意見が適正又は適法である

旨の監査報告書が、記載されている財務諸

表に添付されていること。 

 

（審査） 

第 ７ 条 取扱会員となろうとする会員（取扱

会員となろうとする会員が代表取扱会員とな

る予定の会員を定めた場合は、当該代表取扱

会員となる予定の会員。以下この項において

同じ。）がエマージング、オーディナリー又

（審査） 

第 ７ 条 取扱会員となろうとする会員（取扱

会員となろうとする会員が代表取扱会員とな

る予定の会員を定めた場合は、当該代表取扱

会員となる予定の会員。以下この項において

同じ。）がエマージング、オーディナリー又
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は投信・ＳＰＣに区分するグリーンシート銘

柄として第９条の届出を行おうとする有価証

券は、当該取扱会員となろうとする会員があ

らかじめ当該銘柄及びその発行者の次の各号

に掲げる事項について審査を行ったうえで、

エマージング、オーディナリー又は投信・Ｓ

ＰＣに区分するグリーンシート銘柄として適

当であると判断したものでなければならな

い。ただし、オーディナリーに区分する場合

は第４号及び第５号を、投信・ＳＰＣに区分

する場合は第３号から第５号を、それぞれ除

く。 

１    （ 現行どおり ） 

２    （ 現行どおり ） 

３ 財務諸表又は連結財務諸表に継続企業の

前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

に関する重要な注記がなされておらず、か

つ、公認会計士又は監査法人が作成する監

査報告書において当該事象又は状況に関す

る重要な事項が除外事項とされていないこ

と及び追記情報として記載されていないこ

と。 

４ 事業計画が合理的な根拠に基づいて作成

されており、かつ、その基礎となるビジネ

スモデルに収益性が認められること。 

５ 当該発行会社の属するマーケットの特

性、その中での競争力及びそれを支える経

営資源等を勘案し、事業の成長性が認めら

れること。 

６    （ 現行どおり ） 

２  

～     （ 現行どおり ） 

４ 

は投信・ＳＰＣに区分するグリーンシート銘

柄として第９条の届出を行おうとする有価証

券は、当該取扱会員となろうとする会員があ

らかじめ当該銘柄及びその発行者の次の各号

に掲げる事項について審査を行ったうえで、

エマージング、オーディナリー又は投信・Ｓ

ＰＣに区分するグリーンシート銘柄として適

当であると判断したものでなければならな

い。ただし、オーディナリーに区分する場合

は第４号及び第５号を、投信・ＳＰＣに区分

する場合は第３号から第５号を、それぞれ除

く。 

１    （ 省   略 ） 

２    （ 省   略 ） 

３ 財務諸表又は連結財務諸表に継続企業の

前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

に関する重要な注記がなされておらず、か

つ、公認会計士又は監査法人が作成する監

査報告書において当該事象又は状況に関す

る重要な事項が除外事項とされていないこ

と及び追記情報として記載されていないこ

と 

４ 事業計画が合理的な根拠に基づいて作成

されており、かつ、その基礎となるビジネ

スモデルに収益性が認められること 

５ 当該発行会社の属するマーケットの特

性、その中での競争力及びそれを支える経

営資源等を勘案し、事業の成長性が認めら

れること 

６    （ 省   略 ） 

２  

～     （ 省   略 ） 

４ 

 

（同意書等の徴求） 

第 ８ 条 取扱会員となろうとする会員（取扱

会員となろうとする会員が代表取扱会員とな

る予定の会員を定めた場合は、当該代表取扱

会員となる予定の会員。以下この条において

同じ。）は、次条の届出を行うに際しては、

会社情報の適時適切な開示及び本協会が行う

事情聴取等に積極的に協力する旨等を記載し

た発行会社の同意書を添えなければならな

い。 

２     （ 現行どおり ） 

 

（同意書等の徴求） 

第 ８ 条 取扱会員となろうとする会員（取扱

会員となろうとする会員が代表取扱会員とな

る予定の会員を定めた場合は、当該代表取扱

会員となる予定の会員。以下この条において

同じ。）は、次条の届出を行うに際しては、

会社情報の適時・適切な開示及び本協会が行

う事情聴取等に積極的に協力する旨等を記載

した発行会社の同意書を添えなければならな

い。 

２     （ 省   略 ） 

（届出及び指定） 

第 ９ 条  （ 現行どおり ） 

２ 取扱会員となろうとする会員は、前項の届

出を行うに際しては、第４条に掲げる区分の

うち当該銘柄が該当するものを明示するとと

（届出及び指定） 

第 ９ 条  （ 省   略 ） 

２ 取扱会員となろうとする会員は、前項の届

出を行うに際しては、第４条に掲げる区分の

うち当該銘柄が該当するものを明示するもの
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もに、気配更新及び売買報告について、日次

公表（毎営業日に更新及び報告する）又は週

次公表（週１回以上更新及び報告する）のい

ずれとするかを明示しなければならない。な

お、エマージングとして区分して届け出る場

合は、日次公表として明示しなければならな

い。 

とするとともに、気配更新及び売買報告につ

いて、日次公表（毎営業日に更新及び報告す

る）又は週次公表（週１回以上更新及び報告

する）のいずれとするかを明示しなければな

らない。なお、エマージングとして区分して

届け出る場合は、日次公表として明示しなけ

ればならない。 

３     （ 現行どおり ） ３     （ 省   略 ） 

４ 本協会は、前項の規定により提出された書

類に不備がなく、取扱会員となろうとする会

員により第７条第１項の審査が行われたこと

を前項の規定により提出された審査の結果に

ついて記した書面により確認し、かつ、第２

項の規定により明示された区分が適当である

と認めた場合には、あらかじめ公表した上

で、当該店頭取扱有価証券等を当該銘柄区分

に区分するグリーンシート銘柄として指定す

るとともに、当該届出を行った会員を取扱会

員（代表取扱会員となる予定の会員が当該届

出を行った場合は、当該届出において取扱会

員となろうとする会員とされた会員を取扱会

員）として指定する。 

４ 本協会は、前項の規定により提出された書

類に不備がなく、取扱会員となろうとする会

員により第７条第１項の審査が行われたこと

を前項の規定により提出された審査の結果に

ついて記した書面により確認し、かつ、第２

項の規定により明示された区分が適当である

と認めた場合には、あらかじめ公表した上

で、当該店頭取扱有価証券等を当該銘柄区分

に区分するグリーンシート銘柄として指定す

るとともに、当該届出を行った会員を取扱会

員（代表取扱会員となる予定の会員が当該届

出を行った場合は、当該届出において取扱会

員となろうとする会員とされた会員を取扱会

員）として指定することとする。 

５     （ 現行どおり ） ５     （ 省   略 ） 

 

（新たな取扱会員の届出） 

第 10 条  （ 現行どおり ） 

２     （ 現行どおり ） 

３ 本協会は、第１項の届出が適当であると認

めた場合には、あらかじめ公表した上で、当

該届出を行った会員を当該グリーンシート銘

柄の新たな取扱会員として指定する。 

 

（新たな取扱会員の届出） 

第 10 条  （ 省   略 ） 

２     （ 省   略 ） 

３ 本協会は、第１項の届出が適当であると認

めた場合には、あらかじめ公表した上で、当

該届出を行った会員を当該グリーンシート銘

柄の新たな取扱会員として指定することとす

る。 

 

（準取扱会員） 

第 11 条  （ 現行どおり ） 

２     （ 現行どおり ） 

３ 本協会は、第１項の届出が適当であると認

めた場合には、あらかじめ公表した上で、当

該届出を行った会員を当該グリーンシート銘

柄の準取扱会員として指定する。 

 

（準取扱会員） 

第 11 条  （ 省   略 ） 

２     （ 省   略 ） 

３ 本協会は、第１項の届出が適当であると認

めた場合には、あらかじめ公表した上で、当

該届出を行った会員を当該グリーンシート銘

柄の準取扱会員として指定することとする。

 

（銘柄区分の変更） 

第 12 条 取扱会員は、グリーンシート銘柄の

銘柄区分を変更しようとする場合は、当該変

更を希望する日の 10 営業日前（エマージン

グに変更しようとする場合は、15 営業日

前）までに、すべての取扱会員の連名をもっ

て、所定の様式により、本協会に届け出なけ

ればならない。ただし、取扱会員が代表取扱

会員を定めている場合は、それぞれの取扱会

員に代わって当該代表取扱会員が届出を行う

（銘柄区分の変更） 

第 12 条 取扱会員は、グリーンシート銘柄の

銘柄区分を変更しようとする場合は、当該変

更を希望する日の 10 営業日前（エマージン

グに変更しようとする場合は、15 営業日

前）までに、すべての取扱会員の連名をもっ

て、所定の様式により、本協会に届け出なけ

ればならない。ただし、取扱会員が代表取扱

会員を定めている場合は、それぞれの取扱会

員に代わって当該代表取扱会員が届出を行わ
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こととする。この場合、当該代表取扱会員は

あらかじめ他の取扱会員に対しその旨を通知

することとし、これに異議のある取扱会員は

届出の時までに当該代表取扱会員と協議する

こととする。 

２     （ 現行どおり ） 

３     （ 現行どおり ） 

 

なければならない。この場合、当該代表取扱

会員はあらかじめ他の取扱会員に対しその旨

を通知することとし、これに異議のある取扱

会員は届出の時までに当該代表取扱会員と協

議することとする。 

２     （ 省   略 ） 

３     （ 省   略 ） 

 

（エマージング区分についての確認） 

第 13 条  

～     （ 現行どおり ） 

６ 

７ 本協会は、第２項、第４項及び第５項の規

定による届出が適当であると認めた場合に

は、あらかじめ公表した上で、当該届出を受

けた日の翌営業日から起算して 10 営業日目

の日に、当該届出が行われた銘柄をオーディ

ナリーに区分するグリーンシート銘柄として

指定する。 

 

（エマージング区分についての確認） 

第 13 条 

～     （ 省   略 ） 

６  

７ 本協会は、第２項、第４項及び第５項の規

定による届出が適当であると認めた場合に

は、あらかじめ公表した上で、当該届出を受

けた日の翌営業日から起算して 10 営業日目

の日に、当該届出が行われた銘柄をオーディ

ナリーに区分するグリーンシート銘柄として

指定することとする。 

 

（会社内容説明書等の提出及び縦覧） 

第 15 条  （ 現行どおり ） 

（会社内容説明書等の提出及び縦覧） 

第 15 条  （ 省   略 ） 

２ グリーンシート銘柄の取扱会員は、グリー

ンシート銘柄の発行会社が金商法第 24 条の

５第１項の規定に基づき半期報告書を提出し

た場合は、当該半期報告書の写しを、同項に

規定する期間内に、本協会に提出しなければ

ならない。 

２ グリーンシート銘柄の取扱会員は、グリー

ンシート銘柄の発行会社が証取法第 24 条の

５第１項に規定する半期報告書を作成した場

合は、当該半期報告書を、同項に規定する期

間内に、本協会に提出しなければならない。

３ グリーンシート銘柄の取扱会員は、グリー

ンシート銘柄の発行会社が金商法第 24 条の

５第４項の規定に基づき臨時報告書を提出し

た場合は、当該臨時報告書の写しを、遅滞な

く、本協会に提出しなければならない。 

３ グリーンシート銘柄の取扱会員は、グリー

ンシート銘柄の発行会社が証取法第 24 条の

５第４項に規定する臨時報告書を作成した場

合は、当該臨時報告書を、遅滞なく、本協会

に提出しなければならない。 

４ 取扱会員等は、直近の会社内容説明書等を

グリーンシート銘柄の投資勧誘を行う取扱部

店（当該会員が金融商品仲介業務の委託を行

う特別会員及び金融商品仲介業者の部店を含

む。以下「取扱部店」という。）に備え置

き、顧客の縦覧に供しなければならない。 

４ 取扱会員等は、直近の会社内容説明書等を

グリーンシート銘柄の投資勧誘を行う取扱部

店（当該会員が証券仲介業務の委託を行う特

別会員及び証券仲介業者の部店を含む。以下

「取扱部店」という。）に備え置き、顧客の

縦覧に供しなければならない。 

５ 本協会は、第９条第３項又は本条第１項の

規定により提出された会社内容説明書等を、

その受理の日から５年を経過する日までの

間、公衆の縦覧に供する。 

 

５ 本協会は、第９条第３項又はこの条第１項

の規定により提出された会社内容説明書等

を、その受理の日から５年を経過する日まで

の間、公衆の縦覧に供するものとする。 

 

（会社情報の本協会への報告） 

第 16 条  （ 現行どおり ） 

（会社情報の本協会への報告） 

第 16 条  （ 省   略 ） 

２ 前項の報告は、ＴＤｎｅｔ（本協会及び国

内の金融商品取引所が運営、利用する適時開

示情報伝達システムをいう。以下同じ。）を

利用して行うものとする。 

２ 前項の報告は、ＴＤｎｅｔ（本協会及び国

内の証券取引所が運営、利用する適時開示情

報伝達システムをいう。以下同じ。）を利用

して行うものとする。 

３     （ 現行どおり ） ３     （ 省   略 ） 
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４ 前項の規定にかかわらず、グリーンシート

銘柄の取扱会員又は発行会社は、本協会所定

の「会社情報の公開に関する通知書」及び当

該報告に係る資料（以下「公開通知書等」と

いう。）の本協会への提出をもって同項に規

定するＴＤｎｅｔによる報告資料の送信に代

えることができる。この場合において、当該

グリーンシート銘柄の発行会社が国内の金融

商品取引所（ＴＤｎｅｔが設置されている金

融商品取引所に限る。以下この条において同

じ。）に上場されている有価証券の発行者で

あるときは、本協会が適当と認める書類を当

該金融商品取引所に提出するとともに、その

写しを本協会に提出したときは、本協会に対

して公開通知書等の提出が行われたものとみ

なす。 

４ 前項の規定にかかわらず、グリーンシート

銘柄の取扱会員又は発行会社は、本協会所定

の「会社情報の公開に関する通知書」及び当

該報告に係る資料（以下「公開通知書等」と

いう。）の本協会への提出をもって同項に規

定するＴＤｎｅｔによる報告資料の送信に代

えることができる。この場合において、当該

グリーンシート銘柄の発行会社が国内の証券

取引所（ＴＤｎｅｔが設置されている証券取

引所に限る。以下この条において同じ。）に

上場されている有価証券の発行者であるとき

は、本協会が適当と認める書類を当該証券取

引所に提出するとともに、その写しを本協会

に提出したときは、本協会に対して公開通知

書等の提出が行われたものとみなす。 

５  ５  

～     （ 現行どおり ） ～     （ 省   略 ） 

７  ７  

８ 本協会は、第１項の報告の内容のうち会社

情報等報告細則に定めるものを、その報告の

あった日から公衆の縦覧に供する。 

 

８ 本協会は、第１項の報告の内容のうち会社

情報等報告細則に定めるものを、その報告の

あった日から公衆の縦覧に供するものとす

る。 

 

（本協会による照会等及びこれに対する対

応） 

第 17 条  （ 現行どおり ） 

２     （ 現行どおり ） 

３ 本協会は、必要があると認める場合は、前

項の規定に基づく報告の内容を公衆の縦覧に

供する。 

４     （ 現行どおり ） 

 

（本協会による照会等及びこれに対する対

応） 

第 17 条  （ 省   略 ） 

２     （ 省   略 ） 

３ 本協会は、必要があると認める場合は、前

項の規定に基づく報告の内容を公衆の縦覧に

供するものとする。 

４     （ 省   略 ） 

 

（報告内容の変更又は訂正） 

第 18 条  （ 現行どおり ） 

２     （ 現行どおり ） 

３ 本協会は、第１項の報告の内容（前条第２

項の規定に基づく報告の内容を変更又は訂正

した場合は、同条第３項の規定により本協会

が当該報告の内容を公衆の縦覧に供したもの

に限る。）を、変更又は訂正の前の内容とと

もに公衆の縦覧に供する。 

 

（報告内容の変更又は訂正） 

第 18 条  （ 省   略 ） 

２     （ 省   略 ） 

３ 本協会は、第１項の報告の内容（前条第２

項の規定に基づく報告の内容を変更又は訂正

した場合は、同条第３項の規定により本協会

が当該報告の内容を公衆の縦覧に供したもの

に限る。）を、変更又は訂正の前の内容とと

もに公衆の縦覧に供するものとする。 

 

（取引についての顧客への説明） 

第 19 条 協会員は、グリーンシート銘柄の取

引を初めて行う顧客（特定投資家（金商法第

２条第 31 項に規定する特定投資家（同法第

34 条の２第５項の規定により特定投資家以

外の顧客とみなされる者を除き、同法第 34

条の３第４項（同法第 34 条の４第４項にお

いて準用する場合を含む。）の規定により特

（取引についての顧客への説明） 

第 19 条 協会員は、グリーンシート銘柄の取

引を初めて行う顧客（「証券会社に関する内

閣府令」第 28 条第１項各号及び「金融機関

の証券業務に関する内閣府令」第 15 条第１

項各号に掲げる者を除く。以下この条及び第

22 条において同じ。）に対し、グリーンシー

ト銘柄の性格、取引の仕組み、当該協会員に
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定投資家とみなされる者を含む。）をいう。

以下同じ。）を除く。以下この条及び第 22 条

において同じ。）に対し、グリーンシート銘

柄の性格、取引の仕組み、当該協会員におけ

るグリーンシート銘柄の取引方法、グリーン

シート銘柄に関する情報の周知方法、グリー

ンシート銘柄への投資に当たってのリスク等

について分かりやすく記載した説明書を交付

し、これらについて十分に説明しなければな

らない。 

おけるグリーンシート銘柄の取引方法、グリ

ーンシート銘柄に関する情報の周知方法、グ

リーンシート銘柄への投資に当たってのリス

ク等について分かりやすく記載した説明書を

交付し、これらについて十分に説明しなけれ

ばならない。 

 

２ 協会員は、顧客の判断と責任においてグリ

ーンシート銘柄の取引を行う旨の確認を得る

ため、前項の規定により説明書を交付した顧

客から、所定の様式のグリーンシート銘柄の

取引に関する確認書を徴求しなければならな

い。 

 

２ 協会員は、顧客の判断と責任においてグリ

ーンシート銘柄の取引を行う旨の確認を得る

ため、前項の規定により説明書を交付した顧

客から、所定の様式のグリーンシート銘柄の

取引に関する確認書を徴求するものとする。

 

（投資勧誘） 

第 20 条 取扱会員等及び当該取扱会員等が金

融商品仲介業務の委託を行う特別会員は、グ

リーンシート銘柄の投資勧誘（次条の規定に

よる場合を除く。）を行うに際しては、顧客

（適格機関投資家を除く。）に対し、直近の

会社内容説明書等及び当該直近の会社内容説

明書等（臨時報告書を除く。）の記載日以降

に前節の規定により報告した内容（当該直近

の会社内容説明書等に記載されているものは

除く。）を記した書面を用いて、当該銘柄及

びその発行会社の内容を十分説明しなければ

ならない。 

 

（投資勧誘） 

第 20 条 取扱会員等及び当該取扱会員等が証

券仲介業務の委託を行う特別会員は、グリー

ンシート銘柄の投資勧誘（次条の規定による

場合を除く。）を行うに際しては、顧客（適

格機関投資家を除く。）に対し、直近の会社

内容説明書等及び当該直近の会社内容説明書

等（臨時報告書を除く。）の記載日以降に前

節の規定により報告した内容（当該直近の会

社内容説明書等に記載されているものは除

く。）を記した書面を用いて、当該銘柄及び

その発行会社の内容を十分説明しなければな

らない。 

 

（募集等の取扱い等を行う場合の投資勧誘）

第 21 条 取扱会員等及び当該取扱会員等が金

融商品仲介業務の委託を行う特別会員は、金

商法第 13 条及び第 15 条第２項の規定により

目論見書の作成及び交付をしなければならな

いグリーンシート銘柄の募集若しくは売出し

の取扱い又は売出しを行うに際しては、顧客

に対し、法令の定めに従って当該目論見書を

交付した上で、当該銘柄及びその発行会社の

内容を十分説明しなければならない。 

（募集等の取扱い等を行う場合の投資勧誘）

第 21 条 取扱会員等及び当該取扱会員等が証

券仲介業務の委託を行う特別会員は、証取法

第 13 条及び第 15 条第２項の規定により目論

見書の作成及び交付をしなければならないグ

リーンシート銘柄の募集若しくは売出しの取

扱い又は売出しを行うに際しては、顧客に対

し、法令の定めに従って当該目論見書を交付

した上で、当該銘柄及びその発行会社の内容

を十分説明しなければならない。 

２ 取扱会員等及び当該取扱会員等が金融商品

仲介業務の委託を行う特別会員は、金商法第

13 条及び第 15 条第２項の規定による目論見

書の作成及び交付を要しないグリーンシート

銘柄の募集、売出し（売出しに相当するもの

を含む。以下この項において同じ。）又は私

募（以下「募集等」という。）の取扱い又は

売出し（以下「募集等の取扱い等」とい

う。）を行うに際しては、顧客に対し、有価

証券報告書又は第２条第４号に規定する記載

２ 取扱会員等及び当該取扱会員等が証券仲介

業務の委託を行う特別会員は、証取法第 13

条及び第 15 条第２項の規定による目論見書

の作成及び交付を要しないグリーンシート銘

柄の募集、売出し（売出しに相当するものを

含む。以下この項において同じ。）又は私募

（以下「募集等」という。）の取扱い又は売

出し（以下「募集等の取扱い等」という。）

を行うに際しては、顧客に対し、有価証券報

告書又は第２条第４号に規定する記載内容に
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内容に加え、当該募集等を行う当該グリーン

シート銘柄の証券情報を企業内容等の開示に

関する内閣府令又は特定有価証券の内容等の

開示に関する内閣府令に定める有価証券届出

書の「証券情報」の記載事項に準拠して追記

した会社内容説明書（前章の報告の内容を記

した書面がある場合は、当該書面を含む。以

下この項において同じ。）を用いて、当該銘

柄及びその発行会社の内容を十分説明しなけ

ればならない。ただし、適格機関投資家に対

する投資勧誘においては、この限りでない。

 

加え、当該募集等を行う当該グリーンシート

銘柄の証券情報を「企業内容等の開示に関す

る内閣府令」又は「特定有価証券の内容等の

開示に関する内閣府令」に定める有価証券届

出書の「証券情報」の記載事項に準拠して追

記した会社内容説明書（前章の報告の内容を

記した書面がある場合は、当該書面を含む。

以下この項において同じ。）を用いて、当該

銘柄及びその発行会社の内容を十分説明しな

ければならない。ただし、適格機関投資家に

対する投資勧誘においては、この限りではな

い。 

 

（グリーンシート銘柄であること等の明示）

第 22 条 取扱会員等及び当該取扱会員等が金

融商品仲介業務の委託を行う特別会員は、顧

客からグリーンシート銘柄の取引の注文を受

ける際は、その都度、当該有価証券がグリー

ンシート銘柄であること及び当該グリーンシ

ート銘柄の銘柄区分を明示しなければならな

い。 

 

（グリーンシート銘柄であること等の明示）

第 22 条 取扱会員等及び当該取扱会員等が証

券仲介業務の委託を行う特別会員は、顧客か

らグリーンシート銘柄の取引の注文を受ける

際は、その都度、当該有価証券がグリーンシ

ート銘柄であること及び当該グリーンシート

銘柄の銘柄区分を明示しなければならない。

 

（顧客からの確認事項等） 

第 23 条 会員は、顧客からグリーンシート銘

柄の注文を受ける場合には、あらかじめ次の

各号に掲げる事項を当該顧客に確認しなけれ

ばならない。 

１  

～    （ 現行どおり ） 

４  

２     （ 現行どおり ） 

 

（顧客からの確認事項等） 

第 23 条 会員は、顧客からグリーンシート銘

柄の注文を受ける場合には、あらかじめ次の

各号に掲げる事項を当該顧客に確認するもの

とする。 

１  

～    （ 省   略 ） 

４  

２     （ 省   略 ） 

 

（不正な手段を用いた店頭取引の禁止） 

第 27 条 会員は、仮装売買、馴合い売買等の

不正な手段を用いて店頭取引を行ってはなら

ない。 

 

（相場操縦等の禁止） 

第 27 条 会員は、仮装売買、相場操縦等の不

正な手段を用いて店頭取引を行ってはならな

い。 

 

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭

有価証券の店頭取引の禁止） 

第 30 条 協会員は、グリーンシート銘柄につ

いては成行注文を受けてはならない。 

２     （ 現行どおり ） 

３     （ 現行どおり ） 

 

（成行注文の受託、信用取引及び未発行店頭

有価証券の店頭取引の禁止） 

第 30 条 協会員は、グリーンシート銘柄につ

いては成行注文を受けないものとする。 

２     （ 省   略 ） 

３     （ 省   略 ） 

 

（不正取引行為の禁止等） 

第 32 条 取扱会員等及び当該取扱会員等が金

融商品仲介業務の委託を行う特別会員は、グ

リーンシート銘柄の店頭取引を行うにあたっ

ては、当該店頭取引が金商法その他関係法令

及びこの規則の規定に反しないものであるこ

とを確認しなければならない。 

（不正取引行為の禁止等） 

第 32 条 取扱会員等及び当該取扱会員等が証

券仲介業務の委託を行う特別会員は、グリー

ンシート銘柄の店頭取引を行うにあたって

は、当該店頭取引が証取法その他関係法令及

びこの規則の規定に反しないものであること

を確認しなければならない。 
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２ 取扱会員等は、前項の確認のために必要な

社内規則及び売買管理体制を整備しなければ

ならない。 

 

２ 取扱会員等は、前項の確認のために必要な

社内規則及び売買管理体制を整備しなければ

ならない。 

（売買審査） 

第 33 条 本協会は、次の各号に定めるグリー

ンシート銘柄の売買について審査を行うもの

とする。 

１ 値段又は取引高の変動の状況が不自然な

銘柄の取引 

２ グリーンシート銘柄の発行者に係る金商

法第 166 条第１項に規定する業務等に関す

る重要事実及びグリーンシート銘柄に係る

金商法第 167 条第３項に規定する公開買付

け等事実（以下「重要事実等」という。）

が公表された銘柄の売買等 

３ その他本協会が審査の必要があると認め

たグリーンシート銘柄の売買 

 

（ 新   設 ） 

２ 前項各号に掲げるグリーンシート銘柄の売

買の審査は、次の各号に掲げる項目その他の

項目のうち、必要なものについて行うものと

する。 

１ 値段及び取引高の変動の状況 

２ 協会員による売付け又は買付けの状況 

３ 委託者に関する事項及び当該委託者によ

る売付け又は買付けの委託の状況 

４ 重要事実等の内容及びその公表に関する

事項 

 

（ 新   設 ） 

３  

～     （ 現行どおり ） 

５ 

３ 

～     （ 省   略 ） 

５ 

 

（売買の停止） 

第 34 条  （ 現行どおり ） 

（売買の停止） 

第 33 条  （ 省   略 ） 

 

（気配の提示、報告及び公表等） 

第 35 条  （ 現行どおり ） 

２     （ 現行どおり ） 

３ 取扱会員等は、第１項の規定により提示し

た直近の気配を、第９条第２項において日次

公表と明示した銘柄については毎営業日の午

後５時 00 分までに、週次公表と明示した銘

柄については毎週月曜日（当日が休業日の場

合は、翌営業日）の午後５時 00 分までに、

所定の様式により、本協会に報告しなければ

ならない。 

４     （ 現行どおり ） 

５ 会員（取扱会員等を除く。第７項において

同じ。）は、自己の計算において同時に多数

の者に対しグリーンシート銘柄の売付け又は

買付けの申込みをした場合及びグリーンシー

（気配の提示、報告及び公表等） 

第 34 条  （ 省   略 ） 

２     （ 省   略 ） 

３ 取扱会員等は、第１項の規定により提示し

た直近の気配を、第９条第２項において日次

公表と明示した銘柄については毎営業日の午

後５時までに、週次公表と明示した銘柄につ

いては毎週月曜日（当日が休業日の場合は、

翌営業日）の午後５時までに、所定の様式に

より、本協会に報告しなければならない。 

 

４     （ 省   略 ） 

５ 会員（取扱会員等を除く。第７項において

同じ。）は、自己の計算において同時に多数

の者に対しグリーンシート銘柄の売付け又は

買付けの申込みをした場合及びグリーンシー
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ト銘柄の売買の受託等をした場合は、日次公

表とされている銘柄については当該営業日の

午後５時 00 分までに、週次公表とされてい

る銘柄については当該営業日の翌週月曜日

（当日が休業日の場合は、翌営業日）の午後

５時 00 分までに、直近の申込みに係る価格

及び数量等を、所定の様式により、本協会に

報告しなければならない。 

６ 取扱会員等は、自社が取扱会員又は準取扱

会員として指定を受けているグリーンシート

銘柄の店頭取引の内容について、第９条第２

項において日次公表と明示した銘柄について

は毎営業日の午後５時 00 分までに、週次公

表と明示した銘柄については毎週月曜日（当

日が休業日の場合は、翌営業日）の午後５時

00 分までに、所定の様式により、本協会に

報告しなければならない。 

７ 会員は、グリーンシート銘柄の店頭取引を

行った場合は、日次公表とされている銘柄に

ついては当該営業日の午後５時 00 分まで

に、週次公表とされている銘柄については当

該営業日の翌週月曜日（当日が休業日の場合

は、翌営業日）の午後５時 00 分までに、所

定の様式により、本協会に報告しなければな

らない。 

８ 本協会は、第３項及び第５項から前項まで

の規定により会員から報告されたグリーンシ

ート銘柄の気配及び売買の内容について公表

する。 

 

ト銘柄の売買の受託等をした場合は、日次公

表とされている銘柄については当該営業日の

午後５時までに、週次公表とされている銘柄

については当該営業日の翌週月曜日（当日が

休業日の場合は、翌営業日）の午後５時まで

に、直近の申込みに係る価格及び数量等を、

所定の様式により、本協会に報告しなければ

ならない。 

６ 取扱会員等は、自社が取扱会員又は準取扱

会員として指定を受けているグリーンシート

銘柄の店頭取引の内容について、第９条第２

項において日次公表と明示した銘柄について

は毎営業日の午後５時までに、週次公表と明

示した銘柄については毎週月曜日（当日が休

業日の場合は、翌営業日）の午後５時まで

に、所定の様式により、本協会に報告しなけ

ればならない。 

７ 会員は、グリーンシート銘柄の店頭取引を

行った場合は、日次公表とされている銘柄に

ついては当該営業日の午後５時までに、週次

公表とされている銘柄については当該営業日

の翌週月曜日（当日が休業日の場合は、翌営

業日）の午後５時までに、所定の様式によ

り、本協会に報告しなければならない。 

８ 本協会は、第３項及び第５項から前項まで

の規定により会員から報告されたグリーンシ

ート銘柄の気配及び売買の内容について、公

表するものとする。 

 

（取扱会員としての指定の取消し） 

第 36 条  （ 現行どおり ） 

（取扱会員としての指定の取消し） 

第 35 条  （ 省   略 ） 

２ グリーンシート銘柄の募集等の取扱い等を

行った取扱会員は、当該募集等に係る払込日

又は受渡日以後６か月を経過する日までの間

は、前項の届出を行うことができない。ただ

し、本協会が特に認めた場合はこの限りでな

い。 

２ グリーンシート銘柄の募集等の取扱い等を

行った取扱会員は、当該募集等に係る払込日

又は受渡日以後６か月を経過する日までの間

は、前項の届出を行うことができない。ただ

し、本協会が特に認めた場合はこの限りでは

ない。 

３ 第１項の届出は、指定の取消しを希望する

日の前月の応当する日（応当する日がない場

合には、その月の末日）の前日までに行わな

ければならない。ただし、本協会が特に認め

た場合はこの限りでない。 

３ 第１項の届出は、指定の取消しを希望する

日の前月の応当する日（応当する日がない場

合には、その月の末日）の前日までに行わな

ければならない。ただし、本協会が特に認め

た場合はこの限りではない。 

４ 前項の場合において、指定取消しに係る届

出がなされた時点において当該銘柄の取扱会

員等となっていた当該取扱会員等は、本協会

が第 34 条に規定する売買停止措置を講じた

場合を除き、当該銘柄について、指定取消日

前日までの間、原則として、継続して店頭取

引を行わなければならない。 

４ 前項の場合において、指定取消しに係る届

出がなされた時点において当該銘柄の取扱会

員等となっていた当該取扱会員等は、本協会

が第 33 条に規定する売買停止措置を講じた

場合を除き、当該銘柄について、指定取消日

前日までの間、原則として、継続して店頭取

引を行わなければならない。 

５ グリーンシート銘柄が次の各号のいずれか ５ グリーンシート銘柄が次の各号のいずれか
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に該当する場合は、本協会は、第１項の届出

によらずに、当該銘柄のすべての取扱会員と

しての指定を取り消すことができる。 

１ 取引所金融商品市場への上場 

 グリーンシート銘柄が取引所金融商品市

場に上場されることとなった場合 

２  

～    （ 現行どおり ） 

４  

５ 会社内容説明書等の提出遅延 

 グリーンシート銘柄の発行会社が第 15

条第１項及び第２項に規定する期間の経過

後１ヶ月以内に会社内容説明書等（臨時報

告書を除く。）を本協会に提出しなかった

場合又は有価証券報告書若しくは半期報告

書を金商法第 24 条第１項若しくは第 24 条

の５第１項に規定する期間の経過後１ヶ月

以内に内閣総理大臣に提出しなかった場合

に該当する場合は、本協会は、第１項の届出

によらずに、当該銘柄のすべての取扱会員と

しての指定を取り消すことができる。 

１ 証券取引所への上場 

 グリーンシート銘柄が証券取引所に上場

されることとなった場合 

２  

～    （ 省   略 ） 

４  

５ 会社内容説明書等の提出遅延 

 グリーンシート銘柄の発行会社が第 15

条第１項及び第２項に規定する期間の経過

後１ヶ月以内に会社内容説明書等（臨時報

告書を除く。）を本協会に提出しなかった

場合又は有価証券報告書若しくは半期報告

書を証取法第 24 条第１項若しくは第 24 条

の５第１項に規定する期間の経過後１ヶ月

以内に内閣総理大臣に提出しなかった場合

６ 虚偽記載（有価証券報告書提出会社にお

いては、内閣総理大臣等から訂正命令（原

則として、金商法第 10 条（金商法第 24 条

の２及び第 24 条の５において準用する場

合を含む。）又は第 23 条の 10 に係る訂正

命令をいう。）若しくは課徴金納付命令

（金商法第 172 条第１項（同条第４項にお

いて準用する場合を含む。）に係る命令を

いう。）を受けた場合又は内閣総理大臣等

若しくは証券取引等監視委員会により金商

法第 197 条若しくは第 207 条に係る告発が

行われた場合、又は有価証券届出書、発行

登録書及び発行登録追補書類並びにこれら

の書類の添付書類及びこれらの書類に係る

参考書類、有価証券報告書及びその添付書

類、半期報告書並びに目論見書に係る訂正

届出書、訂正発行登録書又は訂正報告書を

提出した場合であって、本協会がその訂正

した内容を重要と認めるものである場合を

いうものとし、会社内容説明書提出会社に

おいては、グリーンシート銘柄の発行会社

が会社内容説明書を訂正した場合であっ

て、本協会がその訂正した内容を重要であ

ると認めるものである場合をいうものとす

る。）又は不適正意見等 

６ 虚偽記載（有価証券報告書提出会社にお

いては、内閣総理大臣等から訂正命令（原

則として、証取法第 10 条（証取法第 24 条

の２及び第 24 条の５において準用する場

合を含む。）又は第 23 条の 10 に係る訂正

命令）若しくは課徴金納付命令（証取法第

172 条第１項（同条第４項において準用す

る場合を含む。）に係る命令）を受けた場

合又は内閣総理大臣等若しくは証券取引等

監視委員会により証取法第 197 条若しくは

第 207 条に係る告発が行われた場合、又は

有価証券届出書、発行登録書及び発行登録

追補書類並びにこれらの書類の添付書類及

びこれらの書類に係る参考書類、有価証券

報告書及びその添付書類、半期報告書並び

に目論見書に係る訂正届出書、訂正発行登

録書又は訂正報告書を提出した場合であっ

て、本協会がその訂正した内容を重要と認

めるものである場合をいうものとし、会社

内容説明書提出会社においては、グリーン

シート銘柄の発行会社が会社内容説明書を

訂正した場合であって、本協会がその訂正

した内容を重要であると認めるものである

場合をいうものとする。）又は不適正意見

等 

 次のイ又はロに該当する場合 

イ   （ 現行どおり ） 

ロ 公認会計士又は監査法人による総合意

見が適正又は適法である旨の監査報告書

又は中間監査報告書が、グリーンシート

の発行会社が会社内容説明書等に記載す

る財務諸表、連結財務諸表、中間財務諸

表又は中間連結財務諸表に添付されてい

 次のａ又はｂに該当する場合 

ａ   （ 省   略 ） 

ｂ 公認会計士又は監査法人による総合意

見が適正又は適法である旨の監査報告書

又は中間監査報告書が、グリーンシート

の発行会社が会社内容説明書等に記載す

る財務諸表、連結財務諸表、中間財務諸

表又は中間連結財務諸表に添付されてい
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ないこと。 ないこと 

７  

～    （ 現行どおり ） 

12  

７  

～    （ 省   略 ） 

12  

６     （ 現行どおり ） 

７ 本協会は、第１項の届出を受けた場合は当

該届出を行った取扱会員等が希望する日に、

前２項の場合は本協会が必要と認める日に、

取扱会員又は準取扱会員としての指定を取り

消す又は指定を停止することとする。この場

合、本協会は、当該指定の取消し又は停止を

行う前に、あらかじめ、その旨を公表する。

 

８     （ 現行どおり ） 

 

６     （ 省   略 ） 

７ 本協会は、第１項の届出を受けた場合は当

該届出を行った取扱会員等が希望する日に、

前２項の場合は本協会が必要と認める日に、

取扱会員又は準取扱会員としての指定を取り

消す又は指定を停止することとする。この場

合、本協会は、当該指定の取消し又は停止を

行う前に、あらかじめ、その旨を公表するこ

ととする。 

８     （ 省   略 ） 

 

（グリーンシート銘柄としての指定の取消

し） 

第 37 条 本協会は、取扱会員が皆無となった

グリーンシート銘柄について、グリーンシー

ト銘柄としての指定を取り消す。 

２     （ 現行どおり ） 

３     （ 現行どおり ） 

 

（グリーンシート銘柄としての指定の取消

し） 

第 36 条 本協会は、取扱会員が皆無となった

グリーンシート銘柄について、グリーンシー

ト銘柄としての指定を取り消すこととする。

２     （ 省   略 ） 

３     （ 省   略 ） 

（適格機関投資家限定勧誘の特例） 

第 38 条 グリーンシート銘柄の募集等におい

て、会員（当該銘柄の取扱会員等を除く。以

下この条において同じ。）及び当該会員が金

融商品仲介業務の委託を行う特別会員が当該

募集等の取扱い等を行う場合で、当該募集等

で取得したグリーンシート銘柄に譲渡制限を

付すことを条件として適格機関投資家のみに

対して投資勧誘を行うときには、当該会員に

は前７章の規定を適用しない。 

（適格機関投資家限定勧誘の特例） 

第 37 条 グリーンシート銘柄の募集等におい

て、会員（当該銘柄の取扱会員等を除く。以

下この条において同じ。）及び当該会員が証

券仲介業務の委託を行う特別会員が当該募集

等の取扱い等を行う場合で、当該募集等で取

得したグリーンシート銘柄に譲渡制限を付す

ことを条件として適格機関投資家のみに対し

て投資勧誘を行うときには、当該会員には前

７章の規定を適用しない。 

２     （ 現行どおり ） 

３     （ 現行どおり ） 

 

２     （ 省   略 ） 

３     （ 省   略 ） 

（顧客への配分） 

第 39 条 取扱会員等及び当該取扱会員等が金

融商品仲介業務の委託を行う特別会員は、グ

リーンシート銘柄の募集若しくは売出しの取

扱い又は売出しを行うに当たっては、「株券

などの募集などの引受け等に関わる顧客への

配分に関する規則」に基づき適正に行わなけ

ればならない。 

 

（顧客への配分） 

第 38 条 取扱会員等及び当該取扱会員等が証

券仲介業務の委託を行う特別会員は、グリー

ンシート銘柄の募集若しくは売出しの取扱い

又は売出しを行うに当たっては、「株券等の

募集等の引受け等に係る顧客への配分につい

て」（理事会決議）に基づき適正に行わなけ

ればならない。 

 

（電磁的方法による交付等） 

第 40 条 協会員は、第 19 条第１項に規定す

るグリーンシート銘柄の性格等について記載

した説明書の交付に代えて、「書面の電磁的

方法による提供等の取扱いに関する規則」

（以下「書面電磁的提供等規則」という。）

（電磁的方法による交付等） 

第 39 条 協会員は、第 19 条第１項に規定す

るグリーンシート銘柄の性格等について記載

した説明書の交付に代えて、「書面の電磁的

方法による提供等の取扱いについて」（理事

会決議）に定めるところにより、当該書面に
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に定めるところにより、当該書面に記載すべ

き事項について電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方法

により提供することができる。この場合にお

いて、当該協会員は、当該書面を交付したも

のとみなす。 

２ 協会員は、第 19 条第２項に規定するグリ

ーンシート銘柄の取引に関する確認書の徴求

に代えて、書面電磁的提供等規則に定めると

ころにより、当該書面に記載すべき事項につ

いて電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法により提供

を受けることができる。この場合において、

当該協会員は、当該書面を徴求したものとみ

なす。 

 

記載すべき事項について電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法により提供することができる。この

場合において、当該協会員は、当該書面を交

付したものとみなす。 

２ 協会員は、第 19 条第２項に規定するグリ

ーンシート銘柄の取引に関する確認書の徴求

に代えて、「書面の電磁的方法による提供等

の取扱いについて」（理事会決議）に定める

ところにより、当該書面に記載すべき事項に

ついて電子情報処理組織を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用する方法により提

供を受けることができる。この場合におい

て、当該協会員は、当該書面を徴求したもの

とみなす。 

 

（金融商品仲介業者に対する指導及び監督）

第 41 条 会員は、委託先の金融商品仲介業者

に対し、第 15 条第４項、第 16 条第７項、第

17 条第４項、第 18 条第２項、第 20 条、第

21 条、第 34 条第２項、第 35 条第４項並び

に第 38 条第１項及び第２項の規定を遵守す

るよう指導及び監督を行わなければならな

い。 

 

（証券仲介業者に対する指導及び監督） 

第 40 条 会員は、委託先の証券仲介業者に対

し、第 15 条第４項、第 16 条第７項、第 17

条第４項、第 18 条第２項、第 20 条、第 21

条、第 33 条第２項、第 34 条第４項並びに第

37 条第１項及び第２項の規定を遵守するよ

う指導及び監督を行わなければならない。 

 

（グリーンシート制度負担金） 

第 42 条  （ 現行どおり ） 

（グリーンシート制度負担金） 

第 41 条  （ 省   略 ） 

 

（別表） 

第 13 条第１項の規定による判定の基準 

 

Ⅰ．    （ 現行どおり ） 

Ⅱ．金融商品取引法上の有価証券届出書又は

有価証券報告書を提出してエマージング区

分に指定した場合 

当該銘柄の事業の成長性の有無について

審査を行い、事業の成長性が認められない

と判断したときは、エマージングからオー

ディナリーに変更する届出を行わなければ

ならない。 

  

（別表） 

第 13 条第１項の規定による判定の基準 

 

Ⅰ．    （ 省   略 ） 

Ⅱ．証券取引法上の有価証券届出書又は有価

証券報告書を提出してエマージング区分に

指定した場合 

当該銘柄の事業の成長性の有無について

審査を行い、事業の成長性が認められない

と判断したときは、エマージングからオー

ディナリーに変更する届出を行わなければ

ならない。 

  
 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「グリーンシート銘柄の発行会社等における会社情報等の本協会への報告に関する細則」の一部

改正について（案） 

平成１９年８月１３日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

（目的等） 

第 １ 条 この細則は、「グリーンシート銘柄

に関する規則」（以下「規則」という。）第16

条の施行に関し、必要な事項を定める。 

 

２     （ 現行どおり ） 

 

（目的等） 

第 １ 条 この細則は、「グリーンシート銘柄

に関する規則」（公正慣習規則第２号。以下

「規則」という。）第16条の施行に関し、必

要な事項を定める。 

２     （ 省   略 ） 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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別表 

Ⅰ．エマージング、オーディナリー又はフェニックスとして区分したグリーンシート

銘柄 

 第３条に規定する別表に掲げるものは、次の報告事象欄に掲げる事象である。た

だし、投資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なものとしてそれぞれの事象について

軽微基準欄に掲げる基準に該当する場合における当該報告事象欄に掲げる事象を除

く。 

報告事象欄 軽微基準欄 

１ 発行会社の業務執行を決定する機関が、次に掲げ

る事項を行うことについての決定をした場合（当該

決定に係る事項を行わないことを決定した場合を含

む。） 

(1) 

 ～      （ 現行どおり ） 

(4) 

 

(5) 会社法第 156 条第１項（第 163 条の規定及び第

165 条第３項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）の規定又は協同組織金融機関の

優先出資に関する法律（以下「優先出資法」と

いう。）第 27 条の規定による自己株式の取得 

(6) 

 ～      （ 現行どおり ） 

(16) 

 

(17) 子会社（金融商品取引法(以下「金商法」と

いう。)第166条第５項に規定する子会社をいう。

以下この条において同じ。）の異動を伴う株式又

は持分の譲渡又は取得その他の子会社の異動を伴

う事項 

 

(18) 固定資産（法人税法第２条第22号に掲げる固

定資産をいう。以下同じ。）の譲渡又は取得 

 

(19) 

 ～      （ 現行どおり ） 

(22)  

 

(23) 金商法第 27 条の２第１項に規定する株券等  

別表 

Ⅰ．エマージング、オーディナリー又はフェニックスとして区分したグリーンシート

銘柄 

 第３条に規定する別表に掲げるものは、次の報告事象欄に掲げる事象である。た

だし、投資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なものとしてそれぞれの事象について

軽微基準欄に掲げる基準に該当する場合における当該報告事象欄に掲げる事象を除

く。 

報告事象欄 軽微基準欄 

１ 発行会社の業務執行を決定する機関が、次に掲げ

る事項を行うことについての決定をした場合（当該

決定に係る事項を行わないことを決定した場合を含

む。） 

(1) 

～      （ 省   略 ） 

(4) 

 

(5) 会社法第 156 条第１項（第 163 条の規定及び第

165 条第３項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）の規定又は優先出資法第 27 条の

規定による自己株式の取得 

 

(6) 

～      （ 省   略 ） 

(16) 

 

(17) 子会社（証取法第166条第５項に規定する子

会社をいう。以下この条において同じ。）の異動

を伴う株式又は持分の譲渡又は取得その他の子会

社の異動を伴う事項 

 

(18) 固定資産（法人税法（昭和40年法律第34号）

第２条第22号に掲げる固定資産をいう。以下同

じ。）の譲渡又は取得 

 

(19) 

 ～      （ 省   略 ） 

(22) 

 

(23) 証取法第 27 条の２第１項に規定する株券等  
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の同項に規定する公開買付け（同項本文の規定の

適用を受ける場合に限る。） 

(24) 当該発行会社が発行者である株券等に係る

(23)に規定する公開買付け若しくは当該株券等に

係る金融商品取引法施行令（以下「施行令」とい

う。）第31条に規定する買集め行為（以下この

において「公開買付け等」という。）に対抗する

ための買付けその他の有償の譲受けの要請又は公

開買付け等に関する意見の公表若しくは株主に対

する表示 

(25)  

 ～      （ 現行どおり ） 

(34) 

(35) 会社内容説明書、有価証券報告書又は半期報

告書に記載される財務諸表等又は中間財務諸表等

の監査証明（金商法第 193 条の２第１項の監査証

明を含む。以下同じ。）を行う公認会計士等の異

動 

(36)   

 ～      （ 現行どおり ） 

(38) 

 

２ 次に掲げる事実が発生した場合  

(1)      （ 現行どおり ） （ 現行どおり ） 

(2) 主要株主（金商法第 163 条第１項に規定する

主要株主をいう。以下この(2)において同じ。）又

は筆頭株主（主要株主のうち所有議決権数（他人

（仮設人を含む。）名義のものを含み、同項に規

定する議決権の取得又は保有の態様その他の事情

を勘案して内閣府令で定めるものを除く。）の最

も多い株主をいう。）の異動 

(3) 特定有価証券（金商法第 163 条第１項に規定

する特定有価証券をいう。）の指定の取消しの原

因となる事実 

 

(4)   

 ～      （ 現行どおり ） 

 

の同項に規定する公開買付け（同項本文の規定の

適用を受ける場合に限る。） 

(24) 当該発行会社が発行者である株券等に係る

(23)に規定する公開買付け若しくは当該株券等に

係る証券取引法施行令（昭和40年政令第321号。

以下「施行令」という。）第31条に規定する買集

め行為（以下このにおいて「公開買付け等」と

いう。）に対抗するための買付けその他の有償の

譲受けの要請又は公開買付け等に関する意見の公

表若しくは株主に対する表示 

(25)  

 ～      （ 省   略 ） 

(34) 

(35) 会社内容説明書、有価証券報告書又は半期報

告書に記載される財務諸表等又は中間財務諸表等

の監査証明（証取法第 193 条の２第１項の監査証

明を含む。以下同じ。）を行う公認会計士等の異

動 

(36)   

 ～      （ 省   略 ） 

 (38) 

 

２ 次に掲げる事実が発生した場合  

(1)      （ 省   略 ） （ 省   略 ） 

(2) 主要株主（証取法第 163 条第１項に規定する

主要株主をいう。以下この(2)において同じ。）又

は筆頭株主（主要株主のうち所有議決権数（他人

（仮設人を含む。）名義のものを含み、同項に規

定する議決権の取得又は保有の態様その他の事情

を勘案して内閣府令で定めるものを除く。）の最

も多い株主をいう。）の異動 

(3) 特定有価証券（証取法第 163 条第１項に規定

する特定有価証券をいう。）の指定の取消しの原

因となる事実 

 

(4)   

 ～      （ 省   略 ） 
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(6) 

(7) 親会社（金商法第 166 条第５項に規定する親

会社をいい、これに相当する外国会社を含む。以

下この規則において同じ。）の異動 

(8)   

 ～      （ 現行どおり ） 

(16)  

 

(17) 保有有価証券（当該発行会社の子会社株式以

外の国内の取引所金融商品市場に上場している有

価証券に限る。）の全部又は一部について、事業

年度又は中間会計期間の末日における時価額（当

該日の取引所金融商品市場における最終価格（当

該最終価格がないときは、その日前における直近

の取引所金融商品市場における最終価格）により

算出した価額）が帳簿価額を下回ったこと（当該

発行会社が有価証券の評価方法として原価法を採

用している場合に限る。）。 

(18)      （ 現行どおり ） 

(19)      （ 現行どおり ） 

  

   （ 削   る ）  

(20)       （ 現行どおり ） 

(21)       （ 現行どおり ） 

(22) 監査証明府令第３条第１項の監査報告書又は

中間監査報告書を添付した有価証券報告書又は半

期報告書を、内閣総理大臣等に対して、金商法第

24条第１項又は第24条の５第１項に定める期間内

に提出できる見込みのないこと、当該期間内に提

出しなかったこと及び当該期間の最終日から起算

して８日目（休業日を除外する。）の日までに提

出できる見込みのないこと並びにこれらの開示を

行った後提出したこと。 

(23)       （ 現行どおり ） 

(24)       （ 現行どおり ） 

(25) (1)から(24)までに掲げる事項のほか、当該

発行会社の運営、業務若しくは財産又は当該グリ

 

(6)  

(7) 親会社（証取法第 166 条第５項に規定する親

会社をいい、これに相当する外国会社を含む。以

下この規則において同じ。）の異動 

(8)   

 ～      （ 省   略 ） 

(16) 

 

(17) 保有有価証券（当該発行会社の子会社株式以

外の国内の証券取引所に上場している有価証券に

限る。）の全部又は一部について、事業年度又は

中間会計期間の末日における時価額（当該日の証

券取引所における最終価格（当該最終価格がない

ときは、その日前における直近の証券取引所にお

ける最終価格）により算出した価額）が帳簿価額

を下回ったこと（当該発行会社が有価証券の評価

方法として原価法を採用している場合に限る。）。

 

(18)      （ 省   略 ） 

(19)       （ 省   略 ） 

 

(20) 削除  

(21)       （ 省   略 ） 

(22)       （ 省   略 ） 

(23) 監査証明府令第３条第１項の監査報告書又は

中間監査報告書を添付した有価証券報告書又は半

期報告書を、内閣総理大臣等に対して、証取法第

24条第１項又は第24条の５第１項に定める期間内

に提出できる見込みのないこと、当該期間内に提

出しなかったこと及び当該期間の最終日から起算

して８日目（休業日を除外する。）の日までに提

出できる見込みのないこと並びにこれらの開示を

行った後提出したこと。 

(24)       （ 省   略 ） 

(25)       （ 省   略 ） 

(26) (1)から(25)までに掲げる事項のほか、当該

発行会社の運営、業務若しくは財産又は当該グリ
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ーンシート銘柄に関する重要な事項であって投資

者の投資判断に著しい影響を及ぼすもの。 

３ 発行会社が親会社を有している場合は、２の(25)

に掲げる事実には、次に掲げる事実を含むものとす

る。ただし、当該親会社が国内の取引所金融商品市

場に上場されている株券の発行者である場合その他

本協会が適当と認める者である場合は、この限りで

ない。 

(1) 発行会社の親会社の業務執行を決定する機関

が、当該親会社について１の(3)、(9)から(18)ま

で、(21)及び(22)に掲げる事項を行うことについ

ての決定をしたこと（当該決定に係る事項を行わ

ないことを決定したことを含むものとし、投資者

の投資判断に及ぼす影響が軽微なものとして１の

軽微基準欄に掲げる基準（同１の軽微基準欄中

「発行会社」とあるのは「発行会社の親会社」と

読み替える。）に該当する場合を除く。）。 

(2)       （ 現行どおり ） 

(3)      （ 現行どおり ） 

４ 

～        （ 現行どおり ） 

６ 

７ 発行会社の子会社の業務執行を決定する機関が、

当該子会社について次に掲げる事項を行うことにつ

いての決定をした場合（当該決定に係る事項を行わ

ないことを決定した場合を含む。） 

(1) 

～      （ 現行どおり ） 

(14) 

 

(15) 金商法第27条の２第１項に規定する株券等の

同項に規定する公開買付け（同項本文の規定の適

用を受ける場合に限る。） 

 

(16) 

～      （ 現行どおり ） 

(19) 

  

ーンシート銘柄に関する重要な事項であって投資

者の投資判断に著しい影響を及ぼすもの。 

３ 発行会社が親会社を有している場合は、２の(26)

に掲げる事実には、次に掲げる事実を含むものとす

る。ただし、当該親会社が国内の証券取引所に上場

されている株券の発行者である場合その他本協会が

適当と認める者である場合は、この限りでない。 

(1) 発行会社の親会社の業務執行を決定する機関

が、当該親会社について１の(3)、(9)から(18)ま

で、(20)から(23)までに掲げる事項を行うことに

ついての決定をしたこと（当該決定に係る事項を

行わないことを決定したことを含むものとし、投

資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なものとして

１の軽微基準欄に掲げる基準（同１の軽微基準欄

中「発行会社」とあるのは「発行会社の親会社」

と読み替える。）に該当する場合を除く。）。 

 

(2)       （ 省   略 ） 

(3)       （ 省   略 ） 

４ 

～         （ 省   略 ） 

６ 

７ 発行会社の子会社の業務執行を決定する機関が、

当該子会社について次に掲げる事項を行うことにつ

いての決定をした場合（当該決定に係る事項を行わ

ないことを決定した場合を含む。） 

(1) 

～      （ 省   略 ） 

(14)  

  

(15) 証取法第27条の２第１項に規定する株券等の

同項に規定する公開買付け（同項本文の規定の適

用を受ける場合に限る。） 

 

(16) 

～      （ 省   略 ） 

(19) 

 



 

-  - 28

改  正  案 現     行 
 

８ 

～        （ 現行どおり ） 

10 

 

11 発行会社が、次の各号に掲げる事項について決議

又は決定を行った場合 

(1) 

～      （ 現行どおり ） 

(4)   

(5) 募集株式（会社法第199条第１項に規定する募

集株式及び優先出資法に規定する募集優先出資を

いう。）の引受人（金商法第２条第６項で規定す

る引受人をいう。）から、株主に対して行う当該

募集株式の優先的申込資格の付与 

(6) 

～      （ 現行どおり ） 

 (12)   

 

 

 

Ⅱ．投信・ＳＰＣとして区分したグリーンシート銘柄

       （ 現行どおり ） 

 

 

 

 

８ 

～        （ 省   略 ） 

10 

 

11 発行会社が、次の各号に掲げる事項について決議

又は決定を行った場合 

(1) 

～      （ 省   略 ） 

(4)   

(5) 募集株式（会社法第199条第１項に規定する募

集株式及び優先出資法に規定する募集優先出資を

いう。）の引受人（証取法第２条第６項で規定す

る引受人をいう。）から、株主に対して行う当該

募集株式の優先的申込資格の付与 

(6) 

～      （ 省   略 ） 

(12)  

 

 

 

Ⅱ．投信・ＳＰＣとして区分したグリーンシート銘柄

       （ 省   略 ） 
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「上場株券等の取引所有価証券市場外での売買等に関する規則」（公正慣習規則第５号）の改正

について（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

上場株券等の取引所金融商品市場外での売買等

に関する規則 

 

 

「上場株券等の取引所有価証券市場外での売買

等に関する規則」（公正慣習規則第５号） 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、協会員（特別会員にあ

っては、金融商品仲介業務を行う特別会員に

限る。以下同じ。）が行う上場株券等の取引

所金融商品市場外での売買及びその媒介等並

びに協会員が媒介等を行う上場株券等の取引

所金融商品市場外での売買を公正かつ円滑な

らしめ、もって投資者の保護に資することを

目的とする。 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、協会員（特別会員にあ

っては、証券仲介業務を行う特別会員に限

る。以下同じ。）が行う上場株券等の取引所

有価証券市場外での売買及びその媒介等並び

に協会員が媒介等を行う上場株券等の取引所

有価証券市場外での売買を公正かつ円滑なら

しめ、もって投資者の保護に資することを目

的とする。 

 

（定義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ 上場株券等 

国内の取引所金融商品市場に上場されて

いる株券、出資証券（優先出資証券を含

む。）、転換社債型新株予約権付社債券（新

株予約権付社債券のうち、新株予約権の行

使に際してする出資の目的が当該新株予約

権付社債券に係る社債であるものをいう。

以下同じ。）、交換社債券、新株予約権付社

債券（新株予約権付社債券（転換社債型新

株予約権付社債券を除く。）並びに同時に

募集され、かつ、同時に割り当てられた社

債券及び新株予約権証券であって、一体で

売買するものとして上場されたものをい

う。以下同じ。）、新株予約権証券、投資信

託受益証券（投資信託の受益証券をい

う。）、外国投資信託受益証券（外国投資信

託の受益証券をいう。）、投資証券、外国投

資証券及び外国株預託証券（金融商品取引

法（以下「金商法」という。）第２条第１

項第 20 号に規定する有価証券のうち、外

国法人が発行する株券に係る権利を表示す

る預託証券をいう。）をいう。 

（定義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ 上場株券等  本邦内の証券取引所に

上場されている株券、出資証券（優先出資

証券を含む。）、転換社債型新株予約権付社

債券（新株予約権付社債券のうち、新株予

約権の行使に際してする出資の目的が当該

新株予約権付社債券に係る社債であるもの

をいう。以下同じ。）、交換社債券、新株予

約権付社債券（新株予約権付社債券（転換

社債型新株予約権付社債券を除く。）並び

に同時に募集され、かつ、同時に割り当て

られた社債券及び新株予約権証券であっ

て、一体で売買するものとして上場された

ものをいう。以下同じ。）、新株予約権証

券、投資信託受益証券（投資信託の受益証

券をいう。）、外国投資信託受益証券（外国

投資信託の受益証券をいう。）、投資証券、

外国投資証券及び外国株預託証券（証券取

引法第２条第１項第 10 号の３に規定する

有価証券のうち、外国法人が発行する株券

に係る権利を表示する預託証券をいう。）

をいう。 

２ 取引所外売買 

上場株券等の取引所金融商品市場外での

売買（金商法第２条第８項第３号ロに規定

する外国金融商品市場での売買を除く。）

をいう。 

２ 取引所外売買  上場株券等の取引所有

価証券市場外での売買をいう。 

別紙３
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３ 媒介等 

媒介、取次ぎ又は代理をいう。 

３ 媒 介 等  媒介、取次ぎ又は代理

をいう。 

４ 報告公表システム 

本協会が管理運営する取引所外売買に関

する価格情報等報告公表システムをいう。

（ 新   設 ） 

５ 認可会員 

上場株券等の私設取引システム運営業務

の認可を受けた会員をいう。 

（ 新   設 ） 

６ 認可業務 

私設取引システム運営業務の認可を受け

た会員の行う当該私設取引システム運営業

務をいう。 

（ 新   設 ） 

７ ＰＴＳシステム 

本協会が管理運営する私設取引システム

価格情報等報告公表システムをいう。 

 

（ 新   設 ） 

（法令等の遵守） 

第 ３ 条 協会員は、取引所外売買又はその媒

介等を行うに当たっては、この規則によるほ

か、金商法その他関係法令、諸規則を遵守し

なければならない。 

 

（法令等の遵守） 

第 ３ 条 協会員は、取引所外売買又はその媒

介等を行うに当たっては、この規則によるほ

か、証券取引法その他関係法令、諸規則を遵

守しなければならない。 

 

（適用除外） 

第 ４ 条 会員が行う取引所外売買及び協会員

が媒介等を行う取引所外売買のうち、金融商

品取引所が定める１売買単位に満たない数量

のものについては、この規則を適用しないも

のとする。 

（適用除外） 

第 ４ 条 会員が行う取引所外売買及び協会員

が媒介等を行う取引所外売買のうち、証券取

引所が定める１売買単位に満たない数量のも

のについては、この規則を適用しないものと

する。 

２      ( 現行どおり ) ２      ( 省   略 )  

３ 会員が行う取引所外売買又は協会員が媒介

等を行う取引所外売買のうち、金商法第２条

第 22 項に規定する店頭デリバティブ取引に

より成立するものについては、この規則を適

用しないものとする。 

３ 会員が行う取引所外売買又は協会員が媒介

等を行う取引所外売買のうち、有価証券店頭

デリバティブ取引により成立するものについ

ては、この規則を適用しないものとする。 

 

  

（売買価格等の確認及び記録の保存） 

第 ５ 条 協会員は、取引所外売買を行うに当

たっては、売買の価格又は金額が適当と認め

られるものであることを確認し、当該確認の

記録を保存しなければならない。 

 

（売買価格等の確認及び記録の保存） 

第 ５ 条 協会員は、取引所外売買を行うに当

たっては、売買の価格又は金額が適当と認め

られるものであることを確認するものとし、

当該確認の記録を保存するものとする。 

 

（売買の停止等） 

第 ６ 条 本協会は、次の各号に掲げる場合に

は、会員が行う取引所外売買及び協会員が媒

介等を行う取引所外売買を停止することがで

きる。 

（売買の停止等） 

第 ６ 条 本協会は、次の各号に掲げる場合に

は、会員が行う取引所外売買及び協会員が媒

介等を行う取引所外売買を停止することがで

きる。 

１ 金融商品取引所が上場株券等について売

買の停止その他の措置をとった場合 

１ 証券取引所が上場株券等について売買の

停止その他の措置をとった場合 
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２  

～     ( 現行どおり ) 

４  

２ 

～     ( 省   略 ) 

４  

２      ( 現行どおり ) ２      ( 省   略 ) 

３      ( 現行どおり ) 

 

３      ( 省   略 ) 

第 ４ 章   報告及び公表 

 

第 1 節 ＰＴＳシステムを通じない取引所外

売買の報告及び公表 

 

第 ４ 章   報告及び公表 

 

( 新   設 ) 

（売買等の報告） 

第 ７ 条 会員は、同時に多数の者に対し、取

引所金融商品市場外での上場株券等の売付け

又は買付けの申込み（以下「申込み」とい

う。）を行ったときは、次の各号に掲げる事

項を、報告公表システムに入力する方法又は

所定の報告書類に記載し提出する方法によ

り、本協会に報告しなければならない。 

（売買等の報告） 

第 ７ 条 会員は、同時に多数の者に対し、取

引所有価証券市場外での上場株券等の売付け

又は買付けの申込み（以下「申込み」とい

う。）を行ったときは、申込み後５分以内に

次の各号に掲げる事項を、本協会に報告しな

ければならない。ただし、合理的な事由によ

り当該報告が遅延する場合には、遅滞なく本

協会に報告するものとする。 

１     ( 現行どおり ) 

２     ( 現行どおり ) 

１     ( 省   略 ) 

２     ( 省   略 ) 

３ 申込みに係る価格（細則で定める申込み

に係る価格であって、買いに係る申込みに

あっては当該銘柄中最も高いものとし、売

りに係る申込みにあっては当該銘柄中最も

安いものをいう。） 

３ 申込みに係る価格（買いに係る申込みに

あっては、当該銘柄中最も高いものとし、

売りに係る申込みにあっては、当該銘柄中

最も安いものとする。）（細則で定める申込

みに係る価格をいう。） 

４     ( 現行どおり ) 

５     ( 現行どおり ) 

４     ( 省   略 ) 

５     ( 省   略 ) 

２ 会員は、取引所外売買が成立したときは、

次の各号に掲げる事項を、報告公表システム

に入力する方法又は所定の報告書類に記載し

提出する方法により、本協会に報告しなけれ

ばならない。 

 

 

１ 

～     ( 現行どおり ) 

６  

７ 取引所外売買に係る基準となる価格を公

表する金融商品取引所の名称及びその価格

８     ( 現行どおり ) 

９     ( 現行どおり ) 

２ 会員は、取引所外売買が成立したときは、

売買成立後５分以内に次の各号に掲げる事項

を、細則で定めるところにより、本協会に報

告しなければならない。ただし、合理的な事

由により当該報告が遅延する場合その他細則

で定める場合には、遅滞なく本協会に報告す

るものとする。 

１ 

～     ( 省   略 ) 

６  

７ 取引所外売買に係る基準となる価格を公

表する証券取引所の名称及びその価格 

８     ( 省   略 ) 

９     ( 省   略 ) 

３ 前２項に規定する報告は、以下の区分に基

づき行わなければならない。ただし、合理的

な事由により当該報告が遅延する場合には、

遅滞なく本協会に報告するものとする。 

（ 新   設 ） 

１ 営業日の午前８時 10 分から午後 4 時 59

分までに行った申込み及び成立した売買 

（ 新   設 ） 
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申込みを行ったとき又は売買が成立した

ときから５分以内 

２ 営業日の午後５時 00 分（半休日にあっ

ては午後１時 00 分）から午後 11 時 59 分

までに成立した取引所外売買及び休業日に

成立した取引所外売買の報告 

翌営業日の午前８時 10 分から午前８時

29 分まで 

３ 営業日の午前０時 00 分から午前８時 09

分までに成立した取引所外売買の報告 

営業日の午前８時 30 分から午前９時 00

分まで 

 

 

( 削   る ) 

（認可会員が成立させた売買の報告に関する

特例） 

第 ８ 条 私設取引システム運営業務の認可を

受けた会員（以下本条において「認可会員」

という。）が当該業務（以下本条において

「認可業務」という。）により行った申込み

及び成立させた取引所外売買については、認

可会員が前条の報告を行うものとし、認可会

員以外の会員は当該申込み及び売買に係る前

条の報告を行わないものとする。 

 ２ 認可会員は、認可業務により行った申込み

については前条第１項各号に掲げる事項の他

に本協会が必要と認める事項を、認可業務に

より成立させた取引所外売買については前条

第２項各号に掲げる事項の他に本協会が必要

と認める事項を、前条の報告を行った日に本

協会に報告するものとする。 

 ３ 認可会員は、認可業務により成立させた取

引所外売買について、銘柄別の売買数量を月

ごとに取りまとめ、翌月 10 日までに本協会

に報告するものとする。 

 

（売買等の報告の訂正・取消し） 

第 ８ 条 会員は、前条の規定に基づき行った

申込みの報告及び売買の報告の訂正又は取消

しを行おうとするときは、報告公表システム

を通じて又は所定の報告書類の提出により、

速やかに行わなければならない。 

（売買等の報告の訂正・取消し） 

第 ９ 条 会員は、第７条の規定に基づき行っ

た売買の報告の訂正又は取消しを行おうとす

るときは、細則で定めるところにより、すみ

やかに行うものとする。 

２ 会員は、前項に規定する申込みの報告及び

売買の報告の訂正又は取消しを行おうとする

ときは、申込みの報告については、報告書類

に訂正・取消しの識別符号を付したうえで、

前条第１項各号に掲げる事項を記載し、提出

することにより行い、売買の報告について

は、報告公表システム又は報告書類に訂正・

取消しの識別符号を付したうえで、前条第２
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項各号に掲げる事項を入力すること又は記載

し、提出することにより行うものとする。 

３ 前項の報告公表システムにより行う売買の

報告の訂正又は取消しは、当該訂正又は取消

しを行おうとする日の午後４時59分（半休日

にあっては午後０時59分）までに行うものと

し、午後５時（半休日にあっては午後１時）

以降に訂正又は取消しを行おうとするとき

は、報告書類により行うものとする。 

 

 

（売買価格等の公表等） 

第 ９ 条   ( 現行どおり ) 

 

（売買価格等の公表等） 

第 10 条   ( 省   略 ) 

 

第２節 ＰＴＳシステムを通じた取引所外売買

の報告及び公表 

 

( 新   設 ) 

（申込みの報告） 

第 10 条 認可会員は、認可業務において申込

みを行う場合は、第７条第１項の規定による

報告を、ＰＴＳシステムを通じて、報告しな

ければならない。 

( 新   設 ) 

２ 前項の報告は、申込み後５分以内に行わな

ければならない。ただし、午前０時 00 分か

ら午前０時 44 分までの間に行った申込みに

ついては、午前０時 45 分から午前０時 49 分

までの間に報告しなければならない。 

 

３ 第１項により報告した申込みを取り下げる

場合には、ＰＴＳシステムを通じて、その旨

を報告しなければならない。 

 

４ 午後 11 時 59 分までに報告した申込みを翌

日午前０時 45 分以降も継続しようとする場

合は、当該翌日午前０時 45 分以降すみやか

に、改めて、ＰＴＳシステムを通じて当該申

込みを報告しなければならない。 

 

５ 第６条の規定により売買の停止が行われた

銘柄について、その売買が再開された後に申

込みを行う場合は、改めて、ＰＴＳシステム

を通じて当該申込みを報告しなければならな

い。 

 

６ ＰＴＳシステムの稼働の休止又は支障の発

生その他本協会がやむを得ないと認める事情

により、第１項及び第３項の報告が行えない

場合、所定の報告書類により報告しなければ

ならない 

 

 

（売買の報告） 

第 11 条 認可会員は、認可業務により成立さ

せた売買について、第７条第２項の規定によ

る報告を、ＰＴＳシステムを通じて行わなけ

( 新   設 ) 
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ればならない。 

２ 前項の報告は、売買成立後５分以内に行わ

なければならない。ただし、午前０時 00 分

から午前０時 44 分までの間に成立した売買

については、当該売買が成立した日の午前０

時 45 分から午前０時 49 分までの間に報告し

なければならない。 

 

３ 前条第６項の規定は、売買の報告に準用す

る。 

 

４ 認可会員は、認可業務により成立させた取

引所外売買について、銘柄別の売買数量を月

ごとに取りまとめ、翌月 10 日までに本協会

に報告しなければならない。 

 

 

（報告の訂正・取消し） 

第 12 条 認可会員は、第 10 条第１項の規定

に基づき行った申込みの報告及び前条第 1 項

の規定に基づき行った売買の報告の訂正又は

取消しを行おうとする場合は、ＰＴＳシステ

ムを通じて、すみやかに行わなければならな

い。 

２ 前条第 1 項の規定に基づき行った売買の報

告の訂正又は取り消しを行う場合であって、

売買が行われた日の翌日以降に当該訂正又は

取消しを行おうとする場合は、ＰＴＳシステ

ムに代えて、所定の報告書類により報告しな

ければならない。 

( 新   設 ) 

３ 認可会員は、第 10 条第６項（前条第３項

において準用する場合を含む。）の規定に基

づき報告書類により行った報告又は取消しを

行おうとする場合は、所定の報告書類に訂正

又は取消しの識別符号を付した上で、当該報

告書類によりすみやかに報告しなければなら

ない。 

 

４ 認可会員は、ＰＴＳシステムの稼働が休止

し又は稼働に支障が生じ、第１項に規定する

報告が行えない場合には、所定の報告書類に

訂正又は取消しの識別符号を付した上で、当

該報告書類によりすみやかに報告しなければ

ならない。 

 

 

（認可会員以外の会員の報告の取扱い） 

第 13 条 認可会員以外の会員は、認可会員が

行う認可業務において申込み又は取引所外売

買を行う場合には、第８条第１項及び第２項

に規定する報告を行わないものとする。 

 

( 新   設 ) 

（売買価格及び申込みの公表） 

第 14 条 本協会は、認可会員から第 10 条に

( 新   設 ) 
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基づく報告を受けた場合は、次に掲げる事項

を、ＰＴＳシステムのウェブサイトにおい

て、すみやかに公表する。 

１ 銘柄名 

２ 申込みに係る売り又は買いの別 

３ 申込みに係る価格 

４ 申込みに係る数量 

５ 申込みの時刻 

６ その他本協会が必要と認める事項 

２ 本協会は、認可会員から第 11 条に基づく

報告を受けた場合は、次に掲げる事項を、Ｐ

ＴＳシステムのウェブサイトにおいて、直ち

に公表する。 

１ 銘柄名 

２ 売買価格 

３ 売買数量 

４ 売買成立日時 

５ その他本協会が必要と認める事項 

 

３ 本協会は、前２項の公表に当たっては、認

可会員間での比較が可能な形で行う。 

 

４ 第１項及び第２項の公表を行ったのち、当

該内容に修正が生じた場合は、本協会は直ち

にこれを修正し、公表する。 

 

 

（ＰＴＳシステム利用の届出） 

第 15 条 認可会員が認可業務により行った申

込み及び成立させた売買について、ＰＴＳシ

ステムを通じて報告しようとする場合は、あ

らかじめ、所定の様式により、本協会に届け

出なければならない。 

( 新   設 ) 

２ 前項の届出を行った認可会員が当該届出の

内容を変更しようとする場合は、あらかじ

め、所定の様式により、本協会に届け出なけ

ればならない。 

 

３ 認可会員が認可業務により行った申込み及

び成立させた売買について、ＰＴＳシステム

を通じて報告することを取り止める場合に

は、あらかじめ、所定の様式により、本協会

に届け出なければならない。 

 

 

（ＰＴＳシステム負担金） 

第 16 条 認可会員は、ＰＴＳシステムを通じ

て行った第 12 条及び第 13 条の規定に基づく

報告に関し、本協会に対し、ＰＴＳシステム

負担金を支払わなければならない。 

 

( 新   設 ) 

（ＰＴＳシステムの利用停止） 

第 17 条 本協会は、投資者の保護及びＰＴＳ

システムの管理運営に支障をきたすおそれが

( 新   設 ) 
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あると認められる場合は、認可会員によるＰ

ＴＳシステムの利用を停止することができ

る。 

 

第 ５ 章  雑 則 

 

第 ５ 章  雑 則 

 

（顧客への説明） 

第 18 条 協会員は、顧客から取引所外売買に

関する注文を受けたときは、あらかじめ、当

該顧客に対し、受渡決済に関する条件等会員

が必要と認める事項について説明しなければ

ならない。 

 

（顧客への説明） 

第 11 条 協会員は、顧客から取引所外売買に

関する注文を受けたときは、あらかじめ、当

該顧客に対し、受渡決済に関する条件等会員

が必要と認める事項について説明するものと

する。 

 

（取引所外売買担当者の届出） 

第 19 条 協会員は、取引所外売買に関する担

当責任者１名以上を定め、所定の様式によ

り、本協会に届け出なければならない。当該

担当責任者を変更する場合も同様とする。 

 

（取引所外売買担当者の届出） 

第 12 条 協会員は、取引所外売買に関する担

当責任者１名以上を定め、所定の様式によ

り、本協会に届け出るものとする。当該担当

責任者を変更する場合も同様とする。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「「上場株券等の取引所有価証券市場外での売買等に関する規則」に関する細則」の一部改正に

ついて（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

「上場株券等の取引所金融商品市場外での売

買等に関する規則」に関する細則 

 

 

「上場株券等の取引所有価証券市場外での売買

等に関する規則」に関する細則」 

 

（目的） 

第 １ 条 この細則は、「上場株券等の取引所

金融商品市場外での売買等に関する規則」

（以下「規則」という。）の施行に関し、必

要な事項を定める。 

 

（目的） 

第 １ 条 この細則は、上場株券等の取引所有

価証券市場外での売買等に関する規則（以下

「規則」という。）の施行に関し、必要な事

項を定める。 

 

（ 削   る ） （売買等の報告） 

第 ２ 条 会員は、規則第７条の報告を行おう

とするときは、次の各号のいずれかの方法に

より行うものとする。 

１ 取引所外売買に関する報告及び公表の用

に供するシステム（以下「報告・公表シス

テム」という。）（私設取引システム運営業

務の認可を受けた会員が当該業務により成

立させた取引所外売買については、「私設

取引システム価格情報等公表システムを通

じた報告及び公表の取扱いについて」（理

事会決議）の定めるところにより、本協会

が管理運営する私設取引システム価格情報

等公表システム）に規則第７条第２項各号

に掲げる事項を入力することにより報告す

る方法 

２ 所定の報告書類（以下「報告書類」とい

う。）に規則第７条第１項各号又は第２項

各号に掲げる事項を記載し、提出すること

により報告する方法 

 ２ 前項第１号に掲げる報告・公表システムに

よる報告は、当該システムの稼働時間（営業

日の午前８時10分から午後４時59分（半休日

は午後０時59分））内に限るものとする 

 ３ 規則第７条第２項に規定する細則で定める

場合は、次に掲げる時間帯において成立した

取引所外売買の報告を行う場合とする。この

場合、当該会員は、次の各号に掲げる区分に

従い、当該各号に定める時間内に、一括して

報告を行うものとする。 

１ 営業日の午後５時（半休日にあっては午

後１時）から午後11時59分までに成立した

取引所外売買及び休業日に成立した取引所

外売買の報告 
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翌営業日の午前８時10分から午前８時29

分まで 

２ 営業日の午前０時から午前８時９分まで

に成立した取引所外売買の報告 

営業日の午前８時30分以降午前９時まで

 

（売買価格等） 

第 ２ 条 規則第７条第１項第３号に掲げる

申込みに係る価格及び同条第２項第２号に掲

げる売買価格は、株券の場合は１株、出資証

券（優先出資証券を含む。）の場合は１口、

転換社債型新株予約権付社債券（新株予約権

付社債券のうち、新株予約権の行使に際して

する出資の目的が当該新株予約権付社債券に

係る社債であるものをいう。以下同じ。）、新

株予約権付社債券等（新株予約権付社債（転

換社債型新株予約権付社債券を除く。）並び

に同時に募集され、かつ、同時に割り当てら

れた社債券及び新株予約権証券であって、一

体で売買するものとして上場されたものをい

う。）又は交換社債券の場合は額面100円、新

株予約権証券の場合は１証券、投資信託受益

証券（投資信託の受益証券をいう。）、外国投

資信託受益証券（外国投資信託の受益証券を

いう。）又は投資証券の場合は１口、外国投

資証券の場合は１投資口及び外国株預託証券

（金融商品取引法第２条第１項第20号に規定

する有価証券のうち、外国法人が発行する株

券に係る権利を表示する預託証券をいう。）

の場合は１証券についての申込みに係る価格

及び売買価格とする。 

（売買価格等） 

第 ３ 条 規則第７条第１項第３号に掲げる申

込みに係る価格及び同条第２項第２号に掲げ

る売買価格は、株券の場合は１株、出資証券

（優先出資証券を含む。）の場合は１口、転

換社債型新株予約権付社債券（新株予約権付

社債券のうち、新株予約権の行使に際してす

る出資の目的が当該新株予約権付社債券に係

る社債であるものをいう。以下同じ。）、新株

予約権付社債券等（新株予約権付社債（転換

社債型新株予約権付社債券を除く。）並びに

同時に募集され、かつ、同時に割り当てられ

た社債券及び新株予約権証券であって、一体

で売買するものとして上場されたものをい

う。）又は交換社債券の場合は額面100円、新

株予約権証券の場合は１証券、投資信託受益

証券（投資信託の受益証券をいう。）、外国投

資信託受益証券（外国投資信託の受益証券を

いう。）又は投資証券の場合は１口、外国投

資証券の場合は１投資口及び外国株預託証券

（証券取引法第２条第１項第10号の３に規定

する有価証券のうち、外国法人が発行する株

券に係る権利を表示する預託証券をいう。）

の場合は１証券についての申込みに係る価格

及び売買価格とする。 

２ 前項の規定は、規則第９条第１項第３号

に掲げる申込みに係る価格及び同条第２項

第２号に掲げる売買価格に準用する。 

 

２ 前項の規定は、規則第10条第１項第３号に

掲げる申込みに係る価格及び同条第２項第２

号に掲げる売買価格に準用する。 

 

（ 削   る ） （報告の訂正・取消し） 

第 ４ 条 会員は、規則第９条の規定による売

買等の報告の訂正又は取消しを行おうとする

ときは、申込みの報告については、報告書類

に訂正・取消しの識別符号を付したうえで、

規則第７条第１項各号に掲げる事項を記載

し、提出することにより行い、売買の報告に

ついては、報告・公表システム又は報告書類

に訂正・取消しの識別符号を付したうえで、

規則第７条第２項各号に掲げる事項を入力す

ること又は記載し、提出することにより行う

ものとする。 

 ２ 前項の報告・公表システムにより行う売買

の報告の訂正又は取消しは、当該訂正又は取
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消しを行おうとする日の午後４時59分（半休

日にあっては午後０時59分）までに行うもの

とし、午後５時（半休日にあっては午後１

時）以降に訂正又は取消しを行おうとすると

きは、報告書類により行うものとする。 

 

（売買価格等の公表等） 

第 ３ 条 本協会は、規則第９条第１項及び

第２項の規定に基づき同項各号の事項を会員

へ通知するときは、報告公表システムの外部

接続による方法又はこれに準じた方法により

行うものとする。 

（売買価格等の公表等） 

第 ５ 条 本協会は、規則第10条第１項及び第

２項の規定に基づき同項各号の事項を会員へ

通知するときは、報告・公表システムの外部

接続による方法又はこれに準じた方法により

行うものとする。 

２ 規則第９条第３項に基づき日々取りまと

め、公表する一日の売買価格、売買数量の情

報は、報告公表システムの稼働時間中に報告

公表システムを利用して報告が行われたもの

を速報として翌営業日の午前11時00分まで

に、報告公表システムの稼働時間以外の報告

を含めたものを確定情報として翌々営業日の

午前11時00分までに、報告公表システム又は

これに準じた方法により、それぞれ通知する

とともに、公表する。 

 

２ 規則第10条第３項に基づき日々取りまと

め、公表する一日の売買価格、売買数量の情

報は、報告・公表システムの稼働時間中に同

システムを利用して報告が行われたものを速

報として翌営業日の午前11時までに、報告・

公表システムの稼働時間以外の報告を含めた

ものを確定情報として翌々営業日の午前11時

までに、報告・公表システム又はこれに準じ

た方法により、それぞれ通知するとともに、

公表する。 

 

（売買価格等の公表等に関する特例） 

第 ４ 条 規則第９条第２項に規定する細則

で定める日時は、会員から規則第７条第２項

の報告を受けた日の翌営業日の午後４時00分

とする。 

 

（売買価格等の公表等に関する特例） 

第 ６ 条 規則第10条第２項に規定する細則で

定める日時は、会員から規則第７条第２項の

報告を受けた日の翌営業日の午後４時とす

る。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「有価証券の引受け等に関する規則」（公正慣習規則第 14 号）の一部改正について（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

有価証券の引受け等に関する規則 

 

 

「有価証券の引受け等に関する規則」（公正慣

習規則第 14 号） 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、会員が国内において行

う株券等及び社債券の募集又は売出しの引受

け（以下「引受け」という。）並びに協会員

が国内において行う株券等の募集又は売出し

の取扱いに関し必要な事項を定め、適正な業

務の運営と投資者の保護を図るとともに、資

本市場の健全な発展に資することを目的とす

る。 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、会員が本邦内において

行う株券等及び社債券の募集又は売出しの引

受け（以下「引受け」という。）並びに協会

員が本邦内において行う株券等の募集又は売

出しの取扱いに関し必要な事項を定め、適正

な業務の運営と投資者の保護を図るととも

に、資本市場の健全な発展に資することを目

的とする。 

 

（定義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ 株券等 

 次に掲げる有価証券をいう。 

イ 

～   （ 現行どおり ） 

ハ 

（定義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ 株券等 

 次に掲げる有価証券をいう。 

イ 

～   （ 省   略 ） 

ハ 

ニ 優先出資証券（金融商品取引法（以下

「金商法」という。）第２条第１項第７

号に掲げる有価証券をいい、外国法人の

発行する証券又は証書で優先出資証券の

性質を有するものを含む。以下同じ。） 

ホ 不動産投資信託証券（金商法第２条第

１項第 10 号に掲げる投資信託の受益証

券又は同項第 11 号に掲げる投資証券で

あって、投資者の資金を主として不動産

等に対する投資として運用することを目

的とするものをいう。） 

ニ 優先出資証券（証券取引法（以下「証

取法」という。）第２条第１項第５号の

２に掲げる有価証券をいい、外国法人の

発行する証券又は証書で優先出資証券の

性質を有するものを含む。以下同じ。） 

ホ 不動産投資信託証券（証取法第２条第

１項第７号に掲げる投資信託の受益証券

又は同項第７号の２に掲げる投資証券で

あって、投資者の資金を主として不動産

等に対する投資として運用することを目

的とするものをいう。） 

２ 社債券 

 金商法第２条第１項第５号に掲げる有価

証券（新株予約権付社債券を除き、外国法

人の発行する証券又は証書で社債券の性質

を有するものを含む。以下同じ。）をい

う。 

２ 社債券 

 証取法第２条第１項第４号に掲げる有価

証券（新株予約権付社債券を除き、外国法

人の発行する証券又は証書で社債券の性質

を有するものを含む。以下同じ。）をい

う。 

３ 

～    （ 現行どおり ） 

 ５ 

３ 

～    （ 省   略 ） 

 ５ 

６ 監査人 

 引受審査の対象となる有価証券の発行者

が金商法の規定により提出する財務計算に

６ 監査人 

 引受審査の対象となる有価証券の発行者

が証取法の規定により提出する財務計算に

別紙４
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改  正  案 現     行 

関する書類について、同法第 193 条の 2 に

基づき監査証明を行う者として当該引受審

査の時点において当該発行者から選任され

た公認会計士又は監査法人をいう。 

関する書類について、同法第 193 条の 2 に

基づき監査証明を行う者として当該引受審

査の時点において当該発行者から選任され

た公認会計士又は監査法人をいう。 

７    （ 現行どおり ） ７    （ 省   略 ） 

８ 引受会員 

 金商法第２条第６項に規定する引受人と

なる会員をいう。 

８ 引受会員 

 発行者又は売出人との間で有価証券の元

引受契約を締結する会員をいう。 

９    （ 現行どおり ） 

10    （ 現行どおり ） 

９    （ 省   略 ） 

10    （ 省   略 ） 

11 上場発行者 

 国内の取引所金融商品市場に上場されて

いる有価証券の発行者をいう。 

12 新規公開 

 上場発行者以外の発行者が発行する有価

証券の国内の取引所金融商品市場への上場

をいう。 

11 上場発行者 

 国内の証券取引所市場に上場されている

有価証券の発行者をいう。 

12 新規公開 

 上場発行者以外の発行者が発行する有価

証券の国内の証券取引所市場への上場をい

う。 

13 

～    （ 現行どおり ） 

15 

 

13 

～    （ 省   略 ） 

15 

 

（検査又は監査の実施） 

第 ８ 条 引受会員は、次に掲げる事項につい

て、定期的に検査又は監査を行わなければな

らない。 

１    （ 現行どおり ） 

２    （ 現行どおり ） 

 

（検査又は監査の実施） 

第 ８ 条 引受会員は、次に掲げる事項につい

て、定期的に検査又は監査を行うものとす

る。 

１    （ 省   略 ） 

２    （ 省   略 ） 

 

（適切な引受審査） 

第 ９ 条  （ 現行どおり ） 

（適切な引受審査） 

第 ９ 条  （ 省   略 ） 

２ 主幹事会員は、引受審査を行うに当たって

は、原則として、次に掲げる資料（優先出資

証券及び不動産投資信託証券並びに外国法人

の発行する証券又は証書で株券等又は社債券

の性質を有するものの引受審査を行うに当た

っては、これに相当する資料をいう。以下

「引受審査資料」という。）を「有価証券の

引受け等に関する規則」に関する細則（以下

「細則」という。）に定めるところにより、

発行者から受領するものとする。 

１ 

～    （ 現行どおり ） 

３ 

４ 金商法第 25 条第１項各号に規定する書

類（直近の財務情報が記載されているもの

に限る。） 

５    （ 現行どおり ） 

 

 

２ 主幹事会員は、引受審査を行うに当たって

は、原則として、次に掲げる資料（優先出資

証券及び不動産投資信託証券並びに外国法人

の発行する証券又は証書で株券等又は社債券

の性質を有するものの引受審査を行うに当た

っては、これに相当する資料をいう。以下

「引受審査資料」という。）を「有価証券の

引受け等に関する規則」に関する細則（以下

「細則」という。）に定めるところにより、

発行者から受領するものとする。 

１ 

～    （ 省   略 ） 

３ 

４ 証取法第 25 条第１項各号に規定する書

類（直近の財務情報が記載されているもの

に限る。） 

５    （ 省   略 ） 
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３ 

～     （ 現行どおり ） 

６ 

 

３ 

～     （ 省   略 ） 

６ 

 

（主幹事会員の交代等があった場合の対応）

第 11 条 主幹事会員は、引受審査を行うに当

たって、事前に当該引受審査案件につき発行

者が指名を予定していた主幹事会員の交代、

選任していた又は選任を予定していた監査人

の交代又は上場申請を予定していた取引所金

融商品市場の変更が行われた事実を知ったと

きは、当該発行者に対して、当該交代又は変

更の理由を確認するとともに、当該確認した

内容の合理性について十分な検討を行うもの

とする。 

 

（主幹事会員の交代等があった場合の対応）

第 11 条 主幹事会員は、引受審査を行うに当

たって、事前に当該引受審査案件につき発行

者が指名を予定していた主幹事会員の交代、

選任していた又は選任を予定していた監査人

の交代又は上場申請を予定していた証券取引

所の変更が行われた事実を知ったときは、当

該発行者に対して、当該交代又は変更の理由

を確認するとともに、当該確認した内容の合

理性について十分な検討を行うものとする。

 

（引受審査終了後の対応） 

第 12 条  （ 現行どおり ） 

（引受審査終了後の対応） 

第 12 条  （ 省   略 ） 

２ 前項の規定において、有価証券届出書等に

おける開示と引受審査の際の発行者の業務状

況等との間に重大な差異があったことが判明

した場合には、主幹事会員は、当該発行者に

対して、その原因を投資者に十分説明するよ

う申し入れるものとする。 

 

２ 前項の規定において、有価証券届出書等に

おける開示と引受審査の際の当該発行者の業

務状況等との間に重大な差異があったことが

判明した場合には、当該会員は、当該発行者

に対して、その原因を投資者に十分説明する

よう申し入れるものとする。 

 

（社債券の引受審査項目） 

第 15 条  （ 現行どおり ） 

（社債券の引受審査項目） 

第 15 条  （ 省   略 ） 

２ 他の引受会員は、社債券の発行登録（金商

法第 23 条の３第１項の規定による登録をい

う。以下同じ。）による募集又は売出しに際

して引受けを行う場合であって、次の各号に

掲げる要件のいずれかに該当するときは、第

９条第１項及び前項の規定にかかわらず、自

らの判断と責任において必要と認められる項

目の審査を行うものとする。 

１ 各社債の金額が１億円以上であること。

２ 社債の総額を各社債の金額の最低額で除

して得た数が 50 を下回ること。 

２ 他の引受会員は、社債券の発行登録（証取

法第 23 条の３第１項の規定による登録をい

う。以下同じ。）による募集又は売出しに際

して引受けを行う場合であって、次の各号に

掲げる要件のいずれかに該当するときは、第

９条第１項及び前項の規定にかかわらず、自

らの判断と責任において必要と認められる項

目の審査を行うものとする。 

１ 各社債の金額が１億円以上であること。

２ 社債の総額を各社債の金額の最低額で除

して得た数が 50 を下回ること。 

３     （ 現行どおり ） ３     （ 省   略 ） 

 

（ブックビルディングによる価格の決定） 

第 21 条 引受会員は、株券等の引受けを行う

に当たり、ブックビルディング（投資者の需

要状況の調査をいう。以下同じ。）により当

該募集又は売出しに係る株券等の価格等の条

件を決定する場合、当該ブックビルディング

により把握した投資者の需要状況に基づき、

払込日までの期間に係る相場の変動リスク等

を総合的に勘案して発行者又は売出人と協議

（ブックビルディングによる価格の決定） 

第 21 条 引受会員は、株券等の引受けを行う

に当たり、ブックビルディング（投資者の需

要状況の調査）により当該募集又は売出しに

係る株券等の価格等の条件を決定する場合、

当該ブックビルディングにより把握した投資

者の需要状況に基づき、払込日までの期間に

係る相場の変動リスク等を総合的に勘案して

発行者又は売出人と協議するものとする。 
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するものとする。 

２      （ 現行どおり ） 

 

２     （ 省   略 ） 

 

（オーバーアロットメント） 

第 22 条 株券等の募集又は売出しに際して、

引受会員が行うオーバーアロットメントの合

計数量は、当該募集又は売出しの国内におけ

る予定数量の 15％を限度とする。なお、募

集及び売出しを同時に行う場合における当該

合計数量は、当該募集及び売出しの国内にお

ける予定数量の合計の 15％を限度とする。 

（オーバーアロットメント） 

第 22 条 株券等の募集又は売出しに際して、

引受会員が行うオーバーアロットメントの合

計数量は、当該募集又は売出しの本邦内にお

ける予定数量の 15％を限度とする。なお、

募集及び売出しを同時に行う場合における当

該合計数量は、当該募集及び売出しの本邦内

における予定数量の合計の 15％を限度とす

る。 

２ 

～     （ 現行どおり ） 

４ 

 

２ 

～     （ 省   略 ） 

４ 

 

（配分の公平化） 

第 24 条  （ 現行どおり ） 

（配分の公平化） 

第 24 条  （ 省   略 ） 

２ 協会員は、前項の場合における株券等を投

資者に配分するに当たっては、「株券等の募

集等の引受け等に係る顧客への配分に関する

規則」に基づき適正に行わなければならな

い。 

２ 協会員は、前項の場合における株券等を投

資者に配分するに当たっては、「株券等の募

集等の引受け等に係る顧客への配分につい

て」（理事会決議）に基づき適正に行わなけ

ればならない。 

３ 引受会員は、株券、新株予約権証券、新株

予約権付社債券又は優先出資証券の募集又は

売出しの引受けを行うに当たっては、次の各

号に掲げる場合を除き、親引け（発行者が指

定する販売先への売付けをいい、販売先を示

唆する等実質的に類似する行為を含む。以下

次項において同じ。）を行ってはならない。

なお、親引けを行う場合は、当該親引けの対

象者、当該親引けが次の各号のいずれかに該

当する理由及び当該親引けの数量その他細則

で定める事項を発行者が発表資料で公表した

ものでなければ行ってはならない。 

３ 引受会員は、株券、新株予約権証券、新株

予約権付社債券又は優先出資証券の募集又は

売出しの引受けを行うに当たっては、次の各

号に掲げる場合を除き、発行者が指定する販

売先への売付け（いわゆる親引け。販売先を

示唆する等実質的に類似する行為を含む。以

下次項において同じ。）を行ってはならな

い。なお、発行者が指定する販売先への売付

けを行う場合は、当該売付けの対象者、当該

対象者への売付けが次の各号のいずれかに該

当する理由及び当該対象者に対する売付け数

量その他細則で定める事項を発行者が発表資

料で公表しなければならない。 

１ 

～    （ 現行どおり ） 

３ 

１ 

～    （ 省   略 ） 

３ 

４ 株券の募集又は売出しの場合で、当該募

集及び売出しに係る株式数の 10%を限度と

して従業員持株会を対象とするとき。 

４ 株券の募集又は売出しの場合で、当該募

集及び売出しに係る株式数の 10%を限度と

して従業員持株会を対象とするとき 

５    （ 現行どおり ） ５    （ 省   略 ） 

４ 引受会員は、不動産投資信託証券の募集又

は売出しの引受けを行うに当たっては、次の

各号に掲げる者に対して割り当てる場合（そ

の事実を発表資料で公表した場合に限る。）

を除き、親引けを行ってはならない。 

 

４ 引受会員は、不動産投資信託証券の募集又

は売出しの引受けを行うに当たっては、次の

各号に掲げる者に対して割り当てる場合（そ

の事実を発表資料で公表した場合に限る。）

を除き、発行者が指定する販売先への売付け

を行ってはならない。 
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１ 

～    （ 現行どおり ） 

３ 

１ 

～    （ 省   略 ） 

３ 

４ 当該不動産投資信託証券に係る委託者指

図型投資信託の投資信託財産（投資信託及

び投資法人に関する法律第３条第２号に規

定するものをいう。）又は投資法人の資産

として不動産等を当該委託者指図型投資信

託又は当該投資法人に対して譲渡した者又

は譲渡することに合意している者 

４ 当該不動産投資信託証券に係る委託者指

図型投資信託の投資信託財産（投資信託法

第 14 条第１項に規定するものをいう。）又

は投資法人の資産として不動産等を当該委

託者指図型投資信託又は当該投資法人に対

して譲渡した者又は譲渡することに合意し

ている者 

５ 前号に掲げる者が財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則第８条第７項

に規定する特別目的会社（当該特別目的会

社に出資している特別目的会社を含む。）

である場合には、それに出資している者 

６ 第４号に掲げる者が資産の流動化に関す

る法律第２条第 13 項に規定する特定目的

信託である場合には、その受益証券の権利

者 

５ 前号に掲げる者が「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第８条第

７項に規定する特別目的会社（当該特別目

的会社に出資している特別目的会社を含

む。）である場合には、それに出資してい

る者 

６ 第４号に掲げる者が「資産の流動化に関

する法律」第２条第 13 項に規定する特定

目的信託である場合には、その受益証券の

権利者 

５     （ 現行どおり ）  ５     （ 省   略 ） 

 

（引受けの報告等） 

第 26 条  （ 現行どおり ） 

（引受けの報告等） 

第 26 条  （ 省   略 ） 

２ 前項の報告は、引受会員が２社以上あると

きは、代表する１社（以下「代表引受会員」

という。）がこれを行うことができる。 

 

２ 前項の報告は、引受会員が２社以上あると

きは、代表する１社（以下「代表証券会社」

という。）がこれを行うことができる。 

 

（海外発行についての準用） 

第 28 条 我が国の発行者が外国において株券

等の募集又は売出しを行う場合には、代表引

受会員又は国内において共同して募集又は売

出しの斡旋を行う会員のうち主たる会員は、

当該発行者に対しこの規則の趣旨を尊重して

行うよう要請するものとする。 

（海外発行についての準用） 

第 28 条 本邦発行者が本邦以外において株券

等の募集又は売出しを行う場合には、代表証

券会社又は本邦における主たる斡旋証券会社

である会員は、当該発行者に対しこの規則の

趣旨を尊重して行うよう要請するものとす

る。 

２ 会員は、前項の場合において、当該会員の

海外関連会社（金融商品取引業等に関する内

閣府令第 184 条第６項に定める関係会社であ

る外国法人をいう。）による引受けを斡旋す

る場合には、当該関連会社に対し、この規則

の趣旨に基づく適切な審査が行われるよう要

請を行うか、又は必要に応じて当該会員が代

行して適切な審査を行うものとする。 

 

２ 会員は、前項の場合において、当該会員の

海外関連会社（会員（外国証券会社である会

員を除く。）にあっては、証券会社の自己資

本規制に関する内閣府令（以下「自己資本府

令」という。）第１条第２項に定める関係会

社である外国法人をいい、外国証券会社にあ

っては、外国証券業者に関する内閣府令第

38 条において準用する自己資本府令第１条

第２項に定める関係会社である外国法人をい

う。）による引受けを斡旋する場合には、当

該関連会社に対し、この規則の趣旨に基づく

適切な審査が行われるよう要請を行うか、又

は必要に応じて当該会員が代行して適切な審

査を行うものとする。 
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３     （ 現行どおり ） 

 

３     （ 省   略 ） 

（この規則の一部の適用除外） 

第 29 条 次に掲げる株券等の募集及び売出し

については、それぞれに掲げる規定を適用し

ないものとする。 

１    （ 現行どおり ） 

２    （ 現行どおり ） 

（この規則の一部の適用除外） 

第 29 条 次に掲げる株券等の募集及び売出し

については、それぞれに掲げる規定を適用し

ないものとする。 

１    （ 省   略 ） 

２    （ 省   略 ） 

３ 「店頭有価証券に関する規則」第２条第

４号に規定する店頭取扱有価証券の発行者

が行う株券等の募集 

 

第 17 条第３項から第５項まで、第 18

条、第 19 条、第 21 条並びに第 24 条第３

項及び第４項 

３ 「店頭有価証券に関する規則」（公正慣

習規則第１号）第２条第４号に規定する店

頭取扱有価証券の発行者が行う株券等の募

集 

第 17 条第３項から第５項まで、第 18

条、第 19 条、第 21 条並びに第 24 条第３

項及び第４項 

４ 

～    （ 現行どおり ） 

 ７ 

４ 

～    （ 省   略 ） 

 ７ 

８ 新規公開に際して行う株式、優先出資証

券又は不動産投資信託証券の売出し 

第 21 条 

 

（ 新   設 ） 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「「有価証券の引受け等に関する規則」に関する細則」の一部改正について（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

  

（新規公開における引受審査項目の細目） 

第 ５ 条 規則第 13 条第２項に規定する株券

及び優先出資証券の新規公開において行う募

集又は売出しに際して引受けを行う場合にお

ける引受審査項目の細目は、それぞれ各号に

掲げるとおりとする。 

１    （ 現行どおり ） 

２ 企業経営の健全性及び独立性 

イ 関連当事者（金融商品取引所が定める

上場前の公募又は売出し等に関する規則

にて規定する人的関係会社を含む。）と

の取引の必要性、取引条件の妥当性 

ロ   （ 現行どおり ） 

ハ   （ 現行どおり ） 

３ 

～    （ 現行どおり ） 

 ８ 

（新規公開における引受審査項目の細目） 

第 ５ 条 規則第 13 条第２項に規定する株券

及び優先出資証券の新規公開において行う募

集又は売出しに際して引受けを行う場合にお

ける引受審査項目の細目は、それぞれ各号に

掲げるとおりとする。 

１    （ 省   略 ） 

２ 企業経営の健全性及び独立性 

イ 関連当事者（証券取引所が定める上場

前の公募又は売出し等に関する規則にて

規定する人的関係会社を含む。）との取

引の必要性、取引条件の妥当性 

ロ   （ 省   略 ） 

ハ   （ 省   略 ） 

３ 

～    （ 省   略 ） 

 ８ 

２ 規則第 13 条第２項に規定する不動産投資

信託証券（投資法人が発行するものに限る。

以下この条及び次条において同じ。）の新規

公開に際して引受けを行う場合における引受

審査項目の細目は、それぞれ各号に掲げると

おりとする。 

１ 公開適格性 

イ 投資法人、資産運用会社及びその親会

社等の事業の適法性及び社会性 

ロ 投資法人の執行役員、資産運用会社の

経営者及びその親会社等の経営者におけ

る法令遵守やリスク管理等に対する意識

 

ハ   （ 現行どおり ） 

ニ   （ 現行どおり ） 

２ 資産運用の健全性 

イ 資産運用会社及びその親会社等との関

係 

ロ 資産運用会社、その親会社等及びその

他利害関係人との利益相反取引に対する

牽制のための体制 

ハ   （ 現行どおり ） 

ニ   （ 現行どおり ） 

３ コーポレート・ガバナンス及び内部管理

体制の状況 

イ 投資法人の執行役員及び資産運用会社

の代表取締役、取締役及び取締役会の責

任遂行（委員会設置会社の場合には、代

２ 規則第 13 条第２項に規定する不動産投資

信託証券（投資法人が発行するものに限る。

以下この条及び次条において同じ。）の新規

公開に際して引受けを行う場合における引受

審査項目の細目は、それぞれ各号に掲げると

おりとする。 

１ 公開適格性 

イ 投資法人、投資信託委託業者及びその

親会社等の事業の適法性及び社会性 

ロ 投資法人の執行役員、投資信託委託業

者の経営者及びその親会社等の経営者に

おける法令遵守やリスク管理等に対する

意識 

ハ   （ 省   略 ） 

ニ   （ 省   略 ） 

２ 資産運用の健全性 

イ 投資信託委託業者及びその親会社等と

の関係 

ロ 投資信託委託業者、その親会社等及び

その他利害関係人との利益相反取引に対

する牽制のための体制 

ハ   （ 省   略 ） 

ニ   （ 省   略 ） 

３ コーポレート・ガバナンス及び内部管理

体制の状況 

イ 投資法人の執行役員及び投資信託委託

業者の代表取締役、取締役及び取締役会

の責任遂行（委員会設置会社の場合に
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表執行役及び執行役等の責任遂行をい

う。）の状況 

ロ 投資法人の監督役員及び資産運用会社

の監査役及び監査役会の責任遂行並びに

内部監査機能（委員会設置会社の場合に

は、取締役会、指名委員会、報酬委員会

及び監査委員会の責任遂行並びに内部監

査機能をいう。）の状況 

ハ 資産運用会社の内部管理体制（運用方

針、運用体制、利益相反への対策につい

ての組織及び社内規則の体制をいう。）

の運用状況 

４    （ 現行どおり ） 

５    （ 現行どおり ） 

６ 適正な開示 

イ 投資法人及び資産運用会社の法定開示

制度及び適時開示制度への適応力 

ロ   （ 現行どおり ） 

ハ   （ 現行どおり ） 

 

は、代表執行役及び執行役等の責任遂行

をいう。）の状況 

ロ 投資法人の監督役員及び投資信託委託

業者の監査役及び監査役会の責任遂行並

びに内部監査機能（委員会設置会社の場

合には、取締役会、指名委員会、報酬委

員会及び監査委員会の責任遂行並びに内

部監査機能をいう。）の状況 

ハ 投資信託委託業者の内部管理体制（運

用方針、運用体制、利益相反への対策に

ついての組織及び社内規則の体制をい

う。）の運用状況 

４    （ 省   略 ） 

５    （ 省   略 ） 

６ 適正な開示 

イ 投資法人及び投資信託委託業者の法定

開示制度及び適時開示制度への適応力 

ロ   （ 省   略 ） 

ハ   （ 省   略 ） 

 

（資金使途の内容の公表） 

第 ８ 条 規則第 17 条第１項に規定する発表

資料は、株券等の募集に係る発行決議時の記

者発表資料とする。ただし、「店頭有価証券

に関する規則」第２条第４号に規定する店頭

取扱有価証券の発行者が行う株券等の募集に

あっては、同条第３号に規定する会社内容説

明書（有価証券届出書の提出を要する場合に

あっては目論見書）をもって当該発表資料と

する。 

２ 規則第 17 条第５項に規定する調達資金の

使途の変更又は調達資金の充当がある場合に

おいて、主幹事会員は、調達資金の使途の変

更及び同条第２項に定める場合に該当する調

達資金の充当があったときにはその都度公表

を行うよう要請し、併せて、調達資金の充当

状況については決算短信に記載することによ

り公表を行うよう要請しなければならない。

ただし、当該調達資金に係る株券等の募集の

払込日から５年を経過した後はこの限りでな

い。 

３     （ 現行どおり ） 

 

（資金使途の内容の公表） 

第 ８ 条 規則第 17 条第１項に規定する発表

資料は、株券等の募集に係る発行決議時の記

者発表資料とする。ただし、「店頭有価証券

に関する規則」（公正慣習規則第１号）第２

条第４号に規定する店頭取扱有価証券の発行

者が行う株券等の募集にあっては、同条第３

号に規定する会社内容説明書（有価証券届出

書の提出を要する場合にあっては目論見書）

をもって当該発表資料とする。 

２ 規則第 17 条第５項に規定する調達資金の

使途の変更又は調達資金の充当がある場合に

おいて、調達資金の使途の変更及び同条第２

項に定める場合に該当する調達資金の充当が

あったときにはその都度公表を行うよう要請

するものとし、併せて、調達資金の充当状況

については決算短信に記載することにより公

表を行うよう要請するものとする。ただし、

当該調達資金に係る株券等の募集の払込日か

ら５年を経過した後はこの限りでない。 

 

３     （ 省   略 ） 

 

（株価推移等の公表） 

第 ９ 条 規則第 19 条第１項第２号に規定す

る「１株当たり指標の希薄化情報」とは、財

務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則第 95 条の５の２第２項に規定される潜

在株式調整後１株当たり当期純利益額をいう

（株価推移等の公表） 

第 ９ 条 規則第 19 条第１項第２号に規定す

る「１株当たり指標の希薄化情報」とは、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則」第 95 条の５の２第２項に規定さ

れる潜在株式調整後１株当たり当期純利益額
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ものとし、「潜在株式の状況」は、株券等

（優先出資証券及び不動産投資信託証券を除

く。）の募集に係る当該株券等の発行後にお

ける同項に規定される潜在株式に係る権利の

行使を仮定することにより算出した株式数

（以下第 11 条第３号において「潜在株式

数」という。）を当該株券等の発行直前の発

行済株式数で除して得た比率とする。 

 

をいうものとし、「潜在株式の状況」は、株

券等（優先出資証券及び不動産投資信託証券

を除く。）の募集に係る当該株券等の発行後

における同項に規定される潜在株式に係る権

利の行使を仮定することにより算出した株式

数（以下第 11 条第３号において「潜在株式

数」という。）を当該株券等の発行直前の発

行済株式数で除して得た比率とする。 

 

（配分の公平化） 

第 11 条 規則第 24 条第５項に規定する配分

の公平化の取扱いについては、次のとおりと

する。 

１ 

～    （ 現行どおり ） 

３ 

４ 規則第 24 条第３項第１号及び第５号に

規定する「連結」及び「持分法適用」の関

係には、外国において実質的に同様の関係

にあると認められる場合を含むものとす

る。 

５    （ 現行どおり ） 

６ 規則第 24 条第４項第５号に規定する

「特別目的会社」及び同項第６号に規定す

る「特定目的信託」には、外国においてこ

れに相当するものを含むものとする。 

 

（配分の公平化） 

第 11 条 規則第 24 条第５項に規定する配分

の公平化の取扱いについては、次のとおりと

する。 

１ 

～    （ 省   略 ） 

３ 

４ 規則第 24 条第３項第１号及び第５号に

規定する「連結」及び「持分法適用」の関

係には、本邦以外において実質的に同様の

関係にあると認められる場合を含むものと

する。 

５    （ 省   略 ） 

６ 規則第 24 条第４項第５号に規定する

「特別目的会社」及び同項第６号に規定す

る「特定目的信託」には、本邦以外におい

てこれに相当するものを含むものとする。

 

（海外発行についての準用） 

第 13 条 規則第 28 条第３項の規定に基づ

き、我が国の発行者の外国における株券等の

募集へ規則第 20 条を準用するに当たって

は、国内において新株予約権証券の売出しを

行う際の有価証券届出書及び株券等の募集が

外国において行われる際に提出される臨時報

告書への記載をいうものとする。なお、臨時

報告書への記載に当たっては、規則第 17 条

第１項及び第２項を対象とする。 

 

（海外発行についての準用） 

第 13 条 規則第 28 条第３項の規定に基づ

き、本邦発行者の本邦以外における株券等の

募集へ規則第 20 条を準用するに当たって

は、国内において新株予約権証券の売出しを

行う際の有価証券届出書及び株券等の募集が

外国において行われる際に提出される臨時報

告書への記載をいうものとする。なお、臨時

報告書への記載に当たっては、規則第 17 条

第１項及び第２項を対象とする。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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正について（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

株式累積投資及び株式ミニ投資の取扱いに関す

る規則 

 

第１章  総 則 

 

（目的） 

第 1 条 この規則は、金融商品取引法第 35 条

第１項第７号に規定する累積投資契約を締結

して行う株券の共同買付累積投資（以下「株

式累積投資」という。）及び会員が予め選定

した銘柄に係る金融商品取引所の定める１売

買単位に満たない株券について株式会社証券

保管振替機構（以下「機構」という。）の証

券保管振替制度（以下「保振制度」とい

う。）を利用して行う定型的な方法による売

買取引（以下「株式ミニ投資」という。）に

関して、売買その他の取引の執行、売買代金

の決済、証券の保管及び権利の処理等につい

て遵守すべき事項を定め、もって投資者の保

護に資することを目的とする。 

 

 

「株式累積投資及び株式ミニ投資の取扱いにつ

いて」理事会決議（自主規制会議決議） 

 

第１  総 則 

 

１．目 的 

 この理事会決議は、証券取引法第 34 条第

１項第８号に規定する累積投資契約を締結し

て行う株券の共同買付累積投資（以下「株式

累積投資」という。）及び会員が予め選定し

た銘柄に係る証券取引所又は証券業協会の定

める１売買単位に満たない株券について株式

会社証券保管振替機構（以下「機構」とい

う。）の証券保管振替制度（以下「保振制

度」という。）を利用して行う定型的な方法

による売買取引（以下「株式ミニ投資」とい

う。）に関して、売買その他の取引の執行、

売買代金の決済、証券の保管及び権利の処理

等について遵守すべき事項を定め、もって投

資者の保護に資することを目的とする。 

 

（遵守事項） 

第 ２ 条 会員は、顧客との間で行う株式累積

投資及び株式ミニ投資については、国内の諸

法令、本協会、当該株券が上場されている金

融商品取引所、並びに機構の定める諸規則、

決定事項に従わなければならない。 

 

２．遵守事項 

 会員は、顧客との間で行う株式累積投資及

び株式ミニ投資については、国内の諸法令、

本協会、当該株券が上場されている証券取引

所、並びに機構の定める諸規則、決定事項に

従わなければならない。 

 

（契約の締結） 

第 ３ 条  （ 現行どおり ） 

３．契約の締結 

⑴    （ 省   略 ） 

２     （ 現行どおり ） ⑵    （ 省   略 ） 

３ 前２項にかかわらず、会員は、他の会員か

ら株式累積投資又は株式ミニ投資の注文を受

ける場合には、当該他の会員との間において

株式累積投資又は株式ミニ投資に関する契約

を締結しなければならない。 

⑶ 前２号にかかわらず、会員は、他の会員

から株式累積投資又は株式ミニ投資の注文

を受ける場合には、当該他の会員との間に

おいて株式累積投資又は株式ミニ投資に関

する契約を締結しなければならない。 

４ 会員は、第２項の規定による株式累積投資

約款及び株式ミニ投資約款の交付に代えて、

「書面の電磁的方法による提供等の取扱いに

関する規則」に定めるところにより、当該約

款に記載すべき事項について電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法により提供することができる。

この場合において、当該会員は、当該約款を

⑷ 会員は、⑵の規定による株式累積投資約

款及び株式ミニ投資約款の交付に代えて、

「書面の電磁的方法による提供等の取扱い

について」（理事会決議）に定めるところ

により、当該約款に記載すべき事項につい

て電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法により提

供することができる。この場合において、

別紙５
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交付したものとみなす。 

 

当該会員は、当該約款を交付したものとみ

なす。 

 

第２章  株式累積投資 

 

（買付の方法等） 

第 ４ 条 顧客からの払込金の受入れに基づい

て生じた預り金をもって買付注文を執行する

場合は、次の各号に定めるところにより適正

に行わなければならない。 

１ 取引所金融商品市場を通じて買付注文を

執行する場合は、一定の計画に従い、個別

の投資判断に基づかない方法により、継続

的に行う。 

２ 仕切売買による店内対当の方法により買

付注文を執行する場合は、一定の計画に従

い、個別の投資判断に基づかない方法によ

り、予め定めた買付注文を執行する日の、

予め定めた取引所金融商品市場の価格に基

づき、継続的に行う。 

３ 前号に規定する価格について、取引所金

融商品市場の価格に基づき決定する場合

は、取引所金融商品市場の一定時における

最良気配の範囲内の価格若しくは売買高加

重平均価格とする。 

 

第２  株式累積投資 

 

４．買付の方法等 

 顧客からの払込金の受入れに基づいて生じ

た預り金をもって買付注文を執行する場合

は、次の各号に定めるところにより適正に行

わなければならない。 

⑴ 取引所有価証券市場を通じて買付注文を

執行する場合は、一定の計画に従い、個別

の投資判断に基づかない方法により、継続

的に行うものとする。 

⑵ 仕切売買による店内対当の方法により買

付注文を執行する場合は、一定の計画に従

い、個別の投資判断に基づかない方法によ

り、予め定めた買付注文を執行する日の、

予め定めた取引所有価証券市場の価格に基

づき、継続的に行うものとする。 

⑶ 上記⑵の価格について、取引所有価証券

市場の価格に基づき決定する場合は、取引

所有価証券市場の一定時における最良気配

の範囲内の価格若しくは売買高加重平均価

格でなければならないものとする。 

 

（払込金額） 

第 ５ 条  （ 現行どおり ） 

５．払込金額 

 ( 省   略 ) 

 

（売却） 

第 ６ 条 会員は、顧客から売却の申し込みを

受けたときは、予め定めた売却注文を執行す

る日の、予め定めた取引所金融商品市場にお

ける一定時の価格に基づき行わなければなら

ない。 

２ 前項に規定する価格について、取引所金融

商品市場の価格に基づき決定する場合は、取

引所金融商品市場の一定時における最良気配

の範囲内の価格若しくは売買高加重平均価格

でなければならない。 

 

６．売 却 

⑴ 会員は、顧客から売却の申し込みを受け

たときは、予め定めた売却注文を執行する

日の、予め定めた取引所有価証券市場にお

ける一定時の価格に基づき行うものとす

る。 

⑵ 上記⑴の価格について、取引所有価証券

市場の価格に基づき決定する場合は、取引

所有価証券市場の一定時における最良気配

の範囲内の価格若しくは売買高加重平均価

格でなければならないものとする。 

 

（株式累積投資の自己分に係る区分管理） 

第 ７ 条 会員は、顧客（会員が顧客と共同し

て買付けた場合については、会員を含む。）

が共同して所有する株券を他の有価証券と分

別して管理し、顧客毎に口座を設けて顧客の

持分及び持分に係る配当金等を管理しなけれ

ばならない。 

 

７．株式累積投資の自己分に係る区分管理 

⑴ 会員は、顧客（会員が顧客と共同して買

付けた場合については、会員を含む。）が

共同して所有する株券を他の有価証券と分

別して管理し、顧客毎に口座を設けて顧客

の持分及び持分に係る配当金等を管理する

ものとする。 
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２     （ 現行どおり ） ⑵    （ 省   略 ） 

３     （ 現行どおり ） ⑶    （ 省   略 ） 

４ 会員は、株式累積投資に係る売買に伴い、

株式累積投資口とその他の間において株券の

移動が生ずる場合は、金融商品取引所の定め

る１売買単位で行わなければならない。 

 

⑷ 会員は、株式累積投資に係る売買に伴

い、株式累積投資口とその他の間において

株券の移動が生ずる場合は、証券取引所の

定める１売買単位で行わなければならな

い。 

 

第３章  株式ミニ投資 

 

（株式ミニ投資に係る取引単位等） 

第 ８ 条 会員が顧客との間で行う株式ミニ投

資に係る取引の単位等は、次の各号に定める

ところによるものとする。 

１ 金融商品取引所の定める１売買単位の

10 分の１単位の株券の持分を取引単位

（以下「取引単位」という。）とする。 

２     （ 現行どおり ） 

３ 会員は、株式ミニ投資に係る寄託株券に

関し、株式の併合、減資、分割又は無償割

当等により割り当てられる１取引単位に満

たない株券の売付けについては、第１号の

規定にかかわらず、その株数をもって行う

ことができる。 

 

第３  株式ミニ投資 

 

８．株式ミニ投資に係る取引単位等 

 会員が顧客との間で行う株式ミニ投資に係

る取引の単位等は、次の各号に定めるところ

によるものとする。 

⑴ 証券取引所の定める１売買単位の 10 分

の１単位の株券の持分を取引単位（以下

「取引単位」という。）とする。 

⑵    （ 省   略 ） 

⑶ 会員は、株式ミニ投資に係る寄託株券に

関し、株式の併合、減資、分割又は無償割

当等により割り当てられる１取引単位に満

たない株券の売付けについては、⑴の規定

にかかわらず、その株数をもって行うこと

ができる。 

 

（取扱い対象銘柄） 

第 ９ 条 会員は、取引所金融商品市場に上場

されている株券であって、単元株制度採用銘

柄（株券等の保管及び振替に関する法律第６

条の２に基づく当該株券の発行者が同意した

ものに限る。）の中から株式ミニ投資に係る

取引の対象とする銘柄（以下「選定銘柄」と

いう。）を選定するものとする。 

 

９．取扱い対象銘柄 

 会員は、証券取引所に上場されている株券

であって、単元株制度採用銘柄（株券等の保

管及び振替に関する法律（昭和 59 年法律第

30 号。以下「保振法」という。）第６条の２

に基づく当該株券の発行者が同意したものに

限る。）の中から株式ミニ投資に係る取引の

対象とする銘柄（以下「選定銘柄」とい

う。）を選定するものとする。 

 

（取引形態） 

第 10 条 会員は、顧客又は他の会員から株式

ミニ投資の注文を受託した場合は、当該顧客

又は他の会員を相手方とする売買の方法によ

り行わなければならない。ただし、顧客から

の注文に係る銘柄が自社又は自社の親会社の

発行する株券であるときは、代理又は自社が

指定する他の会員（以下「指定会員」とい

う。）との間における媒介により執行しなけ

ればならない。 

10．取 引形態 

⑴ 会員は、顧客又は他の会員から株式ミニ

投資の注文を受託した場合は、当該顧客又

は他の会員を相手方とする売買の方法によ

り行うものとする。ただし、顧客からの注

文に係る銘柄が自社又は自社の親会社の発

行する株券であるときは、代理又は自社が

指定する他の会員（以下「指定会員」とい

う。）との間における媒介により執行する

ものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、会員は、株式ミ

ニ投資に係る顧客の注文について媒介、取次

又は代理の方法により他の会員に執行させる

ことができる。 

⑵ 前号の規定にかかわらず、会員は、株式

ミニ投資に係る顧客の注文について媒介、

取次又は代理の方法により他の会員に執行

させることができる。 
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３ 会員は、株式ミニ投資に係る寄託残高を有

する顧客からの株券の売買注文については、

当該会員を相手方とする売買以外に応じては

ならない。ただし、第 1 項ただし書きの規定

に基づく場合はこの限りでない。 

 

⑶ 会員は、株式ミニ投資に係る寄託残高を

有する顧客からの株券の売買注文について

は、当該会員を相手方とする売買以外は応

じないものとする。ただし、⑴ただし書き

の規定に基づく場合はこの限りでない。 

 

（株式ミニ投資の自己分に係る区分管理） 

第 11 条    

～      （ 現行どおり ） 

３ 

11．株式ミニ投資の自己分に係る区分管理 

⑴ 

～    （ 省   略 ） 

⑶  

４ 会員は、株式ミニ投資に係る売買に伴い、

株式ミニ投資口とその他の間において株券の

移動が生ずる場合は、金融商品取引所の定め

る１売買単位で行わなければならない。 

 

⑷ 会員は、株式ミニ投資に係る売買に伴

い、株式ミニ投資口とその他の間において

株券の移動が生ずる場合は、証券取引所の

定める１売買単位で行わなければならな

い。 

 

（商品有価証券残高に係る取扱い） 

第 12 条 会員は、顧客との間で株式ミニ投資

に係る取引を行うに当たっては、株式ミニ投

資に係る株券と次に掲げるものを相殺しては

ならない。 

１  

～       （ 現行どおり ） 

４  

 

12．商品有価証券残高に係る取扱い 

 会員は、顧客との間で株式ミニ投資に係る

取引を行うに当たっては、株式ミニ投資に係

る株券と次に掲げるものを相殺してはならな

い。 

①  

～       ( 省   略 ) 

④  

 

（共同計算取引の禁止） 

第 13 条   （ 現行どおり ） 

 

13．共同計算取引の禁止 

            ( 省   略 ) 

（約定日及び受渡日） 

第 14 条   （ 現行どおり ） 

２      （ 現行どおり ） 

14．約定日及び受渡日 

⑴    （ 省   略 ） 

⑵    （ 省   略 ） 

 

（約定価格） 

第 15 条 株式ミニ投資に係る会員と顧客との

約定価格は、約定日における予め定めた取引

所金融商品市場の価格に基づき決定しなけれ

ばならない。 

２ 前項の約定価格について、取引所金融商品

市場の価格に基づき決定する場合は、取引所

金融商品市場の一定時における最良気配の範

囲内の価格若しくは売買高加重平均価格でな

ければならない。 

 

15．約 定価格 

⑴ 株式ミニ投資に係る会員と顧客との約定

価格は、約定日における予め定めた取引所

有価証券市場の価格に基づき決定するもの

とする。 

⑵ 上記⑴の約定価格について、取引所有価

証券市場の価格に基づき決定する場合は、

取引所有価証券市場の一定時における最良

気配の範囲内の価格若しくは売買高加重平

均価格でなければならないものとする。 

 

（保護預り口座との関係） 

第 16 条 会員は、選定銘柄に係る発行会社の

事業年度の末日等会社法第 124 条第１項に基

づく権利確定日（以下「確定日」という。）

において当該銘柄の１売買単位に到達した顧

客の株式ミニ投資に係る寄託残高について

16．保護預り口座との関係 

⑴ 会員は、選定銘柄に係る発行会社の事業

年度の末日等会社法第 124 条第１項に基づ

く権利確定日（以下「確定日」という。）

において当該銘柄の１売買単位に到達した

顧客の株式ミニ投資に係る寄託残高につい
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は、顧客ごとに１売買単位の整数倍に達して

いる場合は、当該顧客からの申し出の有無に

かかわらず１売買単位の整数倍に係る部分の

株数を、株式ミニ投資によらない当該顧客名

義の保護預り口座へ移管しなければならな

い。 

ては、顧客ごとに１売買単位の整数倍に達

している場合は、当該顧客からの申し出の

有無にかかわらず１売買単位の整数倍に係

る部分の株数を、株式ミニ投資によらない

当該顧客名義の保護預り口座へ移管するも

のとする。 

２ 会員は、前項の取扱いの対象とした株券に

ついては、株式ミニ投資約款の対象から除外

し、当該株券については株式ミニ投資に係る

取引を行うことはできない。 

⑵ 会員は、⑴の取扱の対象とした株券につ

いては、株式ミニ投資約款を解除するもの

とし、当該株券については株式ミニ投資に

係る取引を行うことはできないものとす

る。 

３ 会員は、株式ミニ投資によらない顧客の株

券については、株式ミニ投資による売付け注

文を受託してはならない。 

 

⑶ 会員は、株式ミニ投資によらない顧客の

株券については、株式ミニ投資による売付

け注文を受託することはできないものとす

る。 

 

第４章  雑 則 

 

（売買規制の準用） 

第 17 条 会員は、顧客との間で株式ミニ投資

に係る取引を行う場合は、金融商品取引所の

定める業務規程及び受託契約準則に定める売

買取引に関連する条項に従わなければならな

い。 

 

第４  雑 則 

 

17．売買規制の準用 

 会員は、顧客との間で株式ミニ投資に係る

取引を行う場合は、証券取引所の定める業務

規程及び受託契約準則に定める売買取引に関

連する条項に従わなければならない。 

 

（社内規程の整備） 

第 18 条 会員は、株式累積投資又は株式ミニ

投資の取扱いを行うに当たっては、株式累積

投資又は株式ミニ投資に関する社内規程を整

備しなければならない。 

 

18．社内規程の整備 

 会員は、株式累積投資又は株式ミニ投資の

取扱いを行うに当たっては、株式累積投資又

は株式ミニ投資に関する社内規程を整備する

ものとする。 

 

  

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配分について」（理事会決議）の一部改正について

（案） 

 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配分

に関する規則 

 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、協会員による株券等

（「有価証券の引受け等に関する規則」第２

条第１号に規定する株券等をいう。以下同

じ。）の募集若しくは売出しの引受け、募集

若しくは売出しの取扱い又は売出し（以下

「募集等の引受け等」という。）を行うに当

たって、株券等を広い範囲の投資者へ円滑に

消化することを図りつつ、顧客への公平な配

分を実現することを目的とする。 

 

 

「株券等の募集等の引受け等に係る顧客への配

分について」（理事会決議） 

 

 

 この理事会決議は、協会員による株券等

（「有価証券の引受け等に関する規則」（公正慣

習規則第 14 号）第２条第１号に規定する株券

等をいう。以下同じ。）の募集若しくは売出し

の引受け、募集若しくは売出しの取扱い又は売

出し（以下「募集等の引受け等」という。）を

行うに当たって、株券等を広い範囲の投資者へ

円滑に消化することを図りつつ、顧客への公平

な配分を実現することを目的とする。 

 

（公平な配分） 

第 ２ 条   ( 現行どおり ) 

 

１．公平な配分 

        ( 省   略 ) 

 

（新規公開の際の一部抽選） 

第 ３ 条 協会員は、新規公開に際して行う株

券の個人顧客への配分に当たっては、原則と

して、当該協会員における個人顧客への配分

予定数量の 10％以上について抽選により配

分先を決定するものとする。ただし、次の各

号に掲げる場合には抽選の割合を引き下げる

又は抽選による配分を採用しない若しくは中

止することができるものとする。 

１  

～     ( 現行どおり ) 

６  

 

２．新規公開の際の一部抽選 

 協会員は、新規公開に際して行う株券の個

人顧客への配分に当たっては、原則として、

当該協会員における個人顧客への配分予定数

量の 10％以上について抽選により配分先を

決定するものとする。ただし、次に掲げる場

合には抽選の割合を引き下げる又は抽選によ

る配分を採用しない若しくは中止することが

できるものとする。 

①  

～     ( 省   略 ) 

⑥  

 

（集中配分及び不公正配分の禁止） 

第 ４ 条   ( 現行どおり ) 

３．集中配分及び不公正配分の禁止 

        ( 省   略 ) 

 

（配分の基本方針の策定及び公表） 

第 ５ 条 協会員は、募集等の引受け等を行う

に当たっては、あらかじめ、株券等を投資者

に配分する際の基本方針（以下「基本方針」

という。）を策定しなければならない。 

２ 前項に規定する基本方針には、次の各号に

掲げる事項について、できるだけ具体的かつ

投資者にとって分かりやすく記載するものと

する。 

４．配分の基本方針の策定及び公表 

⑴ 協会員は、募集等の引受け等を行うに当

たっては、あらかじめ、株券等を投資者に

配分する際の基本方針（以下「基本方針」

という。）を策定するものとする。 

 

⑵ 基本方針には、次に掲げる事項につい

て、できるだけ具体的かつ投資者にとって

分かりやすく記載するものとする。 

別紙６
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１  

～    ( 現行どおり ) 

６  

３ 協会員は、基本方針を本協会へ届け出ると

ともに、店頭における掲示又は当該協会員の

ホームページにおける表示等、適切な方法に

より、その内容を投資者へ周知しなければな

らない。 

４     ( 現行どおり ) 

①  

～     ( 省   略 ) 

⑥  

⑶ 協会員は、基本方針を本協会へ届け出る

とともに、店頭における掲示又は当該協会

員のホームページにおける表示等、適切な

方法により、その内容を投資者へ周知する

ものとする。 

⑷     ( 省   略 ) 

 

（社内規則の制定） 

第 ６ 条 協会員は、募集等の引受け等を行っ

た株券等の配分に関する社内規則（以下「社

内規則」という。）を作成し、これを遵守し

なければならない。 

２ 社内規則には、次の各号に掲げる事項につ

いて、できるだけ詳細かつ具体的に規定する

ものとする。 

１  

～    ( 現行どおり ) 

13  

３ 協会員は、社内規則を本協会へ届け出なけ

ればならない。 

 

５．社内規則の制定 

⑴ 協会員は、募集等の引受け等を行った株

券等の配分に関する社内規則（以下「社内

規則」という。）を作成し、これを遵守す

るものとする。 

⑵ 社内規則には、次に掲げる事項につい

て、できるだけ詳細かつ具体的に規定する

ものとする。 

①  

～    ( 省   略 ) 

⑬  

⑶ 協会員は、社内規則を本協会へ届け出る

ものとする。 

 

（社内管理体制の充実） 

第 ７ 条 協会員は、募集等の引受け等を行っ

た株券等の配分が自社の社内規則に基づき適

正に行われたか否かについて、内部管理統括

責任者の責任において定期的に検査を行わな

ければならない。 

 

６．社内管理体制の充実 

 協会員は、募集等の引受け等を行った株券

等の配分が自社の社内規則に基づき適正に行

われたか否かについて、内部管理統括責任者

の責任において定期的に検査を行うものとす

る。 

 

（記録の保存等） 

第 ８ 条 協会員は、外部の監査及び検査等が

適切に行われるよう次に掲げる記録を５年間

保存しなければならない。 

１     ( 現行どおり ) 

２     ( 現行どおり ) 

３ 前条に規定する検査結果に関する記録 

２ 協会員は、前項各号に掲げる記録につい

て、本協会が行う提出請求又は監査に応じな

ければならない。 

 

７．記録の保存等 

⑴ 協会員は、外部の監査・検査等が適切に

行われるよう次に掲げる記録を５年間保存

するものとする。 

①     ( 省   略 ) 

②     ( 省   略 ) 

③ 上記６．の検査結果に関する記録 

⑵ 協会員は、上記⑴の記録について、本協

会が行う提出請求又は監査に応じるものと

する。 

 

（配分状況の公表） 

第 ９ 条 会員は、自社が引受けた株券等の配

分状況を四半期毎に取りまとめ、分析の上、

所定の様式により、本協会へ報告しなければ

ならない。 

２ 協会員は、新規公開に際して行う株券の個

人顧客への配分状況を１か月毎に取りまと

８．配分状況の公表 

⑴ 会員は、自社が引受けた株券等の配分状

況を四半期毎に取りまとめ、分析の上、所

定の様式により、本協会へ報告するものと

する。 

⑵ 協会員は、新規公開に際して行う株券の

個人顧客への配分状況を一か月毎に取りま



 

 －56－

改  正  案 現     行 

め、分析の上、所定の様式により、払込期日

の属する月の翌々月に本協会へ報告しなけれ

ばならない。 

３ 本協会は前２項により報告を受けた配分の

状況を、定期的に公表する。 

 

とめ、分析の上、所定の様式により、払込

期日の属する月の翌々月に本協会へ報告す

るものとする。 

⑶ 本協会は上記⑴及び⑵により報告を受け

た配分の状況を、定期的に公表する。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「株券等の貸借取引の取扱いについて」理事会決議（自主規制会議決議）の一部改正について

（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

株券等の貸借取引の取扱いに関する規則 「株券等の貸借取引の取扱いについて」理事

会決議（自主規制会議決議） 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、会員が行う株券等の貸

借取引に関し、株券等貸借取引契約の締結、

取引の方法等について必要な事項を定め、株

券等貸借取引を公正かつ円滑ならしめ、もっ

て資本市場の健全な発展に資することを目的

とする。 

 

 

この理事会決議は、会員が行う株券等の貸借

取引（以下「株券等貸借取引」という。）に関

し、株券等貸借取引契約の締結、取引の方法等

について必要な事項を定め、株券等貸借取引を

公正かつ円滑ならしめ、もって資本市場の健全

な発展に資することを目的とする。 

 

（法令・規則等の遵守） 

第 ２ 条 会員は、取引相手方（他の会員を含

む。以下同じ。）との間で、株券等貸借取引

を行うに当たっては、この規則によるほか、

金融商品取引法（以下「金商法」という。）

その他関係法令、諸規則を遵守しなければな

らない。 

 

１．法令・規則等の遵守 

 会員は、取引相手方（他の会員を含む。以

下同じ。）との間で、株券等貸借取引を行う

に当たっては、この理事会決議によるほか、

証券取引法その他関係法令、諸規則を遵守し

なければならない。 

 

（定義） 

第 ３ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ 株券等  

 株券、優先出資証券（協同組織金融機関

の発行する優先出資証券をいう。以下同

じ。）並びに国内の取引所金融商品市場に

新たに上場される又は既に上場されている

投資信託受益証券（投資信託の受益証券を

いう。以下同じ。）及び投資証券並びに外

国株預託証券（金商法第２条第１項第 20

号に規定する有価証券のうち、外国法人が

発行する株券に係る権利を表示する預託証

券をいう。以下同じ。） 

 

２．定 義 

 この理事会決議において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

① 株 券 等  株券、優先出資証券

（協同組織金融機関

の発行する優先出資

証券をいう。以下同

じ。）並びに国内の

証券取引所に新たに

上場される又は既に

上場されている投資

信託受益証券（投資

信託の受益証券をい

う。以下同じ。）及

び投資証券並びに外

国株預託証券（証券

取引法第２条第１項

第10号の３に規定す

る有価証券のうち、

外国法人が発行する

株券に係る権利を表

示する預託証券をい

う。以下同じ。） 

別紙７
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２ 

～         ( 現行どおり ) 

10 

②  

～     ( 省   略 ) 

⑩ 

11 時価 

 有価証券等の時価は、次に掲げる有価証

券等の区分に応じ次に定めるところによ

る。 

⑪ 時 価  有価証券等の時価

は、次に掲げる有

価証券等の区分に

応じ次に定めると

ころによる。 

イ 第７条第２項第１号に規定する株券、

同項第７号に規定する新株予約権付社債

券（同時に募集されかつ同時に割り当て

られた社債券及び新株予約権証券であっ

て一体で売買するものを含む。以下同

じ。）、同項第８号に規定する交換社債券

並びに同項第 14 号に規定する投資信託

受益証券及び投資証券のうち国内の取引

所金融商品市場に上場されているもの 

 国内の取引所金融商品市場における最

終価格（国内の取引所金融商品市場にお

いて気配表示が行われているときは、当

該最終気配値段） 

イ ６．⑵①に規定する株券、６．⑵

⑧に規定する新株予約権付社債券

（同時に募集されかつ同時に割り当

てられた社債券及び新株予約権証券

であって一体で売買するものを含

む。以下同じ。）、６．⑵⑩に規定す

る交換社債券並びに６．⑵⑯に規定

する投資信託受益証券及び投資証券

のうち国内の証券取引所に上場され

ているもの 

 国内の証券取引所における最終価格

（国内の証券取引所において気配表示

が行われているときは、当該最終気配

値段） 

ロ 第７条第２項第 14 号に規定する投資

信託受益証券及び投資証券のうち投資信

託協会が前日の時価を発表するもの 

 投資信託協会が発表する時価 

ロ ６．⑵⑯に規定する投資信託受益

証券及び投資証券のうち投資信託協

会が前日の時価を発表するもの 

 投資信託協会が発表する時価 

ハ イからロに掲げる有価証券以外の有価

証券のうち本協会が売買参考統計値を発

表するもの 

 本協会が発表する売買参考統計値のう

ち平均値 

ニ イからハに掲げる有価証券以外の有価

証券のうち国内の取引所金融商品市場に

上場されているもの 

 国内の取引所金融商品市場における最

終価格（国内の取引所金融商品市場にお

いて気配表示が行われているときは、当

該最終気配値段） 

ホ イからニに掲げる有価証券以外の有価

証券等 

 合理的かつ適正な価格又は気配値 

 

ハ イからハに掲げる有価証券以外の

有価証券のうち本協会が売買参考統

計値を発表するもの 

 本協会が発表する売買参考統計値の

うち平均値 

ニ イからニに掲げる有価証券以外の

有価証券のうち国内の証券取引所に

上場されているもの 

 国内の証券取引所における最終価格

（国内の証券取引所において気配表示

が行われているときは、当該最終気配

値段） 

ホ イからホに掲げる有価証券以外の

有価証券等 

 合理的かつ適正な価格又は気配値 

 

（株券等貸借取引に関する説明及び確認） 

第 ４ 条 会員は、顧客（特定投資家（金商法

第２条第31項に規定する特定投資家（金商法

第34条の２第５項の規定に基づき特定投資家

以外の顧客とみなされる者を除く。）及び金

商法第34条の３第４項（金商法第34条の４第

４項において準用する場合を含む。）の規定

３．株券等貸借取引に関する説明及び確認 

⑴ 会員は、顧客（証券取引法第２条第３項

第１号に規定する適格機関投資家及びこれ

に相当する外国の法人その他の団体を除

く。以下「個人投資家等」という。）から

株券等を借り入れる場合は、あらかじめ当

該個人投資家等に対し、次の事項に関して
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に基づき特定投資家とみなされる者をいう。

以下同じ。）及びこれに相当する外国の法人

その他の団体を除く。以下「個人投資家等」

という。）から株券等を借り入れる場合は、

あらかじめ当該個人投資家等に対し、次の各

号に掲げる事項に関して説明しなければなら

ない。 

説明しなければならない。 

 

１  

～     ( 現行どおり ) 

４  

①  

～      ( 省   略 ) 

④ 

２      ( 現行どおり ) ⑵       ( 省   略 ) 

 

（株券等貸借取引契約の締結） 

第 ５ 条 会員は、株券等貸借取引を開始する

ときは、あらかじめ取引相手方との間におい

て、株券等貸借取引に関する基本契約書（以

下「基本契約書」という。）を取り交わすと

ともに、当該契約書を整理及び保管しなけれ

ばならない。 

４．株券等貸借取引契約の締結 

⑴ 会員は、株券等貸借取引を開始するとき

は、あらかじめ取引相手方との間におい

て、株券等貸借取引に関する基本契約書

（以下「基本契約書」という。）を取り交

わすとともに、当該契約書を整理、保管す

るものとする。 

２ 会員は、前項に規定する基本契約書に基づ

き、株券等を借り入れる場合は、その都度、

取引相手方との間において、株券等貸借取引

に関する基本契約書に係る個別取引契約書

（以下「個別取引契約書」という。）を取り

交わし、又は貸出者に対し、有価証券借用証

書（以下「借用証書」という。）を差し入れ

なければならない。ただし、当該貸出者との

間において株券等貸借取引に関する基本契約

書に係る合意書（以下「合意書」という。）

を取り交わした場合には、株券等貸借取引に

関する基本契約書に係る個別取引明細書（以

下「個別取引明細書」という。）の交付をも

って、個別取引契約書に代えることができ

る。 

 

⑵ 会員は、前記⑴の基本契約書に基づき、

株券等を借り入れる場合は、その都度、取

引相手方との間において、株券等貸借取引

に関する基本契約書に係る個別取引契約書

（以下「個別取引契約書」という。）を取

り交わすものとし、若しくは貸出者に対

し、有価証券借用証書（以下「借用証書」

という。）を差し入れるものとする。ただ

し、当該貸出者との間において株券等貸借

取引に関する基本契約書に係る合意書（以

下「合意書」という。）を交換した場合に

は、株券等貸借取引に関する基本契約書に

係る個別取引明細書（以下「個別取引明細

書」という。）の交付をもって、個別取引

契約書に代えることができる。 

３ 会員は、第１項に規定する基本契約書に基

づき、株券等を貸し付ける場合は、個別取引

契約書を取り交わし、又は借入者から借用証

書を受け入れなければならない。ただし、当

該借入者との間において合意書を交換した場

合には、個別取引明細書の交付をもって、個

別取引契約書に代えることができる。 

⑶ 会員は、前記⑴の基本契約書に基づき、

株券等を貸し付ける場合は、個別取引契約

書を取り交わすものとし、又は借入者から

借用証書を受け入れるものとする。ただ

し、当該借入者との間において合意書を交

換した場合には、個別取引明細書の交付を

もって、個別取引契約書に代えることがで

きる。 

４ 会員は、第１項に規定する基本契約書に

は、次の各号に掲げる事項を記載しなければ

ならない。 

１  

～     ( 現行どおり ) 

11  

⑷ 会員は、前記⑴の基本契約書には、次の

各号に掲げる事項を記載するものとする。

 

① 

～      ( 省   略 ) 

⑪  



 

 －60－

改  正  案 現     行 

５ 第２項及び第３項に規定する個別取引契約

書、借用証書又は個別取引明細書には、次の

各号に掲げる事項を記載しなければならな

い。 

１  

～     ( 現行どおり ) 

８  

⑸ 前記⑵及び⑶の個別取引契約書、借用証

書又は個別取引明細書には、次の各号に掲

げる事項を記載するものとする。 

 

① 

～      ( 省   略 ) 

⑧ 

６ 会員は、株券等貸借取引において貸出者と

なる場合、借入者が借り入れた株券等を売却

する目的で行う株券等貸借取引であるか否か

を確認するとともに、証憑書類等を保管しな

ければならない。 

⑹ 会員は、株券等貸借取引において貸出者

となる場合、借入者が借り入れた株券等を

売却する目的で行う株券等貸借取引である

か否かを確認するとともに、証憑書類等を

保管するものとする。 

７ 会員は、第２項及び第３項に規定する個別

取引明細書の交付に代えて、「書面の電磁的

方法による提供等の取扱いに関する規則」

(以下「書面電磁的提供等規則」という。)に

定めるところにより、当該個別取引明細書に

記載すべき事項について電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法により提供することができる。この

場合において、当該会員は、当該個別取引明

細書を交付したものとみなす。 

⑺ 会員は、前記⑵及び⑶の規定による個別

取引明細書の交付に代えて、「書面の電磁

的方法による提供等の取扱いについて」

（理事会決議）に定めるところにより、当

該個別取引明細書に記載すべき事項につい

て電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法により提

供することができる。この場合において、

当該会員は、当該個別取引明細書を交付し

たものとみなす。 

８ 会員は、第１項から第３項に規定する基本

取引契約書及び個別取引契約書（以下本条に

おいて「契約書」という。）の取り交わし、

借用証書の差入れ及び受入れ並びに合意書の

取り交わし（以下本条において「契約書の取

り交わし等」という。）に代えて、当該契約

書の取り交わし等を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用する

方法で行うことができる。この場合におい

て、当該会員は、当該契約書の取り交わし等

を書面により行ったものとみなす。 

⑻ 会員は、前記⑴から⑶の規定による基本

取引契約書及び個別取引契約書（以下４．

において「契約書」という。）の取り交わ

し、借用証書の差入れ及び受入れ並びに合

意書の交換（以下４．において「契約書の

取り交わし等」という。）に代えて、当該

契約書の取り交わし等を電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を

利用する方法で行うことができる。この場

合において、当該会員は、当該契約書の取

り交わし等を書面により行ったものとみな

す。 

９ 前項の規定に基づき契約書の取り交わし等

を行った会員は、取引相手方から契約書、借

用証書又は合意書の内容について照会があっ

たときは、遅滞なく、当該取引相手方にその

契約書、借用証書又は合意書の内容を文書、

口頭、電信又は電話、電子情報処理組織を使

用する方法その他の方法により回答しなけれ

ばならない。 

 

⑼ 前記⑻の規定に基づき契約書の取り交わ

し等を行った会員は、取引相手方から契約

書、借用証書又は合意書の内容について照

会があったときは、遅滞なく、当該取引相

手方にその契約書、借用証書又は合意書の

内容を文書、口頭、電信又は電話、電子情

報処理組織を使用する方法その他の方法に

より回答しなければならない。 

 

（担保金等の受入） 

第 ６ 条   ( 現行どおり ) 

５．担保金等の受入 

⑴      ( 省   略 ) 

２ 会員は、株券等貸借取引において借入者と

なる場合の担保金については、貸出者との合

意のもとに決定するものとする。ただし、貸

出者が個人投資家等である場合は、当該個人

⑵ 会員は、株券等貸借取引において借入者

となる場合の担保金については、貸出者と

の合意のもとに決定するものとする。ただ

し、貸出者が個人投資家等である場合は、
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投資家等から担保の差入れを必要としない旨

の確認をあらかじめ又は同時に書面で得た場

合を除き、担保（担保の差入れと同様の効果

を有するものを含む。）を差入れなければな

らない。また、無担保で取引を行う際は、貸

出者の属性を問わず、会員は貸出者に対し

て、当該無担保での取引に伴うリスクに関す

る事項について十分説明しなければならな

い。 

当該個人投資家等から担保の差入れを必要

としない旨の確認をあらかじめ又は同時に

書面で得た場合を除き、担保（担保の差入

れと同様の効果を有するものを含む。）を

差入れるものとする。また、無担保で取引

を行う際は、貸出者の属性を問わず、会員

は貸出者に対して、当該無担保での取引に

伴うリスクに関する事項について十分説明

するものとする。 

３ 会員は、借入者から受け入れた担保金に対

して金利を付することができる。 

⑶ 会員は、借入者から受け入れた担保金に

対して金利を付することができるものとす

る。 

４ 会員は、第２項の規定による個人投資家等

から担保の差入れを必要としない旨の書面

（以下「株券等貸借取引無担保確認書」とい

う。）の徴求に代えて、書面電磁的提供等規

則」に定めるところにより、株券等貸借取引

無担保確認書に記載すべき事項について電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法により提供を受ける

ことができる。この場合において、当該会員

は、当該確認書の取り交わし等を書面により

行ったものとみなす。 

（ 新   設 ） 

５ 前項の規定に基づき株券等貸借取引無担保

確認書の取り交わし等を行った会員は、取引

相手方である個人投資家等から株券等貸借取

引無担保確認書の内容について照会があった

ときは、遅滞なく、当該取引相手方である個

人投資家等に株券等貸借取引無担保確認書の

内容を文書、口頭、電信又は電話、電子情報

処理組織を使用する方法その他の方法により

回答しなければならない。 

 

（ 新   設 ） 

（担保金の代用） 

第 ７ 条 前条及び次条に規定する担保金は、

有価証券等をもって代用することができる。

なお、担保金の代用として受け入れる有価証

券等（以下「担保金代用有価証券」とい

う。）の受入れに当たっては、その担保金と

しての実効性に十分留意するとともに、証憑

書類等を保管しなければならない。 

６．担保金の代用 

⑴ ５．及び７．の担保金は、有価証券等を

もって代用することができる。なお、担保

金の代用として受け入れる有価証券等（以

下「担保金代用有価証券」という。）の受

入れに当たっては、その担保金としての実

効性に十分留意するとともに、証憑書類等

を保管するものとする。 

 

２ 借入者が借入れた株券等を貸出者を通じて

売却する目的で行う株券等貸借取引に際し、

担保金の代用として受け入れることができる

有価証券等の種類は次の各号に掲げるものと

し、その受け入れの際の代用価格は、その前

日の時価に当該各号に掲げる率を乗じた額を

超えない額とする。 

⑵ 借入者が借入れた株券等を貸出者を通じ

て売却する目的で行う株券等貸借取引に際

し、担保金の代用として受け入れることが

できる有価証券等の種類は、次に掲げるも

のとし、その受け入れの際の代用価格は、

その前日の時価に当該各号に掲げる率を乗

じた額を超えない額とする。 
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１ 国内の取引所金融商品市場に上場され

ている株券（外国投資証券、外国株預託

証券及び優先出資証券を含む。第3条第11

号イに同じ。）  100分の80 

① 国内の証券取引所に上場されている株

券（外国投資証券、外国株預託証券及び

優先出資証券を含む。２．⑪イに同

じ。）  100分の70 

（ 削   る ） ② 削 除 

２ 国債証券（金商法第２条第１項第１号に

掲げる国債証券をいう。）  100 分の 95

③ 国債証券  100分の95 

３ 地方債証券（金商法第２条第１項第２号

に掲げる地方債証券をいい、その発行に際

して、元引受契約が有価証券関連業（金商

法第 28 条第８項に規定する有価証券関連

業をいう。以下同じ。）を行う金商品取引

業者により締結されたものに限る。）

100 分の 85 

④ 地方債証券（その発行に際して、元引

受契約が証券会社又は外国証券会社によ

り締結されたものに限る。）  100分の

85 

４ 特別の法律により法人の発行する債券

（金商法第２条第１項第３号に掲げる有価

証券をいう。） 

イ      ( 現行どおり ) 

ロ      ( 現行どおり ) 

⑤ 特別の法律により法人の発行する債券

 

 

イ   ( 省   略 ) 

ロ   ( 省   略 ) 

５ 特定社債券（金商法第２条第１項第４号

に掲げる特定社債券をいう。）  100分の

85 

⑥ 特定社債券（証券取引法第２条第１項

第３号の２に掲げる有価証券）  100

分の85 

６ 国内の取引所金融商品市場に上場されて

いる社債券（金商法第２条第１項第５号に

掲げる社債券をいう。ただし、新株予約権

付社債券及び交換社債券を除く。以下同

じ。）又は国内の取引所金融商品市場にそ

の株券が上場されている会社が発行する社

債券で、かつ、外国法人以外の会社の発行

するもの（その発行に際して、元引受契約

が有価証券関連業を行う金融商品取引業者

により締結されたものに限る。）  100分

の85 

⑦ 国内の証券取引所に上場されている社

債券（新株予約権付社債券及び交換社債

券を除く。以下同じ。）又は国内の証券

取引所にその株券が上場されている会社

が発行する社債券で、かつ、外国法人以

外の会社の発行するもの（その発行に際

して、元引受契約が証券会社又は外国証

券会社により締結されたものに限る。）

100分の85 

７ 国内の取引所金融商品市場に上場されて

いる新株予約権付社債券又は国内の取引所

金融商品市場にその株券が上場されている

会社が発行する新株予約権付社債券で、か

つ、外国法人以外の会社の発行するもの

（その発行に際して元引受契約が有価証券

関連業を行う金融商品取引業者により締結

されたものに限る。）  100分の80 

⑧ 国内の証券取引所に上場されている新

株予約権付社債券又は国内の証券取引所

にその株券が上場されている会社が発行

する新株予約権付社債券で、かつ、外国

法人以外の会社の発行するもの（その発

行に際して元引受契約が証券会社又は外

国証券会社により締結されたものに限

る。）  100分の80 

（ 削   る ） ⑨ 削 除 

８ 国内の取引所金融商品市場に上場されて

いる交換社債券（その発行に際して元引受

契約が有価証券関連業を行う金融商品取引

業者により締結されたものに限る。）

100分の80 

９ 国内の取引所金融商品市場に上場されて

⑩ 国内の証券取引所に上場されている交

換社債券（その発行に際して元引受契約

が証券会社又は外国証券会社により締結

されたものに限る。）  100分の80 

 

⑪ 国内の証券取引所に上場されている円
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いる円貨建外国国債証券  100分の85 

10 国内の取引所金融商品市場に上場されて

いる円貨建外国地方債証券  100分の85 

11     ( 現行どおり ) 

12     ( 現行どおり ) 

13 第９号から前号に掲げる債券の発行者を

除く外国法人の発行する円貨建外国債券

（転換社債型新株予約権付社債券及び交換

社債券を除き、国内の取引所金融商品市場

に上場されているものに限る。  100分

の85 

貨建外国国債証券  100分の85 

⑫ 国内の証券取引所に上場されている円

貨建外国地方債証券  100分の85 

⑬    ( 省   略 ) 

⑭    ( 省   略 ) 

⑮ 前記⑪から⑭に掲げる債券の発行者を

除く外国法人の発行する円貨建外国債券

（転換社債型新株予約権付社債券及び交

換社債券を除き、国内の証券取引所に上

場されているものに限る。  100分の

85 

14 投資信託受益証券及び投資証券（国内の

取引所金融商品市場に上場されているもの

及び投資信託協会が前日（金融商品取引所

の休業日に当たるときは、順次繰り上げ

る。以下同じ。）の時価を発表するものに

限る。） 

⑯ 投資信託受益証券及び投資証券（国内

の証券取引所に上場されているもの及び

投資信託協会が前日の時価を発表するも

のに限る。） 

イ       ( 現行どおり ) 

ロ その他のもの  100分の80 

イ   ( 省   略 ) 

ロ その他のもの  100分の70 

15     ( 現行どおり ) 

16     ( 現行どおり ) 

⑰     ( 省   略 ) 

⑱     ( 省   略 ) 

17 コマーシャル・ペーパー（海外において

発行されたものを除く。）  100分の85 

⑲ コマーシャル・ペーパー（同上）

100分の85 

 

18  

～     ( 現行どおり ) 

21  

⑳ 

～    ( 省   略 ) 

○23 

３       ( 現行どおり ) 

 

⑶     ( 省   略 ) 

（担保金等の追加受入等） 

第 ８ 条 会員は、借入者に貸し付けている株

券等の時価総額を日々値洗いし、当該株券等

の時価総額が当該借入者から受け入れている

担保金総額及び担保金代用有価証券の時価総

額に掛目を乗じた額と比較し、過不足が生じ

た場合は、速やかに借入者との合意に基づい

て決定された追加担保金の受入れ又は余剰担

保金の返還を行うものとする。ただし、借入

者が借り入れた株券等を売却する目的で行う

株券等貸借取引において、当該借入者が売却

代金を担保として差入れている場合の当該担

保金の返還については、この限りでない。 

 

７．担保金等の追加受入等 

 会員は、借入者に貸し付けている株券等の

時価総額を日々値洗いし、当該株券等の時価

総額が当該借入者から受け入れている担保金

総額及び担保金代用有価証券の時価総額に掛

目を乗じた額と比較し、過不足が生じた場合

は、速やかに借入者との合意に基づいて決定

された追加担保金の受入れ又は余剰担保金の

返還を行うものとする。 

 なお、借入者が借り入れた株券等を売却す

る目的で行う株券等貸借取引において、当該

借入者が売却代金を担保として差入れている

場合の当該担保金の返還については、この限

りではない。 

 

（受入担保金の適切な運用） 

第 ９ 条    ( 現行どおり ) 

 

８．受入担保金の適切な運用 

( 省   略 ) 

 

（担保金等の返還） 

第 10 条 会員は、貸借期間満了時に、取引相

９．担保金等の返還 

 会員は、貸借期間満了時に、取引相手方か



 

 －64－

改  正  案 現     行 

手方から貸借対象株券等の返還を受けた後

に、速やかに担保金等を当該取引相手方に返

還しなければならない。 

 

ら貸借対象株券等の返還を受けた後に、速や

かに担保金等を当該取引相手方に返還するも

のとする。 

 

（貸借料の受入れ等） 

第 11 条 会員が株券等の貸出を行った場合に

取引相手方から受け入れる貸借料は、当該取

引相手方との合意により定めるものとする。

２ 会員が株券等の借入を行った場合に取引相

手方に対し支払う貸借料は、当該取引相手方

との合意により定めるものとする。 

 

10．貸借料の受入れ等 

⑴ 会員は、株券等の貸出を行った場合に取

引相手方から受け入れる貸借料は、当該取

引相手方との合意によるものとする。 

⑵ 会員は、株券等の借入を行った場合に取

引相手方に対し支払う貸借料は、当該取引

相手方との合意によるものとする。 

 

（貸借残高等の照合） 

第 12 条    ( 現行どおり ) 

２ 前項に規定する残高照合を行う場合におい

て、貸借対象株券等、担保金等の残高がない

取引相手方との間において直前に行った残高

照合以後その残高があったものについては、

当該取引相手方との間において、現在その残

高がない旨の残高照合を行わなければならな

い。 

 

11．貸借残高等の照合 

⑴      ( 省   略 ) 

⑵ 前記⑴の残高照合を行う場合において、

貸借対象株券等、担保金等の残高がない取

引相手方との間において直前に行った残高

照合以後その残高があったものについて

は、当該取引相手方との間において、現在

その残高がない旨の残高照合を行わなけれ

ばならない。 

 

（節度ある利用） 

第 13 条    ( 現行どおり ) 

12．節度ある利用 

  ( 省   略 ) 

 

 

（新規の株券等貸借取引の禁止） 

第 14 条 会員は、別段の合意がある場合を除

き、取引相手方が次の各号に掲げる場合に該

当するときには、当該相手方との間で新規に

株券等貸借取引を行ってはならない。 

１ 既取引に係る受渡未済等、会員に立替金

があるとき。 

２ 担保金が未入となっているとき。 

３ 取引状況その他から不適当と認められる

とき。 

 

13．新規の株券等貸借取引の禁止 

 会員は、別段の合意がある場合を除き、取

引相手方が次に掲げる場合に該当するときに

は、当該相手方との間で新規に株券等貸借取

引を行わないものとする。 

① 既取引に係る受渡未済等、会員に立替

金があるとき 

② 担保金が未入となっているとき 

③ 取引状況その他から不適当と認められ

るとき 

 

（社内規程の制定） 

第 15 条 会員は、株券等貸借取引を行うに当

たっては、会員の経営の健全性を確保するた

め、株券等貸借取引等に関する社内規程を制

定しなければならない。 

 

14．社内規程の制定 

 会員は、株券等貸借取引を行うに当たって

は、会員の経営の健全性を確保するため、株

券等貸借取引等に関する社内規程を制定する

ものとする。 

 

（社内管理体制の充実） 

第 16 条 会員は、株券等貸借取引が自社の社

内規則に基づき適正に行われたか否かについ

て、内部管理統括責任者の責任において定期

的に検査を行わなければならない。 

 

15．社内管理体制の充実 

 会員は、株券等貸借取引が自社の社内規則

に基づき適正に行われたか否かについて、内

部管理統括責任者の責任において定期的に検

査を行うものとする。 
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（株券等貸借取引状況の報告及び公表） 

第 17 条 会員は、毎週の株券等貸借取引の状

況について、翌週月曜日（当日が休業日の場

合は、翌営業日）の午前９時00分から午後３

時00分までの間に、所定の方法により本協会

に報告しなければならない。 

２ 本協会は、前項の規定により会員から報告

された株券等貸借取引状況について、遅滞な

く公表する。 

 

16．株券等貸借取引状況の報告及び公表 

⑴ 会員は、毎週の株券等貸借取引の状況に

ついて、翌週月曜日（当日が休業日の場合

は、翌営業日）の午前９時00分から午後３

時00分までの間に、所定の方法により本協

会に報告するものとする。 

⑵ 本協会は、前記⑴により会員から報告さ

れた株券等貸借取引状況について、遅滞な

く公表するものとする。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「会員における顧客による不公正取引の防止のための売買管理体制の整備について」理事会決議

（自主規制会議決議）の一部改正について（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

不公正取引の防止のための売買管理体制の整備

に関する規則 

 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、会員が上場株券等

（「上場株券等の取引所金融商品市場外での

売買等に関する規則」第２条１号に定める上

場株券等をいう。以下同じ。）の不公正取引

を防止するための売買管理体制（以下「上場

株券等の売買管理体制」という。）を整備す

るにあたり、社内規則の制定その他の必要な

措置を定めることにより、上場株券等の売買

管理体制を整備し、もって、証券市場の公正

性、透明性を図るとともに会員に対する投資

者の信頼を維持、向上させることを目的とす

る。 

 

 

「会員における顧客による不公正取引の防止の

ための売買管理体制の整備について」理事会決

議（自主規制会議決議） 

 

１．目 的 

 この理事会決議は、会員が、顧客による上

場株券等（「上場株券等の取引所有価証券市

場外での売買等に関する規則」公正慣習規則

第５号第２条１号に定める上場株券等をい

う。以下同じ。）の不公正取引を防止するた

めの売買管理体制（以下「上場株券等の売買

管理体制」という。）を整備するにあたり、

社内規則の制定その他の必要な措置を定める

ことにより、証券市場の公正性、透明性を図

るとともに会員に対する投資家の信頼を維

持、向上させることを目的とする。 

 

（ 削   る ） ２．上場株券等の売買管理体制の整備 

会員は、次に掲げる措置を講じることによ

り、上場株券等の売買管理体制を整備するも

のとする。 

 

 （委託取引に係る社内規則の制定） 

第 ２ 条 会員は、顧客による上場株券等の売

買に対する管理に関して、次の各号に掲げる

事項について規定した社内規則を定めなけれ

ばならない。 

１ 

～     （ 現行どおり ） 

７  

 

⑴ 社内規則の制定 

 会員は、上場株券等の売買管理に関し

て、次に掲げる事項について規定した社内

規則を定めなければならない。 

 

① 

～   （ 省   略 ） 

⑦  

 

（顧客の売買動向及び売買動機等の的確な把

握） 

第 ３ 条 会員は、前条で定めた社内規則に基

づき、適時、モニタリング（顧客の売買商

品、取引手法、取引形態、投資意向及び投資

経験等に関する調査をいう。）を行い、顧客

の売買動向及び売買動機等の的確な把握に努

めなければならない。 

 

⑵ 顧客の売買動向及び売買動機等の的確な

把握 

 会員は、上記⑴で定めた社内規則に基づ

き、適時、モニタリング（顧客の売買商

品、取引手法、取引形態、投資意向及び投

資経験等に関する調査をいう。）を行い、

顧客の売買動向及び売買動機等の的確な把

握に努めるものとする。 

（売買審査） 

第 ４ 条 会員は、第２条で定めた社内規則に

基づき売買審査を行わなければならない。 

⑶ 売買審査 

 会員は、上記⑴で定めた社内規則に基づ

き、次の①から④に定める規定に従って売

別紙８
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改  正  案 現     行 

買審査を行うものとする。 

２ 会員は、前項に規定する売買審査を行う際

の売買審査の対象となる顧客の抽出は、別表

「売買審査の対象となる顧客の抽出に関する

表」に掲げる銘柄及び顧客について、本協会

が別に定める抽出基準に従い行わなければな

らない。ただし、当該抽出基準によることが

過重な経済的負担を必要とする場合その他の

当該抽出基準により売買審査を行うことが困

難と認められる場合には、当該会員における

顧客管理体制等を勘案し、適切と認められる

抽出基準に変更することができる。 

① 売買審査の対象となる顧客の抽出は、

別表「売買審査の対象となる顧客の抽出

に関する表」に掲げる銘柄及び顧客につ

いて、本協会が別に定める抽出基準に従

い行うものとする。ただし、当該抽出基

準によることが過重な経済的負担を必要

とする場合その他の当該抽出基準により

売買審査を行うことが困難と認められる

場合には、当該会員における顧客管理体

制等を勘案し、適切と認められる抽出基

準に変更することができるものとする。

３ 前項ただし書きの規定にかかわらず、非対

面取引（顧客がインターネット等を利用する

ことによりその顧客の注文が機械的に認識又

は処理される取引をいう。以下同じ。）につ

いては、本協会が別に定める抽出基準に従っ

て抽出される顧客の数が、一般的に適切と評

価される売買審査体制を勘案し過大であり、

かつ、本協会が別に定める分析に係る項目に

従い売買審査を併せ行うこと等により、前項

本文の規定により抽出される顧客に対して審

査を行った結果と比較して、同程度の審査結

果が得られると認められる場合を除き、当該

抽出基準を変更してはならない。 

② 上記①ただし書きの規定にかかわら

ず、非対面取引（顧客がインターネット

等を利用することによりその顧客の注文

が機械的に認識又は処理される取引をい

う。以下同じ。）については、本協会が

別に定める抽出基準に従って抽出される

顧客の数が、一般的に適切と評価される

売買審査体制を勘案し過大であり、か

つ、本協会が別に定める分析に係る項目

に従い売買審査を併せ行うこと等によ

り、上記①本文の規定により抽出される

顧客に対して審査を行った結果と比較し

て、同程度の審査結果が得られると認め

られる場合を除き、当該抽出基準を変更

することができないものとする。 

４ 前２項により抽出された顧客が行った取引

については、本協会が別に定める分析に係る

項目その他の項目のうち必要なものについて

売買審査を行わなければならない。 

③ 上記①、②により抽出された顧客が行

った取引については、本協会が別に定め

る分析に係る項目その他の項目のうち必

要なものについて売買審査を行うものと

する。 

５ 前項に定める売買審査を行った結果、不公

正取引につながるおそれがあると認識した場

合には、当該取引を行った顧客に対し注意喚

起を行い、その後も改善が見られない場合に

は、当該顧客に対して注文の受託の停止その

他の適切な措置を講じなければならない。 

 

④ 上記③に定める売買審査を行った結

果、不公正取引につながるおそれがある

と認識した場合には、当該取引を行った

顧客に対し注意喚起を行い、その後も改

善が見られない場合には、当該顧客に対

して注文の受託の停止その他の適切な措

置を講じなければならない。 

 

（社内記録の作成、保存） 

第 ５ 条 会員は、次に掲げる事項について社

内記録を作成し、５年間保存しなければなら

ない。 

１ 第４条第３項に規定する売買審査の結果

（不公正取引に該当しないことが明らかな

場合を除く。）及び顧客に対して行った措

置 

２    （ 現行どおり ） 

⑷ 社内記録の作成、保存 

 会員は、次に掲げる事項について社内記

録を作成し、５年間保存するものとする。

① ⑶③に規定する売買審査の結果（不公

正取引に該当しないことが明らかな場合

を除く。）及び顧客に対して行った措置 

 

 

②   （ 省   略 ） 
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改  正  案 現     行 

 

（社内規則の見直し等） 

第 ６ 条 会員は、第２条の規定により定めた

社内規則について役職員に周知徹底を図り、

市場及び取引の実態に応じて、売買管理の業

務を担当する部門に見直しを行わせること等

により、その実効性を確保しなければならな

い。 

 

３．社内規則の見直し等 

 会員は、上記２.⑴で定めた社内規則につ

いて役職員に周知・徹底を図り、市場及び取

引の実態に応じて、売買管理の業務を担当す

る部門に見直しを行わせること等により、そ

の実効性を確保するものとする。 

 

（自己売買に関する社内管理） 

第 ７ 条 会員は、前各条に基づく委託注文に

関する社内管理のほか、自己の計算により行

う売買についても、自社の業務内容や規模等

を勘案し、適切に管理しなければならない。

 

 

（ 新   設 ） 

別 表 

 

売買審査の対象となる顧客の抽出に関する表 

 

 売買審査の対象となる顧客の抽出は、以下に

掲げる銘柄の区分に応じて、当該各区分に定め

る顧客について行わなければならない。 

 

 銘 柄  顧 客 

１ （現行どおり） １ （現行どおり）

２ （現行どおり） ２ （現行どおり）

３ （現行どおり） ３ （現行どおり）

４ （現行どおり） ４ （現行どおり）

５ 

当該会員が売買

を行った全ての

銘柄 

５ 

金融商品取引所

又はその取引参

加者等から不公

正取引の疑いに

ついて情報提供

が行われた場合

において、その

対象となった顧

客 

６ （現行どおり） ６ （現行どおり） 

別 表 

 

売買審査の対象となる顧客の抽出に関する表 

 

 売買審査の対象となる顧客の抽出は、以下に

掲げる銘柄の区分に応じて、当該各区分に定め

る顧客について行うものとする。 

 

 銘 柄  顧 客 

１ （ 省  略 ） １ （ 省  略 ） 

２ （ 省  略 ） ２ （ 省  略 ） 

３ （ 省  略 ） ３ （ 省  略 ） 

４ （ 省  略 ） ４ （ 省  略 ） 

５

当該会員が売買

を行った全ての

銘柄 

５ 

証券取引所又は

その取引参加者

等から不公正取

引の疑いについ

て情報提供が行

われた場合にお

いて、その対象

となった顧客 

 

６ （ 省  略 ） ６ （ 省  略 ） 
（注） １．  （ 現行どおり ） （注）１．   （ 省   略 ） 

２．金融商品取引法第２条第８項

第 12 号ロに規定する投資一任契

約及び金融商品取引業等に関す

る内閣府令第 123 条第 13 号イか

らホに掲げる行為については、

その顧客を抽出の対象から除く

ことができる。 

２．証券取引法第 34 条第２項第１

号の投資一任契約及び「証券会

社の行為規制等に関する内閣府

令」（昭和 40 年大蔵省令第 60

号）第１条第１項各号に掲げる

契約に基づいて行う売買につい

ては、その顧客を抽出の対象か

ら除くことができる。 

３．立会外売買（金融商品取引所 ３．立会外売買（証券取引所の定
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の定める規則による売買立会に

よらない方法による有価証券の

売買をいう。）及び取引所金融商

品市場外での売買については、

その顧客を抽出の対象から除く

ことができる。 

 

める規則による売買立会によら

ない方法による有価証券の売買

をいう。）及び取引所有価証券市

場外での売買については、その

顧客を抽出の対象から除くこと

ができる。 

 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「信用取引に係る委託保証金代用有価証券の掛目の変更等の取扱いについて」理事会決議（自主

規制会議決議）の一部改正について（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

信用取引に係る委託保証金代用有価証券の掛

目の変更等の取扱いに関する規則 

 

 

「信用取引に係る委託保証金代用有価証券の掛

目の変更等の取扱いについて」理事会決議（自

主規制会議決議） 

 

 （目的） 

第 １ 条 この規則は、会員が信用取引に係

る委託保証金を有価証券をもって代用する

に際し、会員における独自の判断により、

代用価格の計算における当該有価証券の時

価に乗ずる率（以下「掛目」という。）を変

更する又は当該有価証券を委託保証金の代

用有価証券から除外する場合（以下「掛目

の変更等」という。）の取扱いについて定

め、もって投資者の保護に資することを目

的とする。 

 

１．目 的 

この理事会決議は、会員が信用取引に係る

委託保証金を有価証券をもって代用するに際

し、会員における独自の判断により、代用価

格の計算における当該有価証券の時価に乗ず

る率（以下「掛目」という。）を変更する又

は当該有価証券を委託保証金の代用有価証券

から除外する場合（以下「掛目の変更等」と

いう。）の取扱いについて定め、もって投資

者の保護に資することを目的とする。 

 

（法令・諸規則等の遵守） 

第 ２ 条 会員は、掛目の変更等を行う場合

には、この規則によるほか、金融商品取引

法その他関係法令、諸規則等を遵守すると

ともに、投資者保護の観点からリスクに見

合った合理的かつ適切な範囲で行わなけれ

ばならない。 

 

２．法令・諸規則等の遵守 

会員は、掛目の変更等を行う場合には、こ

の理事会決議によるほか、証券取引法その他

関係法令、諸規則等を遵守するとともに、投

資者保護の観点からリスクに見合った合理的

かつ適切な範囲で行うこととする。 

 

（掛目の変更等を行う事象の顧客への説明

及び周知） 

第 ３ 条 会員は、信用取引を初めて行う顧

客に対し、あらかじめ、掛目の変更等を行

う場合があることについて、その事象及び

変更後の掛目の適用までの期間を例示する

などにより可能な限り具体的に説明しなけ

ればならない。 

２ 会員は、前項に規定する説明しなければ

いけない事項について、書面の交付、店頭

における掲示又は当該会員のホームページ

における表示等、適切な方法により周知し

なければならない。 

 

３．掛目の変更等を行う事象の顧客への説明及

び周知 

会員は、信用取引を初めて行う顧客に対

し、あらかじめ、掛目の変更等を行う場合が

あることについて、その事象及び変更後の掛

目の適用までの期間を例示するなどにより可

能な限り具体的に説明するものとする。ま

た、併せて、書面の交付、店頭における掲示

又は当該会員のホームページにおける表示

等、適切な方法により周知を行うものとす

る。 

 

（掛目の変更等にあたっての顧客への通

知） 

第 ４ 条 会員は、掛目の変更等を行うこと

を決定した場合には、次の各号に掲げる事

項について、あらかじめ、顧客に対して通

知しなければならない。 

４．掛目の変更等にあたっての顧客への通知 

会員は、掛目の変更等を行うことを決定し

た場合には、以下の事項について、あらかじ

め、顧客に対して通知するものとする。 

 

 

別紙９
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改  正  案 現     行 

１  

～    ( 現行どおり ) 

４  

 

①  

～     ( 省   略 ) 

④  

 

（掛目の変更等にあたっての周知期間） 

第 ５ 条 前条第２号に規定する変更後の掛

目の適用日（除外する場合は、その適用

日）については、前条に規定する通知を行

い、会員において規定した一定の期間を経

過した後とする。なお、明らかに経営に重

大な影響を与えると認められる事象等が発

生し、今後、株価が継続かつ大幅に下落す

ることが予想され、当該銘柄の時価が本来

の株価水準を反映していないことから委託

保証金としての適切な評価を行うことがで

きないため緊急的に掛目の変更等を行う場

合であっても、前条に規定する通知を行っ

た日の翌営業日以降でなければならない。 

 

５．掛目の変更等にあたっての周知期間 

上記４．②の変更後の掛目の適用日（除外

する場合は、その適用日）については、上記

４．の通知を行い、会員において規定した一

定の期間を経過した後とするものとする。な

お、明らかに経営に重大な影響を与えると認

められる事象等が発生し、今後、株価が継続

かつ大幅に下落することが予想され、当該銘

柄の時価が本来の株価水準を反映していない

ことから委託保証金としての適切な評価を行

うことができないため緊急的に掛目の変更等

を行う場合であっても、上記４．による通知

を行った日の翌営業日以降でなければならな

いものとする。 

 

（社内規則の制定等） 

第 ６ 条 会員は、第１条から前条に掲げる

内容について規定した社内規則を作成し、

遵守するとともに、当該社内規則が適切に

履行されているかについて、内部管理統括

責任者の責任において定期的に検査を行わ

なければならない。 

 

６．社内規則の制定等 

会員は、上記１．から５．までの内容につ

いて規定した社内規則を作成し、遵守すると

ともに、当該社内規則が適切に履行されてい

るかについて、内部管理統括責任者の責任に

おいて定期的に検査を行うものとする。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行

する。 
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「協会員におけるプレ・ヒアリングの適正な取扱いについて」理事会決議（自主規制会議決議）

の一部改正について（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

協会員におけるプレ・ヒアリングの適正な取扱

いに関する規則 

 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、協会員が金融商品取引

法（以下「金商法」という。）第 166 条第２

項第１号イに規定する募集（金商法第 163 条

第１項に規定する上場会社等（以下「上場会

社等」という。）の発行する有価証券に係る

ものに限る。以下第８条第１項及び第９条を

除き「募集」という。）について、当該募集

に係る有価証券に対する投資者の需要の見込

みに関する調査を行う場合において、その適

正化を図るため必要な事項を定め、内部者取

引が誘発されることを防止し、もって有価証

券取引の公正確保に資することを目的とす

る。 

 

 

「協会員におけるプレ・ヒアリングの適正な取

扱いについて」理事会決議（自主規制会議決

議） 

 

（目的） 

第 １ 条 この理事会決議は、協会員が証券取

引法（以下「法」という。）第 166 条第２項

第１号イに規定する募集（法第 163 条第１項

に規定する上場会社等（以下「上場会社等」

という。）の発行する有価証券に係るものに

限る。以下第８条第１項及び第９条を除き

「募集」という。）について、当該募集に係

る有価証券に対する投資者の需要の見込みに

関する調査を行う場合において、その適正化

を図るため必要な事項を定め、内部者取引が

誘発されることを防止し、もって証券取引の

公正確保に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１   

～     ( 現行どおり ) 

３   

（定義） 

第 ２ 条 この理事会決議において、次の各号

に掲げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。 

１   

～     ( 省   略 ) 

 ３  

４ 取引制限 

当該法人関係情報若しくは当該募集を行

うことが公表され又は協会員から当該プ

レ・ヒアリングの後当該募集を行わないこ

ととなったことを通知されるまでの間にお

ける特定有価証券等（当該上場会社等の金

商法第 163 条第１項に規定する特定有価証

券等をいう。以下同じ。）に係る売買その

他の有償の譲渡若しくは譲受け又はデリバ

ティブ取引（金商法第２条第 20 項に規定

するデリバティブ取引をいう。以下同

じ。）を行わないこと（金商法第 166 条第

６項第１号から第６号まで及び第８号に掲

げる場合並びに金融商品取引業等に関する

内閣府令（以下「金商業等府令」とい

う。）第 117 条第１項第 15 号の規定により

法人関係情報の提供を受けた者の間におい

て、取引所金融商品市場によらないで行う

４ 取引制限 

当該法人関係情報若しくは当該募集を行

うことが公表され又は協会員から当該プ

レ・ヒアリングの後当該募集を行わないこ

ととなったことを通知されるまでの間にお

ける特定有価証券等（当該上場会社等の法

第 163 条第１項に規定する特定有価証券等

をいう。以下同じ。）に係る売買その他の

有償の譲渡若しくは譲受け又は有価証券指

数等先物取引、有価証券オプション取引、

外国市場証券先物取引若しくは有価証券店

頭デリバティブ取引を行わないこと（法第

166 条第６項第１号から第６号まで及び第

８号に掲げる場合並びに法人関係情報の提

供を受けた者の間において、取引所有価証

券市場によらないで行う場合を除く。）を

いう。 
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場合を除く。）をいう。 

５ 守秘義務 

プレ・ヒアリングに係る法人関係情報を

当該プレ・ヒアリング対象者以外の者に提

供しないことであって、金商業等府令第

117 条第１項第 15 号イ(2)及びロ(2)に規

定するものをいう。 

５ 守秘義務 

プレ・ヒアリングに係る法人関係情報を

当該プレ・ヒアリング対象者以外の者に提

供しないことであって、証券会社の行為規

制等に関する内閣府令（以下「行為規制府

令」という。）第４条第 18 号イ(2)及びロ

(2)並びに金融機関の証券業務に関する内

閣府令（以下「金融機関府令」という。）

第 21 条第 12 号イ(2)及びロ(2)に規定する

ものをいう。 

６ 海外関連会社 

金商業等府令第 177 条第６項に定める協

会員の関係会社（特別会員にあっては「金

融商品取引業者」とあるのは「登録金融機

関」と読み替えて適用する。）である外国

法人又はこれに相当する外国法人をいう。

６ 海外関連会社 

協会員（外国証券会社である会員を除

く。）にあっては、証券会社の自己資本規

制に関する内閣府令第１条第２項に定める

関係会社（特別会員にあっては「証券会

社」とあるのは「登録金融機関」と読み替

えて適用する。）である外国法人又はこれ

に相当する外国法人をいい、外国証券会社

である会員にあっては、外国証券業者に関

する法律第 14 条第１項に定める特定法人

等又はこれに相当する外国法人をいう。 

７ 法令遵守管理部門 

金商業等府令第 117 条第１項第 15 号イ

(1)及びロ(1)に規定する法令遵守管理に関

する業務を行う部門をいう。 

 

７ 法令遵守管理部門 

行為規制府令第４条第 18 号イ(１)又は

金融機関府令第 21 条第 12 号イ(１)に規定

する法令遵守管理に関する業務を行う部門

をいう。 

 

（プレ・ヒアリングに係る法令遵守管理部門

における承認） 

第 ３ 条 協会員は、プレ・ヒアリングを行う

場合には、あらかじめ次の各号に定める事項

について法令遵守管理部門の承認を受けなけ

ればならない。 

１     ( 現行どおり ) 

２ 第三者に委託してプレ・ヒアリングを行

わせる場合には、海外関連会社に属する者

（個人であり、かつ、第５条第 1 項の措置

を講じた者をいう。以下同じ。）を委託先

として選定していること。ただし、当該プ

レ・ヒアリングの実態に鑑み、海外関連会

社に属していない者（個人であり、かつ、

同条第２項の措置を講じた者をいう。以下

同じ。）を選定する合理的な理由がある場

合には、当該者を委託先として選定するこ

とを妨げない。 

３  

～     ( 現行どおり ) 

５  

（プレ・ヒアリングに係る法令遵守管理部門

における承認） 

第 ３ 条 協会員は、プレ・ヒアリングを行う

場合には、あらかじめ次の各号に定める事項

について法令遵守管理部門の承認を受けなけ

ればならない。 

１     ( 省   略 ) 

２ 第三者に委託してプレ・ヒアリングを行

わせる場合には、海外関連会社に属する者

（個人であり、かつ、第 5 条第 1 項の措置

を講じた者をいう。以下同じ。）を委託先

として選定していること。ただし、当該プ

レ・ヒアリングの実態に鑑み、海外関連会

社に属していない者（個人であり、かつ、

第５条第２項の措置を講じた者をいう。以

下同じ。）を選定する合理的な理由がある

場合には、当該者を委託先として選定する

ことを妨げない。 

３   

～     ( 省   略 ) 

 ５  
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（海外関連会社等の内部管理体制に関する措

置） 

第 ５ 条 協会員は、海外関連会社に属する者

にプレ・ヒアリングを委託する場合には、次

の各号に掲げるいずれかの措置を講ずるもの

とする。 

１ 協会員は、当該海外関連会社に属する者

との間で、次に掲げる内容を含む契約を前

条第２項又は第３項に準じて締結するこ

と。 

イ  

～    ( 現行どおり ) 

ホ  

２     ( 現行どおり ) 

２          ( 現行どおり ) 

（海外関連会社等の内部管理体制に関する措

置） 

第 ５ 条 協会員は、海外関連会社に属する者

にプレ・ヒアリングを委託する場合には、次

の各号に掲げるいずれかの措置を講ずるもの

とする。 

１ 協会員は、当該海外関連会社に属する者

との間で、次に掲げる内容を含む契約を第

４条第２項又は第３項に準じて締結するこ

と。 

イ  

～    ( 省   略 ) 

ホ 

２     ( 省   略 ) 

２          ( 省   略 ) 

 

（違反調査対象者等への対応） 

第 ７ 条  ( 現行どおり ) 

２     ( 現行どおり ) 

（違反調査対象者等への対応） 

第 ７ 条  （ 省   略 ） 

２       （ 省   略 ） 

３ 本協会は、第 10 条第１項に定めるところ

の報告を協会員から受けた場合は、当該調査

対象者等の属する法人名、役職、氏名及び住

所を金融庁、証券取引等監視委員会、金融商

品取引所、外国金融商品市場の監督当局及び

当該監督当局の認可を受けた自主規制機関に

通知するものとする。 

 

３ 本協会は、第 10 条第１項に定めるところ

の報告を協会員から受けた場合は、当該調査

対象者等の属する法人名、役職、氏名及び住

所を有価証券市場の監督当局（当該監督当局

の認可を受けた自主規制機関を含む。）に通

知するものとする。 

 

（留意事項等） 

第 ８ 条 協会員は、本規則を遵守してプレ・

ヒアリングを行う場合であっても、金商法第

４条第１項で禁止する募集又は売出しの届出

を行う前に当該特定有価証券等を勧誘する行

為並びに金商業等府令第 117 条第１項第 15

号で禁止する法人関係情報を提供して勧誘す

る行為は行ってはならない。 

 

２      ( 現行どおり ) 

 

（留意事項等） 

第 ８ 条 協会員は、本理事会決議を遵守して

プレ・ヒアリングを行う場合であっても、法

第４条第１項で禁止する募集又は売出しの届

出を行う前に当該特定有価証券等を勧誘する

行為並びに行為規制府令第４条第９号及び金

融機関府令第 21 条第４号の３で禁止する法

人関係情報を提供して勧誘する行為は行って

はならない。 

２          ( 省   略 ) 

 

（国内募集に係るプレ・ヒアリングの禁止）

第 ９ 条 協会員は、原則として、金商法第２

条第８項第４号に定める引受けを伴う国内に

おける募集（金商法第２条第３項に定める募

集及び会社法第 199 条に定める会社が処分す

る自己株式を引き受ける者の募集をいう。）

に係るプレ・ヒアリングは行わないものとす

る。 

 

（国内募集に係るプレ・ヒアリングの禁止）

第 ９ 条 協会員は、原則として、法第２条第

８項第４号に定める引受けを伴う国内におけ

る募集（法第２条第３項に定める募集及び会

社法第 199 条に定める会社が処分する自己株

式を引き受ける者の募集をいう。）に係るプ

レ・ヒアリングは行わないものとする。 

 

（社内規則の整備等） （社内規則の整備等） 
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第 11 条 プレ・ヒアリングを行う協会員は、

プレ・ヒアリングに係る法令及び本規則を踏

まえ、法令遵守管理部門における承認手続

き、調査対象者等の選定基準、取引制限及び

守秘義務の遵守等に係る契約、海外関連会社

等の内部管理体制に関する措置、記録の保存

及び留意事項等の内部管理に関する社内規則

をあらかじめ制定し、これを役職員に遵守さ

せる体制を整備するものとする。 

 

第 11 条 プレ・ヒアリングを行う協会員は、

プレ・ヒアリングに係る法令及び本理事会決

議を踏まえ、法令遵守管理部門における承認

手続き、調査対象者等の選定基準、取引制限

及び守秘義務の遵守等に係る契約、海外関連

会社等の内部管理体制に関する措置、記録の

保存及び留意事項等の内部管理に関する社内

規則をあらかじめ制定し、これを役職員に遵

守させる体制を整備するものとする。 

 

（電磁的方法による契約等） 

第 12 条  ( 現行どおり ) 

２     ( 現行どおり ) 

３ 協会員は、第４条第３項に規定する書面に

よる通知に代えて、「書面の電磁的方法によ

る提供等の取扱いに関する規則」に定めると

ころにより、当該書面に記載すべき事項につ

いて電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法により提供

することができる。この場合において、当該

協会員は、当該書面により通知したものとみ

なす。 

 

（電磁的方法による契約等） 

第 12 条  （ 省   略 ） 

２       （ 省   略 ） 

３ 協会員は、第４条第３項に規定する書面に

よる通知に代えて、「書面の電磁的方法によ

る提供等の取扱いについて」（理事会決議）

に定めるところにより、当該書面に記載すべ

き事項について電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方法

により提供することができる。この場合にお

いて、当該協会員は、当該書面により通知し

たものとみなす。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「協会員における注文管理体制の整備について」理事会決議（自主規制会議決議）の一部改正に

ついて（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

協会員における注文管理体制の整備に関する

規則 

 

 

「協会員における注文管理体制の整備につい

て」理事会決議（自主規制会議決議） 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、協会員が行う取引所

金融商品市場における有価証券の売買等

（金融商品取引所の定める売買立会による

売買及び立会による取引に限る。）に関し

て、注文の受託及び発注が誤った内容とな

ることを未然に防止するため、社内規則の

制定その他の必要な措置を定めることによ

り、協会員における注文管理体制の整備を

図ることを目的とする。 

 

１．目的 

 この理事会決議は、協会員が行う取引所有

価証券市場における有価証券の売買等（証券

取引所の定める売買立会による売買及び立会

による取引に限る。）に関して、注文の受託

及び発注が誤った内容となることを未然に防

止するため、社内規則の制定その他の必要な

措置を定めることにより、協会員における注

文管理体制の整備を図ることを目的とする。

 

 ２．注文管理体制の整備 

 協会員は、次に掲げる措置を講じることに

より、注文管理体制を整備するものとする。

（社内規則の制定） 

第 ２ 条 協会員は、注文管理に関して、次

の各号に掲げる事項について規定した社内

規則を定めなければならない。 

１  

～     ( 現行どおり ) 

７  

 

⑴ 社内規則の制定 

 協会員は、注文管理に関して、次に掲げ

る事項について規定した社内規則を定めな

ければならない。 

①  

～    ( 省   略 ) 

⑦  

 

（買付代金又は売付有価証券の事前預託） 

第 ３ 条 協会員は、顧客（機関投資家等を

除く。）から注文を受託するに当たっては、

原則として当該顧客より買付代金又は売付

有価証券の事前預託を受ける等により、取

引の安全性の確保に努めなければならな

い。 

⑵ 買付代金又は売付有価証券の事前預託 

 協会員は、顧客（機関投資家等を除

く。）から注文を受託するに当たっては、

原則として、当該顧客より買付代金又は売

付有価証券の事前預託を受ける等により、

取引の安全性の確保に努めるものとする。

（注文内容の確認） 

第 ４ 条 協会員は、顧客から受託した注文

の内容及び当該注文が当該顧客の資力等に

照らして適切なものであるかどうかについ

て確認しなければならない。 

 

⑶ 注文内容の確認 

 協会員は、顧客から受託した注文の内容

及び当該注文が当該顧客の資力等に照らし

て適切なものであるかどうかについて確認

するものとする。 

（注文の発注制限） 

第 ５ 条 協会員は、取引所金融商品市場へ

の一の発注に関し、次の各号に掲げる制限

について、協会員において適切と認められ

る水準においてそれぞれ設定しなければな

らない。 

⑷ 注文の発注制限 

 協会員は、取引所有価証券市場への一の

発注に関し、次に掲げる制限について、協

会員において適切と認められる水準におい

てそれぞれ設定するものとする。 
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１     ( 現行どおり ) 

２ 一定の規模を超える注文については、

発注を行う前に管理者等（次条に規定す

る管理者等をいう。）による発注制限の解

除に係る承認を必要とする制限 

 

①     ( 省   略 ) 

② 一定の規模を超える注文については、

発注を行う前に管理者等（⑸に規定する

管理者等をいう。）による発注制限の解

除に係る承認を必要とする制限 

 

（管理者等の設置及び管理者等による発注

制限の解除の承認） 

第 ６ 条 協会員は、前条第２号の注文の発

注制限の解除の承認を行うことができる者

（「管理者」という。）を取引所金融商品市

場への注文の発注を行う部店ごとに設置

し、管理者は、注文の内容について確認の

上、適切と判断されるものについて発注制

限の解除に係る承認を行わなければならな

い。なお、管理者はあらかじめ定めた者

（「管理者等」という。）に当該解除に係る

承認の権限を委任することができる。 

 

⑸ 管理者等の設置及び管理者等による発注

制限の解除の承認 

 協会員は、上記⑷②の注文の発注制限の

解除の承認を行うことができる者（「管理

者」という。）を取引所有価証券市場への

注文の発注を行う部店ごとに設置するもの

とし、管理者は、注文の内容について確認

の上、適切と判断されるものについて発注

制限の解除に係る承認を行うものとする。

なお、管理者はあらかじめ定めた者（「管

理者等」という。）に当該解除に係る承認

の権限を委任することができるものとす

る。 

 

（システム対応） 

第 ７ 条 協会員は、第５条の内容について

自社において使用する売買受発注に係るシ

ステムについて、必要なシステム対応を行

わなければならない。 

 

３．システム対応 

 協会員は、上記２．の内容について自社に

おいて使用する売買受発注に係るシステムに

ついて、必要なシステム対応を行うものとす

る。 

 

（適切な人員配置及び研修について） 

第 ８ 条 協会員は、社内規則を履行するた

めに、注文の受発注業務に携わる役職員の

業務適性の確認及び適切な人員配置を行う

とともに、適宜、研修等を実施することに

より、役職員への周知、徹底を図ることに

努めなければならない。 

 

４．適切な人員配置及び研修について 

 協会員は、社内規則を履行するために、注

文の受発注業務に携わる役職員の業務適性の

確認及び適切な人員配置を行うとともに、適

宜、研修等を実施することにより、役職員へ

の周知、徹底を図ることに努めるものとす

る。 

 

（注文管理体制の充実） 

第 ９ 条 協会員は、注文の受発注が社内規

則に基づき適切に行われたか否かについ

て、内部管理統括責任者の責任において定

期的に検査を行わなければならない。 

 

５．注文管理体制の充実 

 協会員は、注文の受発注が社内規則に基づ

き適切に行われたか否かについて、内部管理

統括責任者の責任において定期的に検査を行

うものとする。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行

する。 
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「会員におけるＭＳＣＢ等の取扱いについて」理事会決議（自主規制会議決議）の一部改正につ

いて（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

会員におけるＭＳＣＢ等の取扱いに関する規則

 

 

（目的） 

第 １ 条 この規則は、会員が行うＭＳＣＢ等

の買受け時の確認、観察期間における空売り

及び市場売却並びに新株予約権等の行使制限

等に関し必要な事項を定めることにより、Ｍ

ＳＣＢ等の買受け、ＭＳＣＢ等に係る流通市

場における取引及び新株予約権等の行使を公

正かつ円滑ならしめ、もって資本市場の健全

な発展に資することを目的とする。 

 

 

「会員におけるＭＳＣＢ等の取扱いについて」

理事会決議（自主規制会議決議） 

 

（目的） 

第 １ 条 この理事会決議は、会員が行うＭＳ

ＣＢ等の買受け時の確認、観察期間における

空売り及び市場売却並びに新株予約権等の行

使制限等に関し必要な事項を定めることによ

り、ＭＳＣＢ等の買受け、ＭＳＣＢ等に係る

流通市場における取引及び新株予約権等の行

使を公正かつ円滑ならしめ、もって資本市場

の健全な発展に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第 ２ 条 この規則において、次の各号に掲げ

る用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ ＭＳＣＢ等 

上場有価証券の発行会社が第三者割当に

よる募集により発行する次に掲げる有価証

券であって、これらに付与又は表章される

新株予約権又は取得請求権（以下「新株予

約権等」という。）の行使に際して払込み

をなすべき１株当たりの額（以下「行使価

額」という。）が、６か月間に１回を超え

る頻度で、当該新株予約権等の行使により

交付される株券の取引所金融商品市場にお

ける価格（取引所金融商品市場の価格を利

用して算出される平均価格、売買高加重平

均価格その他の価格を含む。以下同じ。）

を基準として修正が行われ得る旨の発行条

件が付されたものをいう。 

イ  

～    ( 現行どおり ) 

ニ  

２      ( 現行どおり ) 

３      ( 現行どおり ) 

４ 観察期間 

新株予約権等の行使価額の設定又は修正

を行う際に基準となる取引所金融商品市場

における対象株券及び対象株券と同一の銘

柄の株券（以下「対象株券等」という。）

の価格を参照する期間（発行会社がＭＳＣ

Ｂ等の発行に係る重要事実の公表を行った

（定義） 

第 ２ 条 この理事会決議において、次の各号

に掲げる用語は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ ＭＳＣＢ等 

上場有価証券の発行会社が第三者割当に

よる募集により発行する次に掲げる有価証

券であって、これらに付与又は表章される

新株予約権又は取得請求権（以下「新株予

約権等」という。）の行使に際して払込み

をなすべき１株当たりの額（以下「行使価

額」という。）が、６か月間に１回を超え

る頻度で、当該新株予約権等の行使により

交付される株券の取引所有価証券市場にお

ける価格（取引所有価証券市場の価格を利

用して算出される平均価格、売買高加重平

均価格その他の価格を含む。以下同じ。）

を基準として修正が行われ得る旨の発行条

件が付されたものをいう。 

イ  

～     ( 省   略 ) 

ニ  

２       ( 省   略 ) 

３      ( 省   略 ) 

４ 観察期間 

新株予約権等の行使価額の設定又は修正

を行う際に基準となる取引所有価証券市場

における対象株券及び対象株券と同一の銘

柄の株券（以下「対象株券等」という。）

の価格を参照する期間（発行会社がＭＳＣ

Ｂ等の発行に係る重要事実の公表を行った

別紙 12
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以降に限る。）をいう。 

５ 市場売却 

取引所金融商品市場の売買立会における

売付けをいう。 

 

以降に限る。）をいう。 

５ 市場売却 

取引所有価証券市場の売買立会における

売付けをいう。 

 

（観察期間における空売り価格） 

第 ６ 条 ＭＳＣＢ等を保有している会員は、

金融商品取引法施行令（以下「金商法施行

令」という。）第 26 条の４第４項及び有価証

券の取引等の規制に関する内閣府令第 14 条

第５号の規定に定めるところにより、自己の

計算において、当該ＭＳＣＢ等の買付けの残

高に係る価格の変動により発生し得る危険を

減少させるため、新株予約権等を行使するこ

とにより取得することとなる対象株券の数量

の範囲内で対象株券等の空売りを行おうとす

る場合であっても、当該ＭＳＣＢ等の観察期

間中に、当該空売りに係る株券につき直近公

表価格（金商法施行令第 26 条の４第１項に

規定する直近公表価格をいう。以下同じ。）

以下の価格において当該空売りを行ってはな

らない。ただし、当該金融商品取引所が当該

直近公表価格の直近に公表した当該取引所金

融商品市場における当該直近公表価格と異な

る価格（金商法施行令第 26 条の４第１項に

規定する直近公表価格と異なる価格をい

う。）を当該直近公表価格が上回る場合に当

該直近公表価格において行う当該空売りにつ

いては、この限りでない。 

 

（観察期間における空売り価格） 

第 ６ 条 ＭＳＣＢ等を保有している会員は、

「証券取引法施行令」（以下「証取法施行

令」という。）第 26 条の４第４項及び「有価

証券の空売りに関する内閣府令」第３条第５

号の規定に定めるところにより、自己の計算

において、当該ＭＳＣＢ等の買付けの残高に

係る価格の変動により発生し得る危険を減少

させるため、新株予約権等を行使することに

より取得することとなる対象株券の数量の範

囲内で対象株券等の空売りを行おうとする場

合であっても、当該ＭＳＣＢ等の観察期間中

に、当該空売りに係る株券につき直近公表価

格（証取法施行令第 26 条の４第１項に規定

する直近公表価格をいう。以下同じ。）以下

の価格において当該空売りを行ってはならな

い。ただし、当該証券取引所が当該直近公表

価格の直近に公表した当該取引所有価証券市

場における当該直近公表価格と異なる価格

（証取法施行令第 26 条の４第１項に規定す

る直近公表価格と異なる価格をいう。）を当

該直近公表価格が上回る場合に当該直近公表

価格において行う当該空売りについては、こ

の限りでない。 

 

（観察期間における市場売却） 

第 ７ 条 ＭＳＣＢ等を保有している（保有す

ることを決定している場合を含む。以下この

条及び第 12 条において同じ。）会員は、当該

ＭＳＣＢ等の行使価額が、取引所金融商品市

場の売買立会における終値（最終の売買の価

格又は最終の気配相場の価格をいう。以下同

じ。）を参照するものである場合には、当該

ＭＳＣＢ等の観察期間中の各営業日に、自己

の計算において、原則として当該営業日の取

引所金融商品市場における売買立会の終了す

べき時刻の 15 分前から当該終了すべき時刻

までの間（以下「終了前 15 分間」という。）

において、対象株券等の市場売却に係る発注

（終了前 15 分間の前に発注した売り注文の

変更及び引条件付注文を含む。）を行っては

ならない。 

２ ＭＳＣＢ等を保有している会員は、当該Ｍ

ＳＣＢ等の行使価額が、取引所金融商品市場

（観察期間における市場売却） 

第 ７ 条 ＭＳＣＢ等を保有している（保有す

ることを決定している場合を含む。以下本条

及び第 12 条において同じ。）会員は、当該Ｍ

ＳＣＢ等の行使価額が、取引所有価証券市場

の売買立会における終値（最終の売買の価格

又は最終の気配相場の価格をいう。以下同

じ。）を参照するものである場合には、当該

ＭＳＣＢ等の観察期間中の各営業日に、自己

の計算において、原則として当該営業日の取

引所有価証券市場における売買立会の終了す

べき時刻の 15 分前から当該終了すべき時刻

までの間（以下「終了前 15 分間」という。）

において、対象株券等の市場売却に係る発注

（終了前 15 分間の前に発注した売り注文の

変更及び引条件付注文を含む。）を行っては

ならない。 

２ ＭＳＣＢ等を保有している会員は、当該Ｍ

ＳＣＢ等の行使価額が、取引所有価証券市場



 

 －80－

改  正  案 現     行 

の売買立会における終値以外の一定の時点の

株価を参照するものである場合には、前項の

規定の趣旨に従い市場売却に係る発注を行う

ものとする。 

３ ＭＳＣＢ等を保有している会員は、当該Ｍ

ＳＣＢ等の行使価額が、取引所金融商品市場

の売買立会における終日の売買高加重平均価

格を参照するものである場合には、当該ＭＳ

ＣＢ等の観察期間中の各営業日に、自己の計

算において、原則として当該営業日の前 10

営業日の取引所金融商品市場の売買立会にお

ける対象株券等の売買数量の合計を 10 で除

して得た数の 25％の数量（当該数量が 1 売

買単位に満たない場合は 1 売買単位）を超え

る数量の当該対象株券等の市場売却を行って

はならない。 

４ ＭＳＣＢ等を保有している会員は、当該Ｍ

ＳＣＢ等の行使価額が、取引所金融商品市場

の売買立会における終日の売買高加重平均価

格以外の一定の時間にわたる価格を参照する

ものである場合には、前項の規定の趣旨に従

い市場売却を行うものとする。 

 

の売買立会における終値以外の一定の時点の

株価を参照するものである場合には、前項の

規定の趣旨に従い市場売却に係る発注を行う

ものとする。 

３ ＭＳＣＢ等を保有している会員は、当該Ｍ

ＳＣＢ等の行使価額が、取引所有価証券市場

の売買立会における終日の売買高加重平均価

格を参照するものである場合には、当該ＭＳ

ＣＢ等の観察期間中の各営業日に、自己の計

算において、原則として当該営業日の前 10

営業日の取引所有価証券市場の売買立会にお

ける対象株券等の売買数量の合計を 10 で除

して得た数の 25％の数量（当該数量が 1 売

買単位に満たない場合は 1 売買単位）を超え

る数量の当該対象株券等の市場売却を行って

はならない。 

４ ＭＳＣＢ等を保有している会員は、当該Ｍ

ＳＣＢ等の行使価額が、取引所有価証券市場

の売買立会における終日の売買高加重平均価

格以外の一定の時間にわたる価格を参照する

ものである場合には、前項の規定の趣旨に従

い市場売却を行うものとする。 

 

（観察期間における規制の適用除外） 

第 ８ 条 前２条の規定は、次の各号に掲げる

事項のいずれかに該当する場合には適用しな

い。 

１ ＭＳＣＢ等の発行条件に、新株予約権等

の行使価額が、発行決議日の取引所金融商

品市場の売買立会における対象株券等の終

値を下回る修正が行われ得る旨の条項が付

されていない場合 

２ 第６条に規定する空売り又は前条に規定

する市場売却を行おうとするときの取引所

金融商品市場の売買立会における対象株券

等の価格が、発行決議日の取引所金融商品

市場の売買立会における当該対象株券等の

終値以上又は行使価額の修正が行われ得る

下限の価額未満である場合 

 

（観察期間における規制の適用除外） 

第 ８ 条 前２条の規定は、次の各号に掲げる

事項のいずれかに該当する場合には適用しな

い。 

１ ＭＳＣＢ等の発行条件に、新株予約権等

の行使価額が、発行決議日の取引所有価証

券市場の売買立会における対象株券等の終

値を下回る修正が行われ得る旨の条項が付

されていない場合 

２ 第６条に規定する空売り又は前条に規定

する市場売却を行おうとするときの取引所

有価証券市場の売買立会における対象株券

等の価格が、発行決議日の取引所有価証券

市場の売買立会における当該対象株券等の

終値以上又は行使価額の修正が行われ得る

下限の価額未満である場合 

 

（新株予約権等の行使制限） 

第 ９ 条 会員は、ＭＳＣＢ等の買受けを行う

に当たっては、当該買受けを行う際に発行会

社と締結する契約（以下「買取契約」とい

う。）において、新株予約権等の行使をしよ

うとする日を含む暦月において当該行使によ

り取得することとなる株式数（以下「行使数

量」という。）が当該ＭＳＣＢ等の発行の払

込日時点における上場株式数（金融商品取引

（新株予約権等の行使制限） 

第 ９ 条 会員は、ＭＳＣＢ等の買受けを行う

に当たっては、当該買受けを行う際に発行会

社と締結する契約（以下「買取契約」とい

う。）において、新株予約権等の行使をしよ

うとする日を含む暦月において当該行使によ

り取得することとなる株式数（以下「行使数

量」という。）が当該ＭＳＣＢ等の発行の払

込日時点における上場株式数（証券取引所が
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所が当該払込日時点に公表している直近の上

場株式数をいう。以下同じ。）の 10％を超え

ることとなる場合には、当該 10％を超える

部分に係る新株予約権等の行使（以下「制限

超過行使」という。）を行うことができない

旨の第５項に規定する内容を定め、これを遵

守しなければならない。 

２ 前項の規定は、次の各号に掲げるすべての

要件を満たす場合には適用しない。 

１  

～    ( 現行どおり ) 

３ 

当該払込日時点に公表している直近の上場株

式数をいう。以下同じ。）の 10％を超えるこ

ととなる場合には、当該 10％を超える部分

に係る新株予約権等の行使（以下「制限超過

行使」という。）を行うことができない旨の

第５項に規定する内容を定め、これを遵守し

なければならない。 

２ 前項の規定は、次の各号に掲げるすべての

要件を満たす場合には適用しない。 

１  

～     ( 省   略 ) 

３ 

４ 当該会員が、当該買受け（買受けを行う

ことを決定している場合を含む。）後から

当該保有を約した期間が終了するまで当該

対象株券に係る金商法第２条第 22 項に規

定する店頭デリバティブ取引を行わないこ

と。 

３  

～     ( 現行どおり ) 

５  

６ 第１項に規定する買取契約には、次の各号

に掲げる期間又は場合において制限超過行使

を行うことができる旨を定めることができ

る。 

１    ( 現行どおり ) 

２    ( 現行どおり ) 

３ 取引所金融商品市場において対象株券等

が監理ポスト又は整理ポストに割り当てら

れた時から当該割当てが解除されるまでの

間 

４ 新株予約権等の行使価額が発行決議日の

取引所金融商品市場の売買立会における対

象株券等の終値以上の場合 

５    ( 現行どおり ) 

７     ( 現行どおり ) 

 

４ 当該会員が、当該買受け（買受けを行う

ことを決定している場合を含む。）後から

当該保有を約した期間が終了するまで当該

対象株券に係る有価証券店頭デリバティブ

取引を行わないこと。 

 

３  

～      ( 省   略 ) 

５  

６ 第１項に規定する買取契約には、次の各号

に掲げる期間又は場合において制限超過行使

を行うことができる旨を定めることができ

る。 

１     ( 省   略 ) 

２     ( 省   略 ) 

３ 取引所有価証券市場において対象株券等

が監理ポスト又は整理ポストに割り当てら

れた時から当該割当てが解除されるまでの

間 

４ 新株予約権等の行使価額が発行決議日の

取引所有価証券市場の売買立会における対

象株券等の終値以上の場合 

５     ( 省   略 ) 

７      ( 省   略 ) 

（会員以外の者がＭＳＣＢ等を買い受ける場

合の対応） 

第 10 条 会員は、当該会員の関係会社（金融

商品取引業等に関する内閣府令第 177 条第６

項第１号の規定に該当する当該会員の親会

社、同第２号の規定に該当する当該会員の子

会社及び同第４号の規定に該当する当該会員

の親会社の子会社をいう。以下同じ。）によ

るＭＳＣＢ等の買受けを斡旋する場合には、

当該関係会社に対し、第３条から前条までに

定めるところによるよう要請するものとす

る。なお、第４条に掲げる事項については、

（会員以外の者がＭＳＣＢ等を買い受ける場

合の対応） 

第 10 条 会員は、当該会員の関係会社による

ＭＳＣＢ等の買受けを斡旋する場合には、当

該関係会社に対し、第３条から前条までに定

めるところによるよう要請するものとする。

なお、第４条に掲げる事項については、必要

に応じて当該会員が代行して適切な確認を行

うものとする。 



 

 －82－

改  正  案 現     行 

必要に応じて当該会員が代行して適切な確認

を行うものとする。 

２     ( 現行どおり ) 

 

２      ( 省   略 ) 

 

（社内体制の整備） 

第 12 条  ( 現行どおり ) 

２     ( 現行どおり ) 

３ ＭＳＣＢ等の保有を行う又は買受けの斡旋

を行う会員は、この規則に規定する内容の具

体的な取扱いについて社内規則をあらかじめ

制定し、これを役職員に遵守させる体制を整

備しなければならない。 

 

（社内体制の整備） 

第 12 条   ( 省   略 ) 

２      ( 省   略 ) 

３ ＭＳＣＢ等の保有を行う又は買受けの斡旋

を行う会員は、この理事会決議に規定する内

容の具体的な取扱いについて社内規則をあら

かじめ制定し、これを役職員に遵守させる体

制を整備しなければならない。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「店頭売買事故証券の処理に関する規則」（統一慣習規則第１号）の改正について（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

店頭売買事故証券の処理に関する規則 

 

 

 

「店頭売買事故証券の処理に関する規則」（統

一慣習規則第１号） 

（事故決済値段） 

第 ９ 条 事故決済値段は、決済日の前日にお

ける取引所金融商品市場の最終値段又は店頭

売買の値段若しくは気配によるものとし、株

券の場合は、配当、増資新株その他の権利

を、債券の場合は、その利子及び決済日まで

の経過利子をそれぞれ加算するものとする。

（事故決済値段） 

第 ９ 条 事故決済値段は、決済日の前日にお

ける証券取引所の最終値段又は店頭売買の値

段若しくは気配によるものとし、株券の場合

は、配当、増資新株その他の権利を、債券の

場合は、その利子及び決済日までの経過利子

をそれぞれ加算するものとする。 

２       ( 現状どおり ) 

 

２      ( 省   略 ) 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 
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「株式の名義書換失念の場合における権利の処理に関する規則」（統一慣習規則第２号）の改正

について（案） 

平成１９年８月１７日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

改  正  案 現     行 

 

株式の名義書換失念の場合における権利の処理

に関する規則 

 

 

「株式の名義書換失念の場合における権利の処

理に関する規則」（統一慣習規則第２号） 

 

（配当金、新株式等の返還） 

第 ２ 条  

～     （ 現行どおり ) 

４  

５ 前項ただし書の新株式等の時価は、返還日

前日の取引所金融商品市場における最終値段

又は店頭売買の値段若しくは気配とする。た

だし、その値段又は気配がない場合は、譲渡

会員と譲受会員との協議によりこれを決定す

る。 

６     （ 現行どおり ) 

 

（有償払込新株式等の返還の特例） 

第 ４ 条 有償払込の新株式等について、当該

新株式等に対する払込みを行った譲渡会員

は、払込後返還の請求が行われるまでの間

に、当該新株式等の取引所金融商品市場にお

ける最低値段又は店頭売買の値段若しくは気

配が払込金額を下ることのあったものについ

ては、当該新株式等の返還の請求が行われた

場合においても、第２条の規定にかかわら

ず、その返還に応じないことができる。ただ

し、当該新株式等の申込最終日までに払込金

額に第２条第２項に定める書類を添付して返

還の請求が行われた場合には、この限りでな

い。 

 
 

（配当金、新株式等の返還） 

第 ２ 条   

～     （ 省   略 ) 

４ 

５ 前項ただし書の新株式等の時価は、返還日

前日の証券取引所における最終値段又は店頭

売買の値段若しくは気配とする。ただし、そ

の値段又は気配がない場合は、譲渡会員と譲

受会員との協議によりこれを決定する。 

 

６     （ 省   略 ) 

 

（有償払込新株式等の返還の特例） 

第 ４ 条 有償払込の新株式等について、当該

新株式等に対する払込みを行った譲渡会員

は、払込後返還の請求が行われるまでの間

に、当該新株式等の証券取引所における最低

値段又は店頭売買の値段若しくは気配が払込

金額を下ることのあったものについては、当

該新株式等の返還の請求が行われた場合にお

いても、第２条の規定にかかわらず、その返

還に応じないことができる。ただし、当該新

株式等の申込最終日までに払込金額に第２条

第２項に定める書類を添付して返還の請求が

行われた場合には、この限りでない。 

 
 

付   則 

 

この改正は、平成 19 年９月 30 日から施行す

る。 

 

 

（別 表） 

（ 現行どおり ） 

（別 表） 

（ 省   略 ） 

（注）１  

～    （ 現行どおり ) 

 ３ 

（注）１ 

～    （ 省   略 ） 

３ 

４ 別表における株式の時価の基準

は、返還日前日の取引所金融商品市場

４ 別表における株式の時価の基準は、

返還日前日の証券取引所における最終値
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改  正  案 現     行 

における最終値段又は店頭売買の値段

若しくは気配による。ただし、その値

段又は気配がない場合は、譲渡会員と

譲受会員の協議により、これを決定す

る。 

 

段又は店頭売買の値段若しくは気配によ

る。ただし、その値段又は気配がない場

合は、譲渡会員と譲受会員の協議によ

り、これを決定する。 

 

 

 

 


